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議 第 １ 号

鳥獣被害防止対策の更なる充実を求める

意見書（案）

年 月 日

衆 議 院 議 長

参 議 院 議 長

内 閣 総 理 大 臣

財 務 大 臣

農 林 水 産 大 臣

環 境 大 臣

議 長 名

地方自治法第 条の規定により、下記のとおり意見書を提出します。

記

国は、広域にわたり移動するシカやイノシシ等の野生鳥獣による被害を防ぐ

ため、捕獲や侵入防止柵の設置、緩衝帯の整備等の対策について、市町村や都

道府県が連携し、地域ぐるみで取り組めるよう、鳥獣被害防止総合対策交付金

等による支援を実施しているが、農林業被害は依然として高止まりしている。

地球温暖化に伴う生息域の拡大等により被害の増加が懸念される中、昨年は

クマによる人身被害が多発するなどの深刻な事態も生じており、被害防止対策

の更なる徹底が求められるが、狩猟者の高齢化や捕獲から処理・利活用に係る

費用の負担等の課題により、従来の取組の維持が困難であるとの声もある。

鳥獣被害の防止に当たっては、一部の地域での取組の遅れが被害の拡大につ

ながることから、里山における緩衝帯の更なる整備を進めるなど、被害防止対

策の徹底とその継続に向けた財源の確保に加え、狩猟者の確保等、捕獲の強化

に対する支援や、積極的な対策による捕獲鳥獣の増加を見据えた食肉への利活

用の促進が必要である。

よって、本県議会は、国会及び政府において、鳥獣被害防止対策の更なる充

実を図るため、次の事項について特段の措置を講ずるよう強く要請する。

１ 野生鳥獣による農林業被害や人身被害等の拡大を防ぐため、地域ぐるみの

一体的な対策が不足なく行えるよう、鳥獣被害防止総合対策交付金等につい

ては十分な財源を確保すること。

２ 野生鳥獣の捕獲に係る担い手を確保・育成するため、狩猟免許の取得・更

新に向けた研修等や捕獲活動に関する支援を拡充すること。

３ 捕獲鳥獣をジビエとして活用するため、食肉処理加工施設の整備・運営に

対する支援や食肉利用の普及に向けた取組を拡充するとともに、埋設処分等

に係る支援を強化すること。

あ て
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議 第 ２ 号

若者世代への結婚支援の拡充を求める意見書（案）

年 月 日

衆 議 院 議 長

参 議 院 議 長

内 閣 総 理 大 臣

財 務 大 臣

文 部 科 学 大 臣

こ ど も 家 庭 庁 長 官

内閣府特命担当大臣（少子化対策）

議 長 名

地方自治法第 条の規定により、下記のとおり意見書を提出します。

記

現在の我が国の少子化対策においては、子育て支援や子どもへの支援が重視

される中、結婚前の 代を中心とした若者世代に対する結婚支援を含めた支援

策が少ないだけでなく、学校を通じて行政に声が届きやすい高校生までと比べ

て、高校卒業後の若者からの声は行政に届きにくい環境にある。

若者からの政策への要望が十分に反映されない現状は、若者の実態と行政が

行う支援策との乖離を生じさせるだけでなく、人生を歩んでいく上で大きな分

岐点となる就職、恋愛、結婚等のライフイベントが集中する若者世代が抱える

悩みや課題の解決に向けた情報提供や支援の不足につながりかねない。

こうした中、若者世代への結婚支援については、結婚を希望する若者に必要

な情報や支援が不足することで結婚に踏み出せないことがないよう、若者の実

態を的確に捉え、国・地方自治体が総力を挙げて取り組むとともに、子育て環

境等でも男女共同参画を進め、未婚化・少子化問題を解決する必要がある。

よって、本県議会は、国会及び政府において、若者世代への結婚支援を拡充

し、結婚を望む若者の希望が叶う社会を実現するため、次の事項について特段

の措置を講ずるよう強く要請する。

１ 若者世代をはじめ各世代の実情を把握し、効果的な結婚支援を行うこと。

２ 若者が将来のライフイベントの際に自ら主体的に希望を実現できるよう、

金融知識も含めたライフプランニング教育等の若者が悩みや不安を解消し、

前向きになるための支援を強化すること。

３ 若者の自己肯定感の向上を目的としたアドバイザーによる支援や、職業ス

キル・コミュニケーションスキルの向上や自分磨きを目的としたセミナー等

の若者がなりたい自分になるための支援を強化すること。

４ 大学・職場でのイベントや共通の趣味・興味を持つ若者の交流会の開催等

の若者が望む自然な交流支援等の出会いの創出を促進すること。

５ 地方自治体が行う若者の結婚支援の取組への財政措置等を拡充すること。

あ て 
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議 第 ３ 号

医療的ケア児等への支援の充実を求める

意見書（案）

年 月 日

衆 議 院 議 長

参 議 院 議 長

内 閣 総 理 大 臣

財 務 大 臣

厚 生 労 働 大 臣

こ ど も 家 庭 庁 長 官

内閣府特命担当大臣（こども政策）

議 長 名

地方自治法第 条の規定により、下記のとおり意見書を提出します。

記

人工呼吸器の使用や喀痰吸引等の医療行為が日常的に必要な児童である医療

的ケア児は、近年、医療技術の進歩に伴い増加傾向にあり、全国で約２万人に

上ると推計されているが、 時間体制で、在宅で医療的ケアを行う家族の精神

的・身体的負担は大きく、家族の離職や社会的な孤立も生じやすく、その実情

や課題等を正確に把握することが困難とも言われている。

医療的ケア児の家族には、看護師や保育士等が配置された病院等に医療的ケ

ア児を預ける医療型短期入所サービスが提供され、家族が一時的に休息（レス

パイト）することができるが、家族の希望に対して全国的に施設が不足してお

り、長期的な医療的ケアやリハビリテーション等を行う医療型障害児入所施設

が極めて少ない地域もあり、受けられるサービスに地域格差が生じている。

医療的ケア児とその家族が住み慣れた地域で希望するサービスを受けられる

ようにするためには、施設が不足する地域への新たな事業者の参入促進に向け

た環境づくりや地域格差の実態を踏まえたきめ細かな対応が求められている。

よって、本県議会は、国会及び政府において、医療的ケア児とその家族が住

み慣れた地域で安全・安心に暮らせる社会の実現に向けて支援の充実を図るた

め、次の事項について特段の措置を講ずるよう強く要請する。

１ 医療型短期入所事業所や医療型障害児入所施設の新規参入を促すため、施

設や医療機器等の初期投資に係る費用や安定的な施設運営に向けた支援の拡

充を行うこと。

２ 専門的な知識や技術を有する看護師や保育士等の人材を確保するため、基

本報酬や処遇改善加算の拡充を行うなど、更なる処遇改善を図ること。

３ 国において、医療的ケア児等の実態や医療的ケアを行う施設に係る全国的

な調査や検証を行い、地域間格差の積極的な解消を図ること。

あ て
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議 第 ４ 号

政治資金規正法の改正を含めた再発防止に

必要な措置を求める意見書（案）

年 月 日

衆 議 院 議 長

参 議 院 議 長

内 閣 総 理 大 臣

総 務 大 臣

議 長 名

地方自治法第 条の規定により、下記のとおり意見書を提出します。

記

政治団体の政治資金の収支報告に関して、政治資金規正法は、 万円を超え

る政治資金パーティーの会費の支払者の氏名等を記載した政治資金収支報告書

の提出を政治団体の会計責任者に義務づけている。

今般の派閥の政治資金パーティーをめぐる問題では、政治資金収支報告書の

記載に関し、会計責任者及び共謀が認められた国会議員が政治資金規正法違反

で有罪となっている。

この問題については、国民の政治不信を招いており、国民に対する説明責任

を果たすとともに、政治資金の透明化や再発の防止が求められている。

よって、本県議会は、国会及び政府において、国民の政治に対する信頼を高

めるため、全容解明を進めるとともに、政治資金規正法の改正を含めた再発防

止に必要な措置を講ずるよう強く要請する。

あ て 
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議 第 ５ 号

災害への対応力の強化を求める意見書（案）

年 月 日

衆 議 院 議 長

参 議 院 議 長

内 閣 総 理 大 臣

総 務 大 臣

財 務 大 臣

厚 生 労 働 大 臣

経 済 産 業 大 臣

国 土 交 通 大 臣

国土強靱化担当大臣

内閣府特命担当大臣（防災）

議 長 名

地方自治法第 条の規定により、下記のとおり意見書を提出します。

記

現在、令和６年能登半島地震からの復旧・復興が最優先課題であり、国・自

治体・事業者等が総力を挙げて取り組んでいるが、被災地においては、水道施

設の耐震化率が低い中での被災による長期間の断水に加え、電柱の倒壊や電線

の切断が停電を引き起こすとともに、電気・水道等の復旧に必要な車両等の通

行の妨げにもなり、インフラ全体の復旧の更なる長期化を招いている。

また、被災地では、避難者の体調悪化を防ぐために必要となる清潔なトイレ

や温かい食事、簡易ベッド等の物資・設備が地震発生前に十分確保されていな

い避難所もあり、快適な環境を速やかに提供できない事態も発生した。

こうした中、地方の災害への対応力向上を図るためには、水道施設の耐震化

や道路上の電線類の地中化を行う無電柱化等の災害に強いインフラ整備の更な

る推進とともに、災害発生時における快適な避難生活に向けた環境整備への支

援の拡充が求められている。

よって、本県議会は、国会及び政府において、我が国全体の災害への対応力

を強化するため、次の事項について特段の措置を講ずるよう強く要請する。

１ 給水の維持確保に向けた水道施設の耐震化を推進するため、自治体等の水

道事業者への財政支援を拡充すること。

２ 電力供給や道路の通行の維持確保に向けた無電柱化を推進するため、整備

費用を負担する自治体への財政支援を拡充するとともに、低コスト手法の普

及拡大等の取組を進めること。

３ 被災者に対して、良好なＴＫＢ（トイレ・キッチン・ベッド）環境を提供

するため、避難所で必要となる物資等の備蓄の推進に向けた自治体への財政

支援や備蓄品の普及・保管促進策について検討を進めること。

あ て 
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議 第 ６ 号

若者の市販薬の過剰摂取防止対策の

強化を求める意見書（案）

年 月 日

衆 議 院 議 長

参 議 院 議 長

内 閣 総 理 大 臣

厚 生 労 働 大 臣

こ ど も 家 庭 庁 長 官

孤独・孤立対策担当大臣

内閣府特命担当大臣（こども政策）

議 長 名

地方自治法第 条の規定により、下記のとおり意見書を提出します。

記

近年、処方箋がなくても薬局等で購入できる市販薬の濫用・依存や急性中毒

が重大な社会問題となりつつあり、市販薬の過剰摂取による薬物依存患者が急

増し、令和４年度に公表された依存症に関する調査研究事業では、過去１年以

内に市販薬の濫用経験がある高校生は約 人に１人に上ると報告されている。

市販薬の過剰摂取は、不安や葛藤を抱える若者が社会的孤立にある中、現実

逃避や精神的苦痛の緩和を目的に行う場合が多いが、疲労感や不快感が一時的

に解消されることもあり、同じ効果を期待してより過剰な摂取を繰り返すこと

で肝機能障害や重篤な意識障害等を引き起こし、死亡事例も発生している。

市販薬は、過剰摂取による健康被害が深刻になる場合があるものの、違法薬

物と異なり所持が罪とならず、複数の薬局等で購入し大量に所持することもで

きるなど容易に入手できる環境にあることから、若者に市販薬を適正に販売す

るための取組を推進するとともに、過剰摂取の背景にある若者の社会的孤立や

生きづらさの解消も求められている。

よって、本県議会は、国会及び政府において、若者の市販薬の過剰摂取防止

対策の強化により、薬物依存による健康被害から一人でも多くの若者を守るた

め、次の事項について特段の措置を講ずるよう強く要請する。

１ 濫用等のおそれのある医薬品に指定された６成分を含む市販薬の若者への

販売は、含有成分に応じて販売容量を制限するとともに対面又はオンライン

通話に限定するほか、販売記録等を活用した購入対策を検討すること。

２ ６成分を含む市販薬は、若者への販売時に氏名・年齢等の確認や副作用等

の説明の徹底を図り、必要な相談窓口等を紹介する体制を整備すること。

３ 濫用等のおそれのある医薬品の指定は、実態を把握し的確に進めること。

４ 若者の市販薬の過剰摂取を孤独・孤立の問題として位置づけ、若者の居場

所づくり等の施策を推進すること。

あ て
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議 第 ７ 号

被災者生活再建支援法に基づく支援制度の

拡充を求める意見書（案）

年 月 日

衆 議 院 議 長

参 議 院 議 長

内 閣 総 理 大 臣

総 務 大 臣

財 務 大 臣

内閣府特命担当大臣（防災）

議 長 名

地方自治法第 条の規定により、下記のとおり意見書を提出します。

記

国は、被災者の生活の再建を通じた被災地の復興を目的に被災者生活再建支

援法に基づく支援制度を設けており、地震等の自然災害で住宅の被害認定が全

壊や大規模半壊、中規模半壊となった被災世帯等に対して被災者生活再建支援

金を最大で 万円支給し、住宅の建設・購入や補修等を支援している。

現在の制度では、住宅の建設等に対して十分な支給額ではないことや半壊や

準半壊、一部損壊の被災世帯は支給対象外であることが課題とされており、被

災した住民の住宅の建替え・補修費用を補助するなど、独自の支援を行う自治

体もあるが、今回の令和６年能登半島地震の対応として、政府も住宅の再建の

ための新たな措置を設けることで、早期復旧を目指している。

自治体独自の支援や国の新たな措置については、被災者の生活の再建をより

一層促進するものであり、全国各地で発生する地震等に伴う住宅の被害に対し

ても、住宅の再建を願う被災者の声を踏まえた支援制度の充実が求められる。

よって、本県議会は、国会及び政府において、被災者の生活の安定と被災地

の速やかな復旧・復興のため、被災者生活再建支援金の支給額を引き上げると

ともに、支援金の支給対象となる被災世帯の範囲を拡大するなど、被災者生活

再建支援法に基づく支援制度を拡充するよう強く要請する。

あ て 
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委 第 １ 号 

 

長野県議会会議規則の一部を改正する規則（案） 

 

長野県議会会議規則（昭和35年長野県議会規則第２号）の一部を次のように改

正する。 

目次中「第８章 辞職及び資格決定（第111条―第117条）」を「第８章 辞職

及び資格決定（第111条―第117条の２）」に、 

「第14章 補 則 

を    第141条 （配布に代わる措置） 

第142条 （会議規則の疑義） 」 

「第14章 補則（第141条―第143条） 

に改める。 
第141条 （電子情報処理組織による通知等） 

   第142条 （電磁的記録による作成等） 

   第143条 （会議規則の疑義）       」 

第35条に次の１項を加える。 

３ 法第118条第６項の規定による交付に関し必要な事項は、議長が定める。 

第108条中「内容が請願に適合するものは、議長は、」を「議長が必要がある

と認めるものは、」に改める。 

第113条中「、押印」を削る。 

第117条の次に次の１条を加える。 

（資格決定書の交付） 

第117条の２ 法第127条第３項において準用する法第118条第６項の規定によ

る交付に関し必要な事項は、議長が定める。 

第119条中「外とう、えり巻、つえ、かさの類及び録音機、写真機、携帯ラジ

オ」を「コート、マフラー、傘」に、「議長の許可を受けたときは」を「会議へ

の出席に必要と認められる物であつて議長にあらかじめ届け出たものについて

は」に改める。 

第141条を次のように改める。 

（電子情報処理組織による通知等） 

第141条 議会又は議長若しくは委員長（以下この条及び次条第１項において

「議会等」という。）に対して行われる通知のうちこの規則の規定において文

「第117条 （資格決定の審査）」を 

に、 
「第117条 （資格決定の審査） 

第117条の２ （資格決定書の交付）」 
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書その他文字、図形その他の人の知覚によつて認識することができる情報が

記載された紙その他の有体物（以下「文書等」という。）により行うことが規

定されているものについては、当該通知に関するこの規則の規定にかかわら

ず、議長が定めるところにより、議長が定める電子情報処理組織（議会等の

使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下この項及び第４項において

同じ。）とその通知の相手方の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続

した電子情報処理組織をいう。以下この条において同じ。）を使用する方法に

より行うことができる。 

２ 議会等が行う通知のうちこの規則の規定において文書等により行うことが

規定されているものについては、当該通知に関するこの規則の規定にかかわ

らず、議長が定めるところにより、議長が定める電子情報処理組織を使用す

る方法により行うことができる。ただし、当該通知を受ける者が当該電子情

報処理組織を使用する方法により受ける旨の議長が定める方式による表示を

する場合に限る。 

３ 前２項の電子情報処理組織を使用する方法により行われた通知については、

当該通知に関するこの規則の規定に規定する方法により行われたものとみな

して、当該通知に関するこの規則の規定を適用する。 

４ 第１項又は第２項の電子情報処理組織を使用する方法により行われた通知

は、当該通知を受ける者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの

記録がされた時（第23条第３項、第25条第２項、第43条第３項、第81条第２

項、第84条第４項、第102条第３項、第105条第１項、第106条第１項及び第137

条の規定による議員に対する通知にあつては、当該ファイルへの記録がされ

た時又は議会等が、当該通知を受ける者が当該通知をすべき電磁的記録（電

子的方式、磁気的方式その他人の知覚によつては認識することができない方

式で作られる記録であつて、電子計算機（入出力装置を除く。）による情報処

理の用に供されるものをいう。次条において同じ。）に記録されている事項を

議長が定める方法により表示をしたものの閲覧若しくは当該事項について当

該者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録をすることがで

きる措置をとるとともに、当該者に対し、議長が定める電子情報処理組織を

使用して当該措置がとられた旨の通知を発した時のいずれか早い時）に当該

者に到達したものとみなす。 

５ 議会等に対して行われ、又は議会等が行う通知のうち当該通知に関するこ

の規則の規定において署名し、若しくは連署し、又は記名押印すること（以

下この項において「署名等」という。）が規定されているものを第１項又は第

２項の電子情報処理組織を使用する方法により行う場合には、当該署名等に
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ついては、当該署名等に関する規定にかかわらず、氏名又は名称を明らかに

する措置であつて議長が定めるものをもつて代えることができる。 

６ 議会等に対して通知を行い、又は議会等から通知を受ける者について対面

により本人確認をするべき事情がある場合、議会等に対して行われ、又は議

会等が行う通知に係る文書等のうちにその原本を確認し、又は交付する必要

があるものがある場合その他の当該通知のうちに第１項又は第２項の電子情

報処理組織を使用する方法により行うことが困難又は著しく不適当と認めら

れる部分がある場合として議長が定める場合には、議長が定めるところによ

り、当該通知のうち当該部分以外の部分につき、前各項の規定を適用する。

この場合において、第３項中「行われた通知」とあるのは、「行われた通知（第

６項の規定により前２項の規定を適用する部分に限る。以下この項から第５

項までにおいて同じ。）」とする。 

第142条を第143条とし、第141条の次に次の１条を加える。 

（電磁的記録による作成等） 

第142条 この規則の規定（第31条第１項を除く。）において議会等が文書等を

作成し、又は保存すること（次項において「作成等」という。）が規定されて

いるものについては、当該規定にかかわらず、議長が定めるところにより、

当該文書等に係る電磁的記録により行うことができる。 

２ 前項の電磁的記録により行われた作成等については、当該作成等に関する

この規則の規定により文書等により行われたものとみなして、当該作成等に

関するこの規則の規定を適用する。 

附 則 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

 

（提案理由） 

会議規則に規定する手続について電子情報処理組織を使用する方法等により

行うことが可能となるよう、必要な事項を定めるとともに、現在の社会情勢に

照らした用語の改正を行うほか、所要の改正を行う。 
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委 第 ２ 号

長野県議会委員会条例の一部を改正する

条例（案）

長野県議会委員会条例（昭和 年長野県条例第 号）の一部を次のように改

正する。

第２条第３号のウ中「観光部」を「観光スポーツ部」に改める。

第３条第３項中「第７条（（常任委員の任期中における委員の変更及びその

任期））第２項」を「第７条（（常任委員の任期中における委員の変更及びその

任期））第３項」に改める。

第 条に次の１項を加える。

２ 前項の規定にかかわらず、同項の規定による申出は、議長が定めるところ

により、議長が定める電子情報処理組織（委員会又は委員長の使用に係る電

子計算機（入出力装置を含む。以下この項において同じ。）とその通知の相

手方の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織

をいう。第 条において同じ。）を使用する方法により行うことができる。

第 条の見出し中「文書」を「文書等」に改め、同条中「文書で」を「文書

若しくは電子情報処理組織を使用する方法により」に改める。

第 条に次の１項を加える。

４ 第１項の規定にかかわらず、同項の規定による会議録の作成は、議長が定

めるところにより、当該会議録に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式

その他人の知覚によつては認識することができない方式で作られる記録であ

つて、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行う

ことができる。この場合において、同項の規定による署名については、同項

の規定にかかわらず、氏名又は名称を明らかにする措置であつて議長が定め

るものをもつて代えることができる。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の長野県議会委員会条例の

規定に基づいて設置されている産業観光企業委員会の委員長、副委員長及び

委員は、この条例による改正後の長野県議会委員会条例の規定に基づいて設

置された産業観光企業委員会の委員長、副委員長及び委員に選任されたもの
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とみなす。

（提案理由）

委員会条例に規定する手続について電子情報処理組織を使用する方法等によ

り行うことが可能となるよう、必要な事項を定めるとともに、知事の事務部局

の組織に関する条例の一部改正に伴い、常任委員会の所管事項の改正を行うほ

か、所要の改正を行う。
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知 事 阿　　部　　守　　一

副 知 事 関　　　　　昇 一 郎

危機管理監兼危機管理部長 前　　沢　　直　　隆

企 画 振 興 部 長 清　　水　　裕　　之

企 画 振 興 部 交 通 政 策 局 長 小　  林  　真　  人

総 務 部 長 玉　　井　　　　　直

県 民 文 化 部 長 山　　田　　明　　子

県民文化部こども若者局長 高　　橋　　寿　　明

健 康 福 祉 部 長 福　　田　　雄　　一

環 境 部 長 諏　　訪　　孝　　治

産 業 政 策 監 渡　　辺　　高　　秀

産 業 労 働 部 長 田　　中　　達　　也

産 業 労 働 部 営 業 局 長 合　　津　　俊　　雄

観 光 部 長 金　　井　　伸　　樹

農 政 部 長 小　　林　　茂　　樹

林 務 部 長 須　　藤　　俊　　一

建 設 部 長 新　　田　　恭　　士

建設部リニア整備推進局長 斎　　藤　　政 一 郎

会 計 管 理 者 兼 会 計 局 長 宮　　原　　　　　茂

公 営 企 業 管 理 者
企 業 局 長 事 務 取 扱

吉　　沢　　　　　正

財 政 課 長

教 育 長 内　　堀　　繁　　利

教 育 次 長 米　　沢　　一　　馬

教 育 次 長 曽 根 原　　好　　彦　

警 察 本 部 長 小　　山　　　　　巌

警 務 部 長 小 野 田　　博　　通

監 査 委 員 増　　田　　隆　　志

令和６年(2024年)２月14日　
５議議第116号　

全　　議　　員　　様

     長野県議会議長　　佐々木　祥　二

　　　　　　令和６年２月定例会において説明のため
　　　　　　議会へ出席を要求した者の氏名について

（２月20日から２月29日までの会議）

（２月20日から２月29日までの会議）

（２月20日から２月29日までの会議）

新　　納　　範　　久

議会へ出席を要求した者の氏名は、下記のとおりです。

記

（２月20日から２月29日までの会議）
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（写）

５危第 号

令和６年 年 １月４日

 
 

長野県議会議長 佐々木 祥 二 様 
 
 

長野県知事 阿 部 守 一

 
 

長野県国民保護計画の変更について（報告）

 
長野県国民保護計画について、統計数値、組織名称などの変更等に伴い、下

記のとおり長野県国民保護計画の一部を変更したので、武力攻撃事態等におけ

る国民の保護のための措置に関する法律（平成 年法律第 号）第 条第６

項の規定により、報告します。

 
記 
 

１ 変更の理由

統計、組織名、各種規程の変更等に伴い、所要の変更を行う。

２ 主な変更の概要

人口について、令和５年 月１日時点の統計に変更

資料編の長野県国民保護協議会運営規程、長野県国民保護対策本部規程

等について、組織改正等による規程改正に伴う更新

国民保護関係機関一覧、救急告示医療機関一覧等について、組織改正等

に伴う更新

３ 変更年月日

令和６年１月４日

（別冊は掲載を省略する）
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（写）

５監査第 号

令和６年（ 年）２月 日

 
 

長野県議会議長 佐々木 祥 二 様 
 
 

長野県監査委員 増 田 隆 志

同 青 木 孝 子

同 柄 澤 千恵子

同 山 岸 喜 昭

 
 

令和５年度財政援助団体等の監査の結果に関する報告について

 
地方自治法（昭和 年法律第 号）第 条第７項の規定により、長野県道路

公社以下 団体について監査を実施しましたので、同条第９項の規定により、そ

の結果に関する報告を別添のとおり提出します。

（別冊は掲載を省略する）
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（写）

５監査第４－ 号

令和６年 年 １月 日

 
 

長野県議会議長 佐々木 祥 二 様 
 
 

長野県監査委員 増 田 隆 志

 
 

現金出納検査の結果について

 
令和５年 月 日に実施したこのことについて、地方自治法（昭和 年法律第

号）第 条の２第３項の規定及び長野県監査委員監査基準により、下記のとお

り提出します。

 
記 
 

１ 会計局所管関係

令和５年 月 日現在の令和５年度 月分の一般会計及び公債費ほか 特別

会計並びに美術品取得基金の収支は別紙１のとおりで、現金預金現在高は、指

定金融機関から提出された歳計現金在高表及びつり銭用現金保管残高報告書の

合計額と照合した結果、過誤のないことを確認した。

なお、現金保管高は、 機関で 円であった。

２ 企業局所管関係

令和５年 月 日現在の電気事業会計及び水道事業会計の合計残高試算表は

別紙２のとおりで、現金預金現在高は、出納取扱金融機関の預金現在高証明書

と照合した結果、過誤のないことを確認した。

３ 環境部所管関係

令和５年 月 日現在の流域下水道事業会計の合計残高試算表は別紙３のと

おりで、現金預金現在高は、出納取扱金融機関の預金現在高証明書と照合した

結果、過誤のないことを確認した。

４ 健康福祉部所管関係

令和５年 月 日現在の総合リハビリテーション事業会計の合計残高試算表

は別紙４のとおりで、現金預金現在高は、出納取扱金融機関の預金現在高証明

書と照合した結果、過誤のないことを確認した。
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（写）

５監査第４－ 号

令和６年 年 ２月６日

 
 

長野県議会議長 佐々木 祥 二 様 
 
 

長野県監査委員 増 田 隆 志

 
 

現金出納検査の結果について

 
令和６年１月 日に実施したこのことについて、地方自治法（昭和 年法律第

号）第 条の２第３項の規定及び長野県監査委員監査基準により、下記のとお

り提出します。

 
記 
 

１ 会計局所管関係

令和５年 月 日現在の令和５年度 月分の一般会計及び公債費ほか 特別

会計並びに美術品取得基金の収支は別紙１のとおりで、現金預金現在高は、指

定金融機関から提出された歳計現金在高表及びつり銭用現金保管残高報告書の

合計額と照合した結果、過誤のないことを確認した。

なお、現金保管高は、 機関で 円であった。

２ 企業局所管関係

令和５年 月 日現在の電気事業会計及び水道事業会計の合計残高試算表は

別紙２のとおりで、現金預金現在高は、出納取扱金融機関の預金現在高証明書

と照合した結果、過誤のないことを確認した。

３ 環境部所管関係

令和５年 月 日現在の流域下水道事業会計の合計残高試算表は別紙３のと

おりで、現金預金現在高は、出納取扱金融機関の預金現在高証明書と照合した

結果、過誤のないことを確認した。

４ 健康福祉部所管関係

令和５年 月 日現在の総合リハビリテーション事業会計の合計残高試算表

は別紙４のとおりで、現金預金現在高は、出納取扱金融機関の預金現在高証明

書と照合した結果、過誤のないことを確認した。
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（写）

５人委第 号

令和６年 年 ２月 日

長野県議会議長 佐々木 祥 二 様

長野県人事委員会委員長 青 木 悟

意見聴取について（令和６年２月 日付け５議議第 号に対する回答）

下記の条例案については、異存ありません。

記

第 号 一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例案

第 号 長野県警察職員の給与に関する条例の一部を改正する条例案

第 号 長野県学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条例案
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（写）

令和６年３月７日

 
 

長野県議会議長 佐々木 祥 二 様 
 
 

包括外部監査人 弓 場 法

 
 

令和５年度包括外部監査の結果に関する報告について

 
地方自治法第 条の 第１項の規定による監査を行ったので、同条第５項

の規定により、その結果に関する報告を提出します。

 

（別冊は掲載を省略する）
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（写）

５監査第４－ 号

令和６年 年 ３月４日

 
 

長野県議会議長 佐々木 祥 二 様 
 
 

長野県監査委員 増 田 隆 志

 
 

現金出納検査の結果について

 
令和６年２月 日に実施したこのことについて、地方自治法（昭和 年法律第

号）第 条の２第３項の規定及び長野県監査委員監査基準により、下記のとお

り提出します。

 
記 
 

１ 会計局所管関係

令和６年１月 日現在の令和５年度１月分の一般会計及び公債費ほか 特別

会計並びに美術品取得基金の収支は別紙１のとおりで、現金預金現在高は、指

定金融機関から提出された歳計現金在高表及びつり銭用現金保管残高報告書の

合計額と照合した結果、過誤のないことを確認した。

なお、現金保管高は、 機関で 円であった。

２ 企業局所管関係

令和６年１月 日現在の電気事業会計及び水道事業会計の合計残高試算表は

別紙２のとおりで、現金預金現在高は、出納取扱金融機関の預金現在高証明書

と照合した結果、過誤のないことを確認した。

３ 環境部所管関係

令和６年１月 日現在の流域下水道事業会計の合計残高試算表は別紙３のと

おりで、現金預金現在高は、出納取扱金融機関の預金現在高証明書と照合した

結果、過誤のないことを確認した。

４ 健康福祉部所管関係

令和６年１月 日現在の総合リハビリテーション事業会計の合計残高試算表

は別紙４のとおりで、現金預金現在高は、出納取扱金融機関の預金現在高証明

書と照合した結果、過誤のないことを確認した。
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危機管理部長議案説明要旨

今回提出いたしました議案のうち、危機管理部関係につきまして、その概要

を御説明申し上げます。

危機管理部関係の令和６年度当初予算案の総額は、一般会計 億 万

８千円であります。

近年、災害が激甚化、頻発化する中、元日に発生した令和６年能登半島地震

は、マグニチュード 、最大震度は７で、北陸地方、とりわけ石川県内におい

て、極めて甚大な被害をもたらしました。

長野市、信濃町、栄村では震度５弱を観測し、県では直ちに警戒連絡会議を

設置して被害状況の確認を進めました。人的被害はなかったものの、長野市と

小谷村において住家の一部破損があわせて 棟確認されました。被災された

方々に心よりお見舞いを申し上げます。なお、当初発生した断水や漏水はすべ

て翌日の夜には復旧することができ、一時不通となった鉄道や道路等の交通網

にも大きな損傷はなかったところです。

一方、石川県への支援について、県では、市町村や関係団体の皆様も構成員

として参加いただき、県を挙げて被災地の支援を行う組織として、「能登半島

地震復興支援県民本部」を設置し、輪島市・羽咋市に対する人的・物的支援を

継続しています。避難生活を余儀なくされている方々に対しては、関係団体の

皆様にも御協力をいただきながら、段ボールベッドの活用による生活環境の改

善や、県としては初めてとなるキッチンカーによる温かい食事の提供など現場

のニーズに応じた支援に努めるとともに、二次避難に対応するため公営住宅等

での受入れも積極的に進めてきたところです。ほかにも、珠洲市へ県内 消防

本部から編成した緊急消防援助隊長野県大隊を派遣するなど、県全体で幅広い

活動を行ってまいりました。引き続き、息の長い支援に努めてまいります。

令和６年２月県議会
定 例 会 に お け る 
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今回のような大規模地震の発生は、多くの活断層を有する本県にとって、決

して他人事ではありません。災害はいつ起こるか分からない、このことを肝に

銘じるとともに、能登半島と同様に中山間地域や過疎地域が多く存在する本県

の実状を踏まえ、集落の孤立化や避難生活の長期化への対応等も含めた地震防

災対策について、今一度振り返る必要があると考えます。このため、県民の生

命と安全の確保に向け、長野県地域防災計画を見直すとともに、更なる防災対

策の強化と推進に取り組んでまいります。

これらを踏まえて、以下、令和６年度の主な事業について、順次、御説明申

し上げます。

まず、令和６年能登半島地震を踏まえた地震防災対策の抜本的な強化につい

て申し上げます。

県ではこれまで、平成 年３月に策定した「第３次長野県地震被害想定」に

基づき地震防災対策を推進してまいりましたが、今回の地震では、住宅の全半

壊が多数発生するとともに、孤立集落の解消や二次避難の実施に相当の日数を

要するなど、新たな課題も顕在化しました。こうした状況を受け、緊急対策と

して、現在の県及び市町村の地域防災力や危機対応力を総合的に評価・分析し、

市町村への必要な助言等も行いながら、県全体での底上げを図る「『危機管理

力』向上事業」に取り組みます。あわせて、県民の皆様に物資の備蓄や家具の

転倒防止、地震保険への加入等の自主的な防災対策を行っていただくよう集中

的な呼び掛けを行います。

これらの緊急対策のほか、関係部局とも連携して、二次避難所の確保や、物

資輸送や被災状況確認といった災害時のドローン活用などの重要な課題につい

ても検討を進め、必要な事業は補正予算も視野に入れて、対策の強化を図って
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まいります。

次に、「逃げ遅れゼロに向けた避難対策の推進」について申し上げます。

本年は、令和元年東日本台風災害から５年の節目を迎えます。県内に甚大な

被害をもたらしたこの災害の経験を後世に引き継ぎ、住民主体の防災対策等を

県民の皆様に広く発信するシンポジウムを開催します。また、浸水等の疑似体

験を通じて一人ひとりが災害を自分事として考えていただけるよう、新たにＡ

Ｒ（拡張現実）を活用した研修や防災訓練の実施を促進してまいります。地域

防災人材の育成及び地域防災力の強化を推進するため、信州大学等と連携して

今年度に実施した避難行動や避難所開設の対策は、避難支援や避難所運営を行

う段階にステップアップするとともに、他地域への横展開も図ってまいります。

避難所ＴＫＢ（トイレ・キッチン・ベッド）については、キッチンカーによ

る食事提供の実動訓練を行うほか、避難所環境を向上させる県内製品を紹介す

るための展示会を開催したり、男女共同参画の視点に配慮した避難所の設置・

運営の研修を行うなど、引き続き、環境改善に係る取組を進めます。

次に、「火山防災対策の推進」について申し上げます。

昨年９月には制定後初となる「信州 火山防災の日」を迎え、様々な取組を通

じて県民の火山防災に対する意識の向上を図ってまいりました。今年度は平成

年９月に発生した御嶽山噴火災害から 年の節目を迎えます。これに当たり

開催されるＮＰＯ法人日本火山学会による火山防災シンポジウムを支援すると

ともに、小諸市において「信州 火山防災の日」関連イベントを開催し、県全体

の火山に対する更なる防災意識の向上に努めてまいります。また、全国有数の

火山県として、火山に関する最新の知見や研究者、研究機関との情報共有を一

層進めて火山防災体制を強化するため、新たに、火山対策総合アドバイザーを
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配置します。

次に、「危機管理防災体制の強化」について申し上げます。

新型コロナウイルス感染症への約４年にわたる対応から得た教訓を踏まえて

今後の感染症危機に備えるため、これまでの県の対応の成果と課題を取りまと

めた記録集を作成した上で、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく県

の行動計画を改定します。

なお、令和６年能登半島地震の被災地への支援対応を優先するため、先月に

飯田市内での実施を予定していた国民保護実動訓練は中止としたところであり、

来年度の実施を検討してまいります。

次に、「消防体制の充実・強化」について申し上げます。

令和３年４月の運航再開から約３年を経過した消防防災ヘリコプターについ

ては、安全を最優先とした緊急運航を継続しており、若手隊員の育成も順調に

進んでいるところです。引き続き、安全運航を確保するため、民間航空会社に

赴いて遭難救助を想定した緊急操作訓練を行い、隊員の技術の向上に努めてま

いります。

地域防災力の担い手となる消防団の活動に係る支援については、消防団の充

実強化と消防団員の確保につなげるため、アンケート調査により県内の消防団

員の実態を把握するとともに、信州消防団員応援ショップの利便性の向上に向

けて、団員カードの電子化を進めて団員確保を促進します。このほか、消防団

活動協力事業所に対する事業税の軽減措置を拡大します。

次に、「防災情報基盤の整備」について申し上げます。

災害時に迅速かつ確実な情報の収集及び伝達を行うため、衛星系防災行政無
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線の更新を行い、機能の高度化を図ります。

なお、衛星系防災行政無線設備の更新は２か年にまたがることから、令和７

年度までを期間とし、債務負担行為 億 万７千円を設定いたしました。

以上、令和６年度の主な事業について、御説明申し上げました。

条例案は、「消防団の活動に協力する事業所等を応援する県税の特例に関する

条例の一部を改正する条例案」の１件です。

改正の内容は、消防団が活動しやすい環境を整備し、消防団員の確保を図る

ため、消防団の活動に協力する事業所等を有する法人等に係る事業税の軽減措

置の適用期限を令和８年度まで延長するとともに、当該事業所等における消防

団員の人数に応じて減税限度額を 万円まで引き上げるものであります。

事件案は、２件であります。

このうち、「長野県防災行政無線設備更新事業施行に伴う市町村等の負担につ

いて」は、衛星系の防災行政無線設備の更新に伴い、市町村及び消防本部等に

設置する無線設備に要する経費の一部を当該市町村及び一部事務組合が負担す

るものであります。

「訴えの提起について」は、今月９日に言い渡しのあった新型コロナウイル

ス感染症の感染防止のための防護服の売買代金等請求事件に係る判決に対し控

訴するものであります。

以上、危機管理部関係の議案につきまして、その概要を御説明申し上げまし

た。御審議の程、よろしくお願い申し上げます。
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企画振興部長議案説明要旨

今回提出いたしました議案のうち、企画振興部関係につきまして、その概要を

御説明申し上げます。

３年以上にわたり厳しい闘いを余儀なくされた新型コロナウイルス感染症が５

類に移行し、社会経済活動の正常化が進む一方、物価高騰とそれに伴う家計の実

質所得の低下など厳しい経済情勢や、ウクライナや中東をはじめとする不安定な

国際情勢など、国の内外で不透明な環境が継続しています。また、地域に目を向

けると、急速な少子化・人口減少の進展により、産業の担い手不足が深刻な状況

となって顕在化しています。

このように本県を取り巻く環境が急激に変化する中、県政においては、新たな

総合５か年計画「しあわせ信州創造プラン 」を策定し、基本目標である「確

かな暮らしを守り、信州からゆたかな社会を創る」ための取組がスタートしまし

た。

来年度は、この計画を着実に推進するため、企画振興部が総合調整機能をより

一層発揮して、部局間・政策間を繋ぎ、県組織の外とも十分に連携・協力しなが

ら、具体的な施策を実行に移してまいります。

特に、女性・若者から選ばれる県づくりプロジェクトをはじめとした「新時代

創造プロジェクト」については、全庁を挙げて施策を構築・推進するよう努め、

新しい時代に向けた社会の大きな変革に挑戦してまいります。

以下、企画振興部の主な施策につきまして、プラン の「政策の柱」に沿っ

て、順次御説明申し上げます。

令和６年２月県議会

定 例 会 に お け る
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【持続可能で安定した暮らしを守る】

（公共交通の充実をはじめ移動の利便性・快適性の向上）

公共交通は、住民の日常生活や観光客の移動に欠かせないものであり、官民連

携により地域公共交通の確保を図っていく必要があります。これまで燃料価格高

騰により厳しい環境下においても安定的に運行が行われるよう継続的に支援して

きたほか、「人材確保・物流 年問題等への対応」として、就職相談窓口の設

置、事業者向けセミナーや求職者向けのマッチングイベントの開催等に取り組ん

でまいりました。

地域公共交通の維持に不可欠な担い手を確保するため、引き続き就職相談窓口

の設置等に取り組むとともに、県外から移住し県内バス会社に就職する運転手を

対象とした支援金を創設するほか、女性やシニア層の潜在的な労働力の更なる掘

り起こしなどに取り組んでまいります。

持続可能な社会を支える地域公共交通ネットワークを確保するため、県有民営

方式によるバス車両の導入台数を拡大し県内バス路線の基盤強化を図るとともに、

長野・飯田間の主要な都市間を結び基幹的な移動軸として重要な路線である「み

すずハイウェイバス」の運行継続に必要な経費を支援してまいります。

地域鉄道については、緊急対策として実施するコンクリート製マクラギへの更

新等の安全性確保やバリアフリー化に必要な設備整備を支援するほか、ＪＲ大糸

線や小海線をはじめ、沿線関係者が一体となった在来線の利用促進の取組を進め、

地域鉄道の活性化に取り組んでまいります。

交通空白地における輸送を確保するため、自家用有償旅客運送を行うＮＰＯ等

が事業開始に必要な経費を支援するほか、タクシーの供給力確保に向けていわゆ

る「日本版ライドシェア」を含め、県タクシー協会と連携して取り組んでまいり

ます。

このほか、利用しやすい地域公共交通を実現するため、公共交通機関のキャッ

シュレス決済の導入や公共交通情報のオープンデータ化の取組を支援してまいり
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ます。

長野県公共交通活性化協議会で策定を進めている長野県地域公共交通計画では、

特に自家用車に頼ることのできない高齢者・高校生・観光客を対象として、全県

統一で最低限保証すべき移動やその品質を示してまいります。これらを踏まえ、

広域圏ごとに行政や交通事業者等の関係者が路線やダイヤ・便数の最適化に向

けた検討を行い、実効性ある取組につなげてまいります。

（信州まつもと空港の利便性向上と更なる活性化の推進）

信州まつもと空港は、本年７月にジェット化開港 周年の大きな節目を迎えま

す。今後も、更なる発展に向けて、市町村や地域の皆様の御理解・御協力をいた

だきながら、既存発着路線の利用促進に努めるとともに、路線拡充に取り組んで

まいります。また、国際チャーター便については、早期の再開に向けて、国内外

の航空会社、旅行会社へのセールス等の取組を強化してまいります。

さらに、航空利用者や地域住民にとって親しみやすい空港とするため、ジェッ

ト化開港 周年を契機としたイベントの開催や空港の魅力を伝えるフォトスポッ

トを制作・設置してまいります。

【快適でゆとりのある社会生活を創造する】

（デジタルの力を活用した便利で快適な暮らしの実現）

人口減少による担い手不足が深刻化する中、デジタル技術の活用はこれからの

時代に不可欠です。特に中山間地域が多い本県にとって、時間・距離の制約を克

服するデジタル技術は、地域の課題解決に大変有効なツールです。県民の皆様が

デジタル化の恩恵を実感できるよう、暮らし、産業、行政などあらゆる分野でＤ

Ｘを推進するため、次期ＤＸ戦略を策定し、全県的な取組を県がリードしてまい

ります。

県・市町村が足並みをそろえて地域社会のＤＸに取り組むため、県職員と外部
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デジタル人材によるアドバイザーチームを組成した上で、市町村におけるＤＸ推

進状況の把握や、共通する課題の解決に向けた助言等の伴走支援を実施してまい

ります。

多様なＤＸ人材の育成・誘致に当たっては、セミナーやコンテスト等の開催に

より、ＤＸ人材候補が相互に刺激し合い、成長できる機会を創出するとともに、

その取組を全国に発信してまいります。

また、庁内におけるＤＸ推進を加速させるため、「かえるプロジェクト」の提

案を踏まえ、各部局においてＤＸ推進のリーダー役となる人材の育成を強化する

とともに、マネジメント層への意識改革を行い、トップダウン・ボトムアップ両

面からのＤＸ推進を図ってまいります。

デジタル社会の基盤であるマイナンバーカードについては、様々なサービスに

おける利活用を推進するため、スマートフォン上にマイナンバーカードに紐づく

デジタル会員証を作成する仕組みを試験導入し、今後の利活用に向けた知見の蓄

積や、利用サービスの創出を検討してまいります。

ドローンや空飛ぶクルマ等の次世代空モビリティについては、昨年９月に設立

した「信州次世代空モビリティ活用推進協議会」を活用し、官民連携のもと社会

実装に向けた環境を整備するとともに、県民の皆様の理解促進を図り、長野県が

空域活用の先進地となることを目指してまいります。

このほか、デジタル活用に不安のある高齢者の皆様などにデジタルを身近に感

じていただけるよう、スマートフォンの基本的な扱い方や、スマートフォンを使

用した行政手続等に関する助言等を行う講習を実施してまいります。

（地域活力の維持・発展）

本県の発展は、個性豊かな 市町村が自治の力を発揮し輝き続けることによ

って成り立ちます。

人口減少下にあっても地域の活力を維持・向上していくためには、地域がそ
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れぞれの強みや特性を活かしながら、地域課題を自主的・主体的に解決する取

組を進めることが必要です。「地域発 元気づくり支援金」により多様な主体によ

る持続的な地域づくりの取組を支援するとともに、「地域振興推進費」を活用し、

地域振興局長がリーダーシップを発揮して、地域の関係者が一体となった取組を

推進してまいります。県民参加型予算のうち、県民の皆様に事業提案や選定に関

わっていただく「提案・選定型」については、新たに６つの地域振興局において

実施しました。 件の事業提案をいただき、高校生や大学生を含む幅広い年代の

公募委員による評価を踏まえて６つの事業を選定し、関係する部局の予算案に計

上いたしました。

地域おこし協力隊員の確保・定着に向けては、新たに県協力隊員を配置し市町

村協力隊員の活動事例の情報発信や隊員同士のつながりの強化に取り組むととも

に、中間支援組織と連携し市町村の受入体制の充実に取り組んでまいります。ま

た、人口の急減に直面している地域の担い手を確保するため、マルチワーカーの

派遣を行う特定地域づくり事業協同組合制度の活用促進に向けて、コーディネー

ターを設置し組合設立段階から運営相談まで一貫した支援を実施します。

さらに、豊かな自然や原風景、歴史、文化、特産品など、地域特有の資源の魅

力を最大限活用することにより、新しい価値を複合的に生み出す「輝く農山村地

域」の創造を目指すため、飯綱町の「りんご」や根羽村の「森林」を核とした地

域づくりの取組の加速化に向けて、人的・技術的支援や財政支援を行うなど様々

な政策を集中投下してまいります。

小規模町村が多く存在する本県において、それぞれの市町村が最適な行政サ

ービスを提供し続けていけるよう、行財政基盤の安定・確保と、自治体同士の

連携を強化する取組を進めてまいります。定住自立圏などの国の支援制度が適

用されない木曽地域及び北アルプス地域においては、引き続き市町村が取り組む

連携事業について県独自に支援します。

加えて、県域を越えた様々な主体との連携・協力も重要です。県外企業と地方
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創生に取り組む本県とを繋ぐ、企業版ふるさと納税制度を活用し、包括連携協定

企業や本県と所縁のある企業に対して寄附や人材派遣を呼びかけてまいります。

（移住・交流・多様なかかわりの展開）

長野県は、田舎暮らしに関する情報誌の「移住したい都道府県」ランキングで

年連続の１位となりました。コロナ禍を契機とした都市部住民の地方回帰の流

れを受け、本県への移住者数も近年増加傾向にあります。この流れをより確かな

ものとし、本県が女性や若者、子育て世帯からも移住先として選ばれるためには、

仕事と暮らしをセットにした移住の取組が重要です。

そこで、地域の暮らしの情報を提供する市町村等に加え、県内企業とも連携し

た移住セミナーや相談会を首都圏等で開催するなど、移住検討者へのワンストッ

プでの支援を強化してまいります。

また、移住者の住まいの確保が課題となっている中山間地域において、地域の

空き家を資源ととらえ、その掘り起こしを進める専門人材を育成するための事業

を新たに実施します。このほか、地域住民や都市部の者が空き家のＤＩＹイベン

トを通じて交流する場を設けることで地域と多様に関わる「つながり人口」の創

出・拡大を図り、地域のファンを増やす取組も合わせて推進してまいります。

沖縄県との交流連携については、昨年３月に締結した協定を踏まえ、チャータ

ー便の運航や「長野沖縄交流アドバイザー」の委嘱をはじめ、観光や物産振興な

ど様々な分野で交流を進めてきました。来年度も引き続き、関係部局と調整しな

がら、本県と対極となる強みや魅力を有する沖縄県との交流連携をより一層深化

してまいります。

（世界との積極的なつながり・交流の推進）

今年度においては、中国河北省との友好提携 周年を契機に河北省や北京市等

を訪問したほか、韓国江原特別自治道や米国ミズーリ州など友好都市との交流を
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行いました。また、８年ぶりに欧州を知事が訪問し、産業や環境面での連携強化、

インバウンドや県産品のトップセールスを行うなど、コロナ禍を経て海外との連

携・交流を活発に行いました。

来年度は在ブラジル長野県人会が創立 周年を迎えることから、ブラジル・サ

ンパウロ市を訪問し、現地の方々と交流するとともに、本県からの移住者が入植

して 周年を迎えるブラジル・アリアンサ地区を訪問し、記念式典を行います。

今後とも友好都市等との青少年交流や経済交流等を一層進めるとともに、イン

バウンド誘致や県産品輸出促進等のため、関係部局と連携し、海外との交流を積

極的に進めてまいります。

【総合的な施策の企画・調整】

（少子化・人口減少への対応）

少子化・人口減少により、産業の担い手不足の加速化や、経済活動における生

産・消費の縮小など、地域社会に深刻な問題を引き起こすことが懸念されること

から、県政の最優先課題と位置づけて、部局横断的に取り組んでいます。

昨年８月に立ち上げた「少子化・人口減少対策戦略検討会議」では、県民の希

望をかなえる少子化対策と今後の人口減少を前提とした社会づくりについて議論

を進めているところです。こうした議論を踏まえ、取組をさらに深化・加速させ

ていくための「少子化・人口減少対策戦略方針」を今年度内に策定します。

この戦略方針に基づき、女性・若者をはじめとする県民の皆様や産業界との意

見交換を実施し、本年秋頃を目途に県、市町村、産業界などが一丸となって主体

的に取り組む「少子化・人口減少対策戦略」を取りまとめてまいります。

（県民との対話と共創の推進）

県政を推進するうえでの基本姿勢として、「県民との対話と共創」を掲げてい

ます。ますます複雑・多様化する県政課題には、民間企業など多様な主体ととも
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にお互いの強みを結集して立ち向かうことが必要です。そのため、共創推進パー

トナー制度による民間人材の活用や、共創を有効に進めるための共創推進指針の

試行などを通じて、共創の組織風土の醸成と職員の共創マインドの定着を図って

まいります。また、これまで県民対話集会を県内全市町村で開催してまいりまし

たが、来年度はオンラインも活用しながら、テーマを絞った形での実施を検討し

ます。

県民参加型予算のうち、提案者と対話を重ねながら事業構築を進める「提案・

共創型」については、４つの事業を関係する部局の予算案に計上しました。学生

や若者をはじめ現場の声や発想を取り込むなど、これまでになかった視点での事

業構築が図られたことから、来年度の実施に向けて取組を進めてまいります。ま

た、県政ティーミーティングや県政に関するアンケートなど、広聴事業の内容を

さらに充実してまいります。

併せて、情報発信については、県民の皆様が知りたい情報がきめ細かく伝わる

よう、広報紙やテレビ、ラジオ、ＳＮＳなどを組み合わせた効果的な発信に努め

るとともに、受け手のニーズに応じて情報を届けることができる「ＬＩＮＥ」を

広報媒体として新たに導入し、県民とのコミュニケーションを強化します。

（データ等を活用した政策形成の推進）

県の施策を一層効果的、効率的に実施するためには、「客観的な根拠（データ）

に基づく政策立案（ＥＢＰＭ）」が重要です。このため、データを活用した政策

立案の手法や、データに基づく政策立案に資する分析モデルを構築する「ＥＢＰ

Ｍモデル構築事業」に取り組んでおります。今年度は、観光部及び長野県立大学

と連携して、観光客の属性・周遊の把握等をテーマに、人流データの分析や考察

を行い、ターゲットを絞った効果的なプロモーション設計をする際の根拠となる

データを導き出すことができました。そのプロセスと成果を今後の政策立案に活

かしてまいります。来年度においても、引き続き大学等の研究機関の協力を仰ぎ、
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テーマ及び分析手法を変えながらノウハウの更なる蓄積に努めるとともに、基幹

統計調査など統計データ等の利活用に取り組み、職員のＥＢＰＭの一層の実践に

努めてまいります。

（地方分権・規制改革）

人口減少・少子化や相次ぐ災害への対応など、地方自治体が抱える諸課題を的

確に解決していくためには、地方が自らの判断と責任で、地域の実情に応じた施

策を実施できるよう地方分権改革を強力に推進することが必要です。地方自治体

の事務事業に関する義務付け・枠付けの緩和や更なる事務・権限及び税財源の移

譲・充実等の提案・要望を、国に対して行ってまいります。

また、地域経済の活性化等を図るためには、不断の規制改革が必要です。社会

情勢が目まぐるしく変化している状況下で、経済社会の発展を阻害するような規

制・制度について、県自らが見直しを行うとともに、国に対しても提案・要望を

行ってまいります。

以上、御説明いたしました企画振興部関係の令和６年度当初予算案の総額は、

一般会計 億 万８千円であります。

また、債務負担行為として、高速情報通信ネットワーク整備事業 万４千円、

投開票集計システム再構築事業 万４千円、しなの鉄道の設備投資等借入金

に対する損失補償９億７千万円、空港管理事業 億 万円の４件を設定いた

しました。

【条例案】

条例案は、「個人番号の利用並びに特定個人情報の利用及び提供に関する条例

の一部を改正する条例案」など２件です。
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以上、企画振興部関係の議案につきまして、その概要を申し上げました。

よろしく御審議の程お願い申し上げます。
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令和６年２月県議会 

定 例 会 に お け る 
 総務部長議案説明要旨 

 

令和５年度の財政状況と令和６年度の歳入を中心とする県財政の見通しにつ

いて御説明申し上げ、あわせて、今回提出いたしました予算案等のうち総務部

関係の概要について申し上げます。 

 

まず、令和５年度の財政状況について申し上げます。 

本県の令和５年度当初予算は、新たな長野県総合５か年計画「しあわせ信州

創造プラン 3.0」の基本目標である「確かな暮らしを守り、信州からゆたかな

社会を創る」の実現に向けて、確かな一歩を着実に踏み出すことができるよう、

プランに掲げる５つの政策の柱に沿って編成いたしました。 

その後、長期化するエネルギー・食料価格高騰に対応するため、「物価高克服・

経済構造転換のための総合対策」を策定し、県民や事業者への切れ目のない支

援と強靱で健全な経済構造への転換の両面から、各種施策を講じてまいりまし

た。また、大雨災害からの復旧や凍霜害被害への対応、道路インフラを集中的

に修繕する道路リフレッシュプランの推進、児童生徒の増加に対応するための

特別支援学校の校舎改築などといった課題にも対応してきました。これに加え、

昨年末に成立した国の総合経済対策関連の補正予算を最大限活用し、県民生活

への支援や県内経済の活性化に取り組むため、「『ゆたかな社会』の実現を加速

するための長野県総合経済対策」を策定し、物価高への対応を拡充したほか、

喫緊の課題である人材確保や教育環境の整備、防災・減災対策の推進などに取

り組むための補正予算を編成したところです。これらを含めた一般会計の現計

予算額は１兆 1,361 億 9,492 万４千円となります。今後は、子育て負担軽減に

継続的・安定的に取り組むための「長野県こどもの未来支援基金」への積立て
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のほか、国庫支出金の決定及び事業の確定などに伴う予算の補正が見込まれる

ところです。 

歳入について申し上げますと、県税収入は、コロナ禍からの社会経済活動の

正常化により、法人関係税や個人県民税などが増加していることから、当初予

算額を 118 億円余上回る一方、地方消費税清算金収入は、輸入の減少などによ

り 44 億円余下回るものと見込んでいます。地方交付税については、普通交付税

が国の補正予算による追加措置もあり、当初予算額を 87 億円余上回る 2,146

億円余となる見込みです。県債については、補正予算における「防災・減災、

国土強靱化のための５か年加速化対策」を活用した事業の追加などにより、当

初予算額を上回る見込みです。    

なお、令和５年度の一般会計は、当初予算段階で財政調整のための基金を 113

億円取崩して対応しているところであり、引き続き、事業の効率的な実施や経

費の節減に努め、収支の改善を図ってまいります。 

 

次に、令和６年度の国の地方財政計画について申し上げます。 

地方財政計画の通常収支分については、歳出面において、こども・子育て政

策の強化として、国の「こども・子育て支援加速化プラン」の推進に必要な地

方財源の確保や、地方団体が地域独自の施策を実施するための一般行政経費の

増額が図られたほか、引き続き、「地域デジタル社会推進費」や「脱炭素化推進

事業費」が同額確保されたことなどにより、地方財政計画の規模は 93 兆 6,388

億円で前年度と比べて 1.7 パーセントの増加、公債費等を除く地方一般歳出は

78 兆 4,568 億円で 2.6 パーセントの増加となっております。 

歳入面では、一般財源総額について、水準超経費を除く交付団体ベースで 62

兆 7,180 億円と前年度と比べて 0.9 パーセントの増となっています。その主な

内訳は、地方税が 42 兆 7,329 億円で、個人住民税の定額減税の影響により前年
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度と比べて 0.3 パーセント減少する一方、これによる減収を全額国費で補填   

するための地方特例交付金が計上されています。また、地方交付税が18兆6,671

億円で前年度と比べて 1.7 パーセント増加したほか、臨時財政対策債が 4,544

億円で 54.3 パーセントの減少となり、前年度に比べて大幅に発行が抑制されて

います。 

 

続いて、本県の令和６年度当初予算案の概要について申し上げます。 

この予算案は、本年度からスタートした「しあわせ信州創造プラン 3.0」 の

本格展開を図るための予算として編成いたしました。「長野県少子化・人口減少

対策戦略方針案」を策定し、中でも、子育て支援に関しては、「子育て家庭応援

プラン」による手厚い支援策を展開するとともに、８つの新時代創造プロジェ

クトの具体化に向けた予算を計上いたしました。また、本年元日に発生した能

登半島地震も踏まえ、地震防災対策の抜本的強化に速やかに着手するとともに、

県民のために真に役立ち、職員にとってもあるべき県組織を目指し、県の組織

風土改革「かえるプロジェクト」を推進してまいります。 

当初予算案の規模は、一般会計で 9,991 億 1,254 万７千円と、前年度当初予

算額と比べて 464 億円余、率にして 4.4 パーセントの減少となっています。こ

れは、新型コロナウイルス感染症対応予算が前年度より約 555 億円減少してい

ることなどによるものです。 

以下、歳入の概要について申し上げます。 

県税については、今年度の税収見通しと最近の経済情勢を踏まえ、前年度当

初予算額と比べて1.7パーセント増の2,402億1,320万１千円を計上しました。

主な税目別では、県民税 790 億 4,167 万６千円、事業税 678 億 5,650 万９千円、

地方消費税 358 億 8,489 万７千円、自動車税 324 億 1,691 万８千円、軽油引取

税 170 億 7,826 万８千円を見込んでいます。 
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地方交付税については、前年度当初予算額と比べて0.7パーセント増の2,098

億 1,200 万円を、地方譲与税については、4.7 パーセント増の 412 億 8,900 万

円を、地方消費税清算金については、7.8 パーセント減の 1,031 億 174 万９千

円を、地方財政計画等を踏まえ計上しました。また、地方特例交付金について

は、定額減税による減収補填を含む 74 億 9,600 万円を計上しました。 

県債については、新規事業箇所の厳選により通常債の発行抑制に努めたほか、

臨時財政対策債が地方財政計画により大幅に減少することから、前年度当初予

算額と比べて78億円余の減となる680億100万円を計上しました。これにより、

来年度の県債残高は減少する見通しです。また、通常債について後年度に交付

税措置のある県債を最大限活用することにより、健全化判断比率である実質公

債費比率と将来負担比率は、引き続き健全な水準を維持する見通しです。 

国庫支出金については、新型コロナウイルス感染症対応事業が減少すること

などから、前年度当初予算額と比べて 184 億円余の減となる 1,156 億 555 万７

千円を計上しました。 

このほか、諸収入 1,655 億 6,306 万６千円、繰入金 284 億 2,772 万８千円、

使用料及び手数料 145 億 474 万４千円などを計上しました。 

なお、財源不足額は、前年度当初予算時と比べて３億円減の 110 億円となっ

ており、財政調整基金 60 億円及び減債基金 50 億円を取り崩して対応すること

としています。 

今後の県財政については、高齢化による社会保障関係費の増加や金利上昇に

加え、防災・減災対策の強化等による通常債残高の増加など、これまで以上に

厳しい財政運営を強いられることが懸念されます。このため、長野県行政・財

政改革実行本部において、徹底した事業見直しや投資的経費の重点化、業務の

集約化やデジタル化を含め、財政改革に全庁を挙げて取り組んでまいります。 
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次に、総務部関係の予算案及び条例案等につきまして、その概要を御説明申

し上げます。 

総務部関係の令和６年度当初予算案は、一般会計 2,423 億 7,581 万９千円 、

公債費特別会計 2,684 億 4,558 万７千円をそれぞれ計上しました。 

県庁舎について、建築から 100 年以上の使用を目指す長寿命化と、2050 ゼロ

カーボン達成のためのＺＥＢ（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）化を実現す

るため、照明設備のＬＥＤ工事と空調設備の省エネルギー改修に向けた設計を

実施します。加えて、公用車の電動化を推進するため、県合同庁舎の充電設備

を拡充するための設計及び工事を実施します。また、「施設の中長期修繕・改修

計画」に基づき、県有施設の長寿命化等を図る工事を計画的に進めます。さら

に、県庁周辺の県有地等の有効活用と県庁の執務環境の改善を図るため、警察

本部庁舎の整備を含めた「県庁周辺の整備方針」を策定してまいります。 

長野県の組織風土改革を進める「かえるプロジェクト」における検討を踏ま

え、職員一人ひとりがやりがいを持って、その能力を最大限発揮し、活躍でき

るような環境づくりを進めます。職員研修を強化し、若手職員のやりがいの醸

成や職場の心理的安全性を高める研修を新たに実施するほか、管理監督職員の

マネジメント力の向上に取り組みます。また、テレワークなど新しい働き方を

実現するためのデジタルツールの活用を一層推進するとともに、場所や時間に

とらわれない働き方を支える職場環境の実現に向けたオフィス改革に着手し、

職員間のコミュニケーションの活性化としごとの生産性の向上に繋げてまいり

ます。 

一方、歳入の確保に向けては、引き続き、県税の納期内納付の促進に一層努

めるほか、クラウドファンディング型のふるさと信州寄付金「がちなが」や企

業版ふるさと納税、ネーミングライツ、広告収入などの取組を強化してまいり

ます。 
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条例案は、「一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例案」の１

件で、公共交通機関の利用促進のため、通勤において、自家用車から公共交通

機関への乗り継ぎ等のために駐車場を利用している職員に対し、駐車料金に係

る通勤手当を支給するほか、所要の改正を行うものです。 

 

専決処分報告は、「交通事故に係る損害賠償の専決処分報告」１件であります。 

 

以上、概要について御説明を申し上げました。何とぞよろしく御審議の程を

お願い申し上げます。 
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県民文化部長議案説明要旨

今回提出いたしました議案のうち、県民文化部関係につきまして、その概要

を御説明申し上げます。

県民文化部関係の令和６年度当初予算案の総額は、一般会計 億 万

円、特別会計５億 万６千円であります。

県民文化部は、県民一人ひとりが安心して心豊かに暮らすことができるよう、

県民生活に密接に関連する施策を展開しております。

新年度は、しあわせ信州創造プラン の基本目標である「確かな暮らしを

守り、信州からゆたかな社会を創る」の実現に向け、女性・若者から選ばれる

県づくりをはじめ、文化芸術の振興、県民生活の安全確保、人権の尊重、男女

共同参画や多文化共生社会の実現、学びの県づくりの推進、子ども・子育て支

援など、多種多様な施策を総合的に推進してまいります。

また、教育委員会から文化財行政を移管し、芸術文化振興施策と一体的に推

進するため、新たに「文化振興課」を設置するとともに、多文化共生・パスポ

ート室の所管する多文化共生業務を文化政策課に移管し、「県民政策課」に改称

します。

【女性・若者から選ばれる県づくり】

しあわせ信州創造プラン における８つの新時代創造プロジェクトのうち、

「女性・若者から選ばれる県づくり」プロジェクトでは、女性や若者の希望を

実現することにより、人口減少に歯止めをかけ、将来にわたって活力ある長野

県とするため、「子育てしやすい環境づくり」、「女性・若者が働きやすい職場づ

くり」、「若者とのつながりづくり」の３つの観点から重点的に取り組んでまい

ります。

「子育てしやすい環境づくり」については、「子育て家庭応援プラン」として

令和６年２月県議会
定 例 会 に お け る 
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多子世帯や所得が低い世帯に重点を置いて、市町村と共同しながら、保育や教

育など子育てに係る経済的負担を軽減するための支援を拡充してまいります。 

３歳未満児の保育料について、国の多子世帯への軽減要件である同時入所に

かかわらず、第３子以降を無償化、第２子を半額とするほか、低所得世帯への

支援を充実するとともに、「子ども・子育て応援市町村交付金」を創設し、一時

預かり保育の利用者負担金や予防接種の自己負担金の軽減など、未就学児を育

てている家庭に対して市町村が地域の実情に応じて実施する独自の負担軽減策

への支援に取り組みます。教育に係る保護者負担を軽減するため、私立高等学

校等の授業料について、年収目安 万円以上の世帯のうち、 万円未満の

世帯と、 万円未満で子どもが２人以上いる世帯は、国の就学支援金とあわ

せて半額程度になるよう支援するほか、県立高等教育機関等における多子世帯

の授業料減免についても令和７年度の実施に向けて検討を進めてまいります。

また、保護者が安心して子どもを預けられる環境を整備するため、引き続き、

０歳と１歳児保育について国の基準以上に保育士を配置する私立保育所等への

支援を行います。

保育ニーズの更なる増加や国における保育士配置基準の改善などを見据えた

保育士確保策として、保育士人材バンクを「保育士・保育所支援センター」に

改組し、潜在保育士への復職支援や保育士の魅力発信、県外保育士の就職活動

や移住への支援などの取組を強化してまいります。

信州の豊かな自然環境と多様な地域資源を活用した信州型自然保育認定制度

「信州やまほいく」は、引き続き更なる認定園の拡大を目指してまいります。

保育の質を向上させるためのフィールド整備への支援や自然保育に関する研修

の実施、認可外の認定園に対する環境整備や保育料の負担軽減に取り組んでま

いります。

「女性・若者が働きやすい職場づくり」については、女性の職業生活におけ

る活躍の推進に向けて、「女性から選ばれる長野県を目指すリーダーの会」の活

動を通じて、働く女性の声を聞きながら、リーダーの意識改革を促し、女性が
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自分らしく働ける環境づくりに向けた取組を推進してまいります。

「若者とのつながりづくり」については、将来を担う県内外の大学生・若手

社会人等が自ら企画に参画したミーティングを県内・東京で開催するなど、若

者が主体となった新たな時代の交流を促進してまいります。

これらのプロジェクトの取組は、「長野県少子化・人口減少対策戦略方針（案）」

にも掲げ、人口減少スピードの緩和対策として取り組んでまいります。

次に、しあわせ信州創造プラン の施策の総合的展開に沿って、県民文化

部が取り組む主な施策につきまして順次御説明申し上げます。

【県民生活の安全を確保する】

安全で安心な県民生活を確保するため、交通事故防止対策や消費者被害防止

に向けた取組を関係団体等と連携して推進してまいります。 

昨年の交通事故死者に占める高齢者の割合は約６割と依然として高く、高齢

ドライバーによる交通事故の割合も増加していることから、季別の交通安全運

動等において高齢者の交通事故防止に重点的に取り組んでまいります。

安全な自転車利用に向けては、乗用時のヘルメット着用を促進するため、市

町村の行うヘルメット購入支援事業に対する助成に加え、高齢者や高校生を対

象とした啓発活動などを実施してまいります。

近年増加する「電話でお金詐欺」は、県警、民間企業等と連携して幅広い世

代に対する啓発活動にも取り組みます。また、県民が自ら安全に消費生活を営

むことができるよう、市町村の消費生活相談員の資質向上に向けた研修会を開

催するとともに、学校・地域での消費者教育を進めてまいります。

【人や社会に配慮した環境再生的で分配的な経済を実現する】

◇循環経済への転換の挑戦

持続可能な社会の実現に向けては、消費者が環境や地域などに配慮した商品
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等を選択するエシカル消費について、理解し実践していくことが大切です。

新年度は、テレビ、ＷＥＢ等のメディアを活用した啓発を強化し、エシカル

消費への理解を広げるとともに、地元の商品の購入などの実践に繋がるよう取

り組んでまいります。

【文化、スポーツの振興などゆとりある暮らしを創造する】

◇文化芸術の振興と文化芸術の力の様々な分野への活用 

文化芸術の振興は、県民の皆様に心の豊かさと潤いをもたらします。新年度

は、新たに設置する「文化振興課」を中心に、文化財の地域振興への活用はも

とより、福祉や教育、観光などのあらゆる分野に文化芸術が根づき生かされる

よう取組を強化してまいります。

設立から２年が経過する「信州アーツカウンシル」では、文化芸術活動への

助成や専門スタッフによる相談・助言に加え、社会包摂や民俗芸能などをテー

マに「信州アーツカウンシル パレード」を開催し、これまでの成果をＰＲ

するとともに、地域への理解を一層促進してまいります。

「アートの手法を活用した学び」では、演劇などの身体表現や美術作品の対

話型鑑賞が教育現場により一層取り入れられるよう、人材育成や学校との連携

など持続可能な仕組みづくりを教育委員会とともに検討してまいります。

ホクト文化ホール、伊那文化会館、キッセイ文化ホールは、新年度から新た

な５年間の指定管理が始まります。広域的な文化芸術振興を担う拠点として、

県民の皆様の鑑賞や発表の機会が充実できるよう、指定管理者である一般財団

法人長野県文化振興事業団と連携しながら、多様な自主事業の展開に努めてま

いります。ホクト文化ホールとウィーン楽友協会との姉妹提携協定締結 周

年を記念する公演を開催し、多くの皆様に世界水準の音楽文化に触れていただ

くとともに、同協会との友好協力関係を更に発展させてまいります。

県立美術館は開館から３周年を迎えます。これまでに 万人を超える来館

者にお越しいただき、誰もが気軽に訪れることのできる“開かれた美術館”と
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して県内外の皆様に親しんでいただいております。新年度は、「ダリ版画展」や

京都市「細見美術館の名品展」などを開催し、更に多くの皆様に足を運んでい

ただくとともに、誰もが美術作品を鑑賞し、学びを深めることができるよう取

り組んでまいります。

大町市において開催される「北アルプス国際芸術祭 」では、多くの皆様

にアーティストが滞在制作で創り上げた様々な作品を鑑賞いただき、地域の活

性化や観光誘客にも繋がるよう、県として支援してまいります。

飯田創造館の閉館方針に伴い、南信州広域連合が行う南信州広域連合会館（仮

称）の改修等に対して助成し、同会館が地域の新たな文化芸術の拠点としてス

タートできるよう、県として必要な支援を行ってまいります。

【子どもや若者の幸福追求を最大限支援する】

◇若者の結婚・出産・子育ての希望実現 

結婚、妊娠・出産、幼少期から青年期まで切れ目なく、次代を担う子ども・

若者を社会全体で支え、応援するための取組を進めてまいります。

若者に広域的な出会い・交流の場を提供するため、メタバースを活用した地

域・業種を越えたイベント等を開催し、結婚の希望をかなえることのできる機

会の確保を図ります。

また、社会全体で子どもの育ちを支え、妊婦や子育て家庭が安心して出産・

子育てができるよう、伴走型の相談と経済的支援を一体的に行う市町村の取組

を支援してまいります。 

◇子ども・若者が夢を持てる社会の創造 

子ども・若者が健やかに育つことができ、支援を必要とする子ども・若者を

支えることができる環境を整備していくことが求められています。 

子どもが置かれた環境で自らの希望をあきらめることがないよう、今年度創

設した給付型奨学金制度により、将来有望な若者の大学等への進学希望を応援
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するとともに、奨学生同士の交流を図り、意見交換や長野県への政策提案など

を実施してまいります。

本来、大人が担うことが想定されている家事や家族の世話を日常的に行って

いるヤングケアラーについて、早期に発見・把握し、必要な支援に結び付ける

ことが必要です。専用相談窓口の設置、市町村との連携調整や支援体制の構築

を後押しするコーディネーターの配置、本人や家族のための通訳の派遣など、

県におけるヤングケアラー支援体制を整備してまいります。

ひとり親家庭の就業・自立に向けて、生活・子育て支援、就業・相談支援な

どに取り組みます。児童扶養手当の支給、職業能力開発に係る受講料助成や訓

練期間中の生活費支援、弁護士による専門法律相談や公正証書の作成支援など

を総合的に実施してまいります。また、子どもの進学段階における貧困を防ぐ

ため、経済的課題を抱える家庭に対して模擬試験費用及び大学等の受験料を支

援してまいります。

依然として増加傾向にある児童虐待への対応は喫緊の課題であるとともに、

子どもの最善の利益の実現に向けて、全ての子ども及びその家族を社会全体で

支えていく取組を推進していく必要があります。

社会的養護が必要な児童の養育環境の改善を図るため、子どもアドボカシー

として、社会的養護下にある子どもの声を第三者が聴き、その声に適切に対応

するための新たな仕組みを導入するほか、妊娠期から出産後において悩みや困

難を抱える妊産婦等への相談支援や入所等による生活支援を実施してまいりま

す。

【年齢、性別、国籍、障がいの有無や経済状況等が障壁とならない公正な社会

をつくる】

年齢、性別、国籍などにかかわらず、誰もが多様性や違いを認め、人権を尊

重し、社会や地域で個性や能力を発揮できる公正な社会を実現していく必要が

あります。
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本年４月の「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」の施行に合わ

せて検討している「長野県困難な問題を抱える女性への支援に関する基本計画」

については、現在実施しているパブリックコメントを経て、今年度中に策定す

る予定です。今後、この計画に基づき、困難な問題を抱える女性への相談窓口

の周知、信頼関係構築に向けた相談支援の質の向上、一時保護機能を含めた支

援の多様化などの施策を強化してまいります。

性的マイノリティの生活上の障壁を取り除くための長野県パートナーシップ

届出制度の周知のほか、犯罪被害者等に対する見舞金の給付及び長野県弁護士

会と連携した無料法律相談などによる支援等、様々な人権に関する課題の解消

に向け取り組んでまいります。 

外国人と共に学び共に活躍できる社会を目指し、長野県多文化共生相談セン

ターによる情報発信のほか、日本語教師の資格を持っている方に新たに研修を

受講いただき、地域の日本語教室等で教えることができる人材として養成して

まいります。また、外国人県民が地域で安心して暮らしていけるよう、医療機

関受診時における多言語での電話通訳を導入してまいります。

【一人ひとりが自分にとっての幸せを実現できる学びを推進する】

変化が激しく先行不透明な時代にあって、これまでの一律一様の学びから児

童生徒一人ひとりのニーズ、個性、認知・発達特性に応じた「個別最適な学び

への転換」が求められております。

昨年９月に立ち上げた「信州学び円卓会議」においては、「長野県の子どもた

ちにとって最適な学びのあり方」をテーマに議論を開始し、その後、児童・生

徒、教員、フリースクール関係者等様々な主体との意見交換を行ってきました。

先日開催された第２回会議ではこれまでの議論や意見を踏まえ、子どもや教員

がチャレンジしやすい学校づくりの仕組みのあり方や、中山間地域における小

規模校での学びの実現等について議論を行いました。委員からは、「学校での自

由な学びの実現のためには仕組みや制度の大きな変革や学校のみならず県民の
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理解を深めることが必要」、「多様性のある小規模校を地域と連携してつくって

いくことが重要」などの意見が出されたところです。今後は具体的な方策の検

討を行うとともに、中山間地域の学びのあり方について地域住民が自ら考える

対話・検討の場の開催を支援してまいります。

【一人の子どもも取り残されない「多様性を包み込む」学びの環境をつくる】

不登校児童生徒が増加する中、一人ひとりに合った「学びの場」を確保する

ことが重要です。

このためフリースクール等民間施設を対象とした「信州型フリースクール認

証制度」を創設し、その運営経費等を支援するとともに、支援力向上のための

研修の実施や、総合的な情報を発信するポータルサイトの構築のほか、不登校

児童生徒の支援機関相互の連携等を促進するサポート人材を配置し、学校以外

の学びの場の確保・充実を図ってまいります。

夏休みなどを活用し、子どもたちが、様々な分野の最前線で活躍する社会人

や国内外の大学生など多様な先輩と関わりながら、国境や地域、世代を超えて

学び合う「信州サマー・ウインタースクール」を民間団体等と連携して推進す

ることにより、多様な学びの機会を県内各地で創出します。

また、県内外の高校生に長野県の高等教育機関で学ぶ魅力を発信するととも

に、子育て世代に向けて長野県で学ぶことの魅力を併せて発信してまいります。

私立学校は、独自の建学精神に基づき、特色ある教育の実践を通じ、公立学

校とともに公教育の一翼を担っています。長野県の子どもたちの多様な学びを

支えるため、引き続き私立学校への運営支援を行うとともに、私立幼稚園が実

施する長期預かり保育などの特色ある取組の充実に向けた支援を行ってまいり

ます。

【高等教育の振興により地域の中核となる人材を育成する】

長野県立大学は、新年度から第２期中期目標の期間が始まります。大学がそ
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の理念や使命を果たすため、開学以来の着実な歩みを基盤として、飛躍を遂げ

られるよう、取組を進めてまいります。

新年度は、デジタル化やグローバル化など変化する社会に対応できる人材の

育成や、地域の特性を踏まえた研究の推進等に力を入れることとして運営費交

付金を拡充し、大学とともに取り組んでまいります。

県内大学の収容力は依然として低く、県内高校生の大学進学者の８割以上が

県外に進学していることから、県内の大学進学希望者の選択肢を増やすことが

必要です。地域においては、大学の立地促進を契機とした地域の活性化が期待

されております。このため、今年度実施した県外大学を対象とした意向調査結

果などを踏まえ、市町村と連携して県外大学へアプローチするなど、県内への

立地促進活動に取り組んでまいります。

また、理工系の県外大学や県内企業と連携し、学生が企業への理解を深める

機会の創出や、女子高校生のキャリア形成に向けた交流会の開催などにより、

理工系人材の確保・育成に取り組みます。

以上、令和６年度一般会計当初予算案における主な施策について申し上げま

した。

令和６年度特別会計当初予算案につきましては、母子及び父子並びに寡婦福

祉法に基づく「母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計」に５億 万６千円

を計上し、母子父子寡婦福祉資金の貸付けなど、ひとり親家庭、寡婦への福祉

の充実を図ってまいります。

条例案は、県立３文化会館の利用料金等を改めるため所要の改正を行う「長

野県文化会館条例の一部を改正する条例案」以下５件であります。

事件案は、指定管理者の指定に関する議案２件であります。
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以上、県民文化部関係の議案につきまして、その概要を申し上げました。

何とぞ御審議の程をお願い申し上げます。
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健康福祉部長議案説明要旨

今回提出いたしました議案のうち、健康福祉部関係につきまして、その概要を

説明申し上げます。

健康福祉部関係の令和６年度当初予算案の総額は、一般会計 億 万

４千円、心身障害者扶養共済事業費特別会計４億 万３千円、地方独立行

政法人長野県立病院機構施設整備等資金貸付金特別会計 億 万３千円、

国民健康保険特別会計 億 万５千円、総合リハビリテーション事業

会計 億 万２千円であります。

健康福祉部では、これまで、長野県総合５か年計画「しあわせ信州創造プラン

」が掲げる「確かな暮らしを守り、信州からゆたかな社会を創る」という基

本目標の実現のため、「第２期信州保健医療総合計画」をはじめとする健康福祉

分野の各種計画に基づく施策に、全力で取り組んでまいりました。

令和６年度は、２年目を迎える「しあわせ信州創造プラン 」のほか、令和

６年４月から始まる次期「信州保健医療総合計画」、「長野県高齢者プラン」、「長

野県障がい者プラン」等を着実に推進するため、「少子化と人口減少の急速な進

行」、「社会に存在する様々な格差」、「自然災害や感染症などの脅威」といった課

題に対して、保健・医療・福祉施策を一体的に推進するとともに、「社会全体で

の健康づくり・疾病予防の推進」、「医療人材確保・医療提供体制の強化」、「県民

生活の安全確保」、「困難を抱える人々への支援」に重点的に取り組んでまいりま

す。

なお、元日に発生した能登半島地震は、甚大な被害をもたらし、今なお多くの

方が不自由な生活を余儀なくされております。犠牲になられた方々に謹んで哀

令和６年 ２月県 議会

定 例 会 に お け る
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悼の意を表すとともに、被災された方々に心よりお見舞いを申し上げます。

健康福祉部では、災害発生直後から石川県や厚生労働省、県内医療機関と連携

して、医師や看護師等を被災地へ派遣し、災害医療に取り組んでまいりました。

また、長野市、松本市の保健所の協力を得て、医師や保健師等からなるチーム

を編成し、 次避難所と呼ばれる避難施設の立ち上げ支援や、避難者の健康管

理・衛生管理等に当たるとともに、県社会福祉協議会と協力し、大規模災害ボラ

ンティア助成金等による災害ボランティアの支援などに取り組んでおります。

被災地では生活再建のめどが立たないなど、現在も不安が募る状況が続いて

おります。一日も早い復興に向け、今後も被災した方々に寄り添い、効果的な支

援に積極的に取り組んでまいります。

以下、令和６年度の主な施策につきまして、長野県総合５か年計画「しあわせ

信州創造プラン 」の政策の柱に沿って、順次、説明申し上げます。

【持続可能で安定した暮らしを守る】

総合５か年計画は、「持続可能で安定した暮らしを守る」ことを政策の柱の一

つに据え、「災害に強い県づくりを推進する」こと、「健康づくり支援と医療・介

護サービスの充実を図る」こと、「県民生活の安全を確保する」ことなどを施策

として掲げております。

これを踏まえ、健康福祉部では、疾病予防の推進、医療・介護提供体制の充実、

医療・福祉人材の確保、自殺対策の推進などに取り組んでまいります。

（逃げ遅れゼロに向けた避難対策の推進）

はじめに、逃げ遅れゼロに向けた避難対策の推進についてでございます。

災害時の個別避難計画の作成は市町村の努力義務とされておりますが、日常

生活等を営むために人工呼吸器による呼吸管理などが恒常的に必要な医療的ケ
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ア児等につきましては、医療専門職と連携して個別避難計画を作成することが

必要であることを踏まえ、市町村が医療的ケア児等の個別避難計画を作成する

際の医療専門職への謝金等を助成し、計画作成と医療的ケア児等の適切な避難

行動を支援いたします。

（信州ＡＣＥ（エース）プロジェクトと疾病予防の推進）

次に、信州ＡＣＥ（エース）プロジェクトと疾病予防の推進についてでござい

ます。

県民の健康づくりを推進するため、市町村や保険者、企業等と連携し、県民が

一体となって健康長寿を目指す「信州ＡＣＥ（エース）プロジェクト」に取り組

んでまいります。

県民の生活の質の向上と、医療・介護費の適正化を念頭に置き、減塩や野菜摂

取の促進など、循環器病予防に資する普及啓発活動を展開するとともに、保健・

医療・介護データの分析や情報提供により、市町村等の保健活動を支援するほか、

ライフステージに応じた課題にも取り組んでまいります。

若い世代につきましては、食生活をテーマとした出前講座を開催し、食への

関心を高めるとともに、健全な食生活が実践できるよう支援いたします。 

働き盛り世代につきましては、スマートフォンアプリを活用した企業対抗

ウォーキングの実施や、健康に配慮した食事を選択できる環境づくりなどに取

り組み、運動習慣の定着・食生活の改善を促します。

高齢者につきましては、健康運動指導士等を市町村や企業へ派遣し、要介護

などの危険性が高まる転倒防止や、フレイル予防の取組を支援いたします。

また、歯科口腔保健につきまして、歯科保健指導の助言を行う歯科衛生士を

市町村に派遣するとともに、歯科を設置していない病院へ歯科専門職を派遣
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し、入院患者等に歯科口腔管理を実施するなど、全身の健康づくりと一体化し

た取組を推進してまいります。

さらに、子宮頸がんの原因となるヒトパピローマウイルスの感染を予防する

ＨＰＶワクチン接種の積極的勧奨が差し控えられていたことにより、定期接種

の機会を逃した方々に対する救済措置（キャッチアップ接種）が、令和７年３月

末に終了することを踏まえ、対象となる方々がその機会を逸することが無いよ

う、ウェブ広告等を活用し広く周知を図ってまいります。

 

このほか、市町村国保では、被保険者の高齢化等により、一人当たり医療費

の増加が避けられず、医療費増加の抑制効果が見込まれる取組の強化が重要と

なっていることを踏まえ、重複・多剤服薬者の抽出や、服薬指導後の改善状況

を客観的に把握するツールの提供など、医薬品の適正使用に向けた取組を推進

してまいります。

（医療・介護提供体制の充実）

次に、医療・介護提供体制の充実についてでございます。

人口減少や高齢化が進む中で、限られた医療資源を最大限有効に活用し、医療

ニーズの変化に対応した医療提供体制の構築を図るため、令和６年度から令和

年度を計画期間とする「第３期信州保健医療総合計画」において、県民全体

で共有する共通理念としての「グランドデザイン」を掲げ、病院を、高度・専門

医療を中心に担う「広域型病院」と、地域包括ケアの要となる機能等を担う「地

域型病院」に類型化し、それぞれが分担された役割の下で十分に機能を発揮でき

るよう、施設・設備整備や連携強化に向けた取組を支援いたします。

また、医療機関や薬局における電子処方箋管理サービスの導入を支援し、電子

処方箋の普及、利活用による重複投薬の抑制や業務の効率化を促進するなど、質
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の高い医療サービスの提供に向け取り組んでまいります。

さらに、急速な少子化に対応するため、子どもの通院医療費の助成について、

県の補助対象を、現行の「小学校３年生まで」から、「中学校３年生まで」に拡

大し、長野県で安心して子育てができるよう、子育て家庭の経済的負担を軽減い

たします。

なお、新型コロナウイルス感染症につきましては、令和６年４月以降、一部継

続していた特別な対応を含め、全て通常医療による対応となることが予定され

ております。

今後は、新型コロナウイルス感染症への対応における経験を踏まえ、新たな感

染症の発生に備えるとともに、有事の際に迅速かつ的確に対応できるよう、県と

医療機関との間で医療措置協定を締結するなど、新興感染症に対する医療提供

体制の整備を推進してまいります。

新型コロナワクチン接種につきましては、令和６年４月以降、 歳以上の高

齢者等を対象に毎年秋冬に定期接種を実施することとなります。定期接種が順

調に実施できるよう、引き続き市町村と体制を整えてまいります。

介護提供体制の充実につきましては、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮

らし続けることができる地域包括ケア体制の深化・推進を令和６年度から令和

８年度を計画期間とする「第９期長野県高齢者プラン」の重点施策に位置付け、

関係機関と連携したアクティブシニアの就労と社会参加の促進、高齢者のニー

ズが高い移動サービスの立ち上げ、市町村へのアドバイザーの派遣や制度相談

のためのコールセンター設置に向けた支援に重点的に取り組んでまいります。

また、今年１月に施行された「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」
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を踏まえ、認知症の正しい理解の促進等について、介護保険事業の実施主体であ

る市町村と協働して推進してまいります。

さらに、 歳以上人口がピークとなり介護需要が高まると見込まれている

年を見据え、計画的に特別養護老人ホーム等の整備を進めるとともに、小

規模多機能型居宅介護事業所等の地域密着型サービスを展開するための起業セ

ミナーの開催やアドバイザーの派遣、有料老人ホーム等の介護保険施設以外の

多様な住まいの整備と質の確保に取り組んでまいります。

（医療・福祉人材の確保）

次に、医療・福祉人材の確保についてでございます。

医師の確保につきましては、医師不足や地域・診療科の偏在を解消するため、

医師無料職業紹介や研究資金の貸与等により、即戦力となる医師の確保に取り

組むほか、信州大学医学部地域枠の増員や、修学資金を貸与する医学生に対する

キャリア形成支援の充実等により、将来の地域医療を担う医師の養成・確保に努

めてまいります。

また、医師の負担軽減に向けた勤務環境改善に対する支援や、専門知識を有す

るアドバイザーによる相談・助言等により、医師の働き方改革を着実に推進して

まいります。

看護職員の確保につきましては、看護師等養成所への運営費補助や、看護学生

への修学資金の貸与等により、新規養成に向けた支援に取り組むほか、特定行為

研修の受講に対する支援の充実等による資質向上、ナースセンターによる研修

や就労相談会等を通じた再就業の促進に努めてまいります。

また、看護補助者の確保・定着促進に向けた処遇改善を図るため、賃金の引上

げに対する支援に取り組んでまいります。
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介護職員の確保につきましては、介護福祉士を目指す学生への修学資金の貸

与や、外国人介護人材の受入環境の整備のほか、資格取得から入職後までの一体

的な支援など、特に不足感が高い訪問介護職員の確保等に向け、総合的な人材確

保対策に取り組んでまいります。

また、介護サービスの質の確保や介護職員の負担軽減などに取り組む事業所

に対応するワンストップ相談窓口を設置し、介護現場の環境改善や生産性向上

を促進してまいります。

薬剤師の確保につきましては、潜在有資格者への復職・就業説明会や、中高生

等を対象とした説明会を開催するほか、病院に勤務する薬剤師が特に不足して

いる状況を踏まえ、病院薬剤師の奨学金の返還に対する助成制度を新たに創設

いたします。

（食品・医薬品等の安全対策の推進）

次に、食品・医薬品等の安全対策の推進についてでございます。

飲食に起因する健康被害の発生を未然に防ぐため、食品関係施設への監視指

導等を実施するとともに、食品衛生法に基づくＨＡＣＣＰ（ハサップ）に沿った

衛生管理を行っていただくよう助言・指導を行い、県内で製造・加工される食品

の安全性を高め、県民の食生活の更なる向上を推進してまいります。

また、薬局や医薬品の販売業者等への監視指導と、医薬品製造業者等に対する

適切な製造・品質管理の調査・助言を行うとともに、研修会等により薬局薬剤師

の資質向上を図り、かかりつけ薬局の機能の向上を推進してまいります。

（自殺対策の推進）
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次に、自殺対策の推進についてでございます。

１月に公表された警察庁の自殺統計（暫定値）によると、令和５年における本

県の自殺者数は 名、自殺死亡率は と、それぞれ前年より減少しました

が、長期化する物価高騰などにより、自殺者の増加が危惧される状況であること

に変わりはありません。

このため、令和５年度から令和９年度までを計画期間とする「第４次長野県自

殺対策推進計画」に基づき、関係部局や市町村、関係機関等と連携して、各種施

策を展開してまいります。

特に、この計画の重点施策に位置付けた、環境の変化の影響を受け易いと考え

られる子ども・若者への対策や、傾向として女性や若者が多い自殺のリスクを抱

える未遂者への支援を強化いたします。

子どもたちの生きることに対する促進要因の向上や、自殺リスクの抑止に向

け、長野県の取組が国のモデルとして全国展開されることとなった「子どもの自

殺危機対応チーム」による支援のほか、自殺未遂経験者による講演会の開催や、

医療機関を受診した未遂者を地域において支援するためのネットワークの構築

に取り組み、「誰も自殺に追い込まれることのない信州」の実現を目指します。

【快適でゆとりのある社会生活を創造する】

総合５か年計画は、「快適でゆとりのある社会生活を創造する」ことも政策の

柱の一つに据えており、「文化、スポーツの振興などゆとりある暮らしを創造す

る」ことなどを施策として掲げております。

これを踏まえ、健康福祉部では、文化芸術の力の様々な領域への拡大や、「信

州やまなみ国スポ・全障スポ」の準備に取り組んでまいります。

（文化芸術の力の様々な領域への拡大）
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はじめに、文化芸術の力の様々な領域への拡大についてでございます。

障がいのある方が身近な地域で文化芸術に親しみ、文化芸術活動を通じて自

己実現や社会参加ができる環境の整備を進めるため、「長野県障がい者芸術文化

活動支援センター（ザワメキサポートセンター）」において、文化芸術活動に取

り組む障がいのある方や、障害福祉サービス事業所等の相談支援対応、支援人材

の育成、「ザワメキアート展」の開催など、各種施策に取り組んでまいります。

（「信州やまなみ国スポ・全障スポ」の準備等）

次に、「信州やまなみ国スポ・全障スポ」の準備等についてでございます。

令和 年に本県で開催予定の「第 回国民スポーツ大会・第 回全国障害

者スポーツ大会（信州やまなみ国スポ・全障スポ）」まで残り４年となりました。

大会に向け、競技団体に対し、選手強化費用や大会への参加経費を助成するな

ど競技力向上対策を推進するほか、障がい者スポーツの普及や指導員養成等に

取り組んでまいります。

なお、令和６年４月から、現在教育委員会が所管するスポーツ行政と、健康福

祉部が所管する障がい者スポーツ行政が、新たに設置される観光スポーツ部に

移管されることを機に、信州やまなみ国スポ・全障スポの準備業務等が観光ス

ポーツ部に一元化されることとなります。健康福祉部では、観光スポーツ部と連

携し、引き続き福祉に配慮した障がい者スポーツの裾野拡大や普及促進に努め

てまいります。

【誰にでも居場所と出番がある社会をつくる】

総合５か年計画は、「誰にでも居場所と出番がある社会をつくる」ことも政策

の柱の一つに据えており、「子どもや若者の幸福追求を最大限支援する」こと、

「年齢、性別、国籍、障がいの有無や経済状況等が障壁とならない公正な社会を

― 353 ―



つくる」こと、「高齢者の活躍を支援する」ことなどを施策として掲げています。

これを踏まえ、健康福祉部では、困難を抱える子ども・若者や家庭の支援、障

がい者共生社会の実現、シニア世代の社会参加の促進などに取り組んでまいり

ます。

（妊娠・出産の安心向上）

はじめに、妊娠・出産の安心向上についてでございます。

若い世代が妊娠・出産の希望を実現し、身近な地域で安心して子育てができる

ようにするためには、多様化するニーズに応じた、妊娠から子育てまで切れ目の

ない支援体制の構築が必要です。

このため、「信州母子保健推進センター」において、市町村の母子保健事業の

推進に向けた人材育成や情報発信等の支援を行い、母子保健事業の質の向上や、

地域格差の是正に取り組んでまいります。

また、多様化する母子保健ニーズに対応するため、ウェブサイト「妊活ながの」

による情報発信や、看護職等による専門相談を行うとともに、妊娠を望む夫婦等

の経済的負担を軽減するため、妊活検診（不妊検査）費用や、保険診療と併用可

能な先進医療に要する費用を助成いたします。

（困難を抱える子ども・若者や家庭の支援）

次に、困難を抱える子ども・若者や家庭の支援についてでございます。

生活保護世帯の子どもは、一般の世帯と比べて大学等への進学率が大幅に低

い状況にあります。その要因としては、進学後の経済的負担への不安のほか、十

分な学習環境や機会を得られていないことが考えられることから、市と連携し、

ケースワーカーを通じた経済的支援の情報提供や、進路についての相談・助言を

行うとともに、高校等の卒業年度及びその前年度における学習塾費用などを助

― 354 ―



成することにより、生活保護世帯の子どもの大学等への進学を支援いたします。

（総合的な人権政策の推進）

次に、総合的な人権政策の推進についてでございます。

がんの治療における化学療法による脱毛や、乳房切除等をきっかけにした外

見の変容は、がん患者の社会参加の妨げとなる場合もあることから、アピアラン

スケアの重要性が高まってきております。

このため、ウィッグや乳房パッドなど、外見の変容に対する医療用補整具等の

購入費用の一部を市町村と共同で助成し、がん患者の就労や社会参加の促進等、

療養生活の質の維持向上を推進してまいります。

（障がい者共生社会の実現）

次に、障がい者共生社会の実現についてでございます。

障がいのある人に対する差別をなくし、相互に人格と個性を尊重し合う社会

を実現するため、「障がいのある人もない人も共に生きる長野県づくり条例（障

がい者共生条例）」や、令和６年度から令和 年度までを計画期間とする新た

な「長野県障がい者プラン」に基づき、障がい者の自立と社会参加を促進してま

いります。

社会的障壁を発見し、その改善策を障がい当事者とともに考えるワーク

ショップの開催や、動画等による広報・啓発により、共生社会の実現に向けた体

験機会を創出するとともに、引き続き、積極的に優れた合理的配慮を提供する

「ともいきカンパニー」の認定拡大や、出前講座の拡充を図ってまいります。

（生活困窮者等の援護を要する人々の支援）

次に、生活困窮者等の援護を要する人々の支援についてでございます。

物価高騰などに直面する生活困窮者を支援するため、「生活就労支援センター
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（まいさぽ）」を中心に、自立に向けた支援に積極的に取り組んでまいります。

生活にお困りの方のニーズに応じ、「長野県フードサポートセンター」におい

て食料を支援するほか、「生活就労支援センター（まいさぽ）」を通じて、タオル、

トイレットペーパー、ＬＥＤ電球等の生活必需品を支援いたします。

（シニア世代の社会参加の促進）

次に、シニア世代の社会参加の促進についてでございます。

人生 年時代を迎える中、シニア世代がこれまで培ってきた豊富な知識と

経験を生かし、社会活動や就業など、様々なステージでより一層活躍できる社会

の実現が望まれています。

このため、シニア活動推進コーディネーターを中心として、地域課題に関する

相談支援や、活躍の場の提供、社会参加活動の普及啓発などを推進し、シニア世

代が存分に活躍できる仕組みづくりに取り組んでまいります。

また、長野県シニア大学において、新たな知識・教養の習得、趣味活動等を通

じた交流、地域活動に必要なノウハウの学びと実践を支援し、地域で活躍できる

人材の育成に努めてまいります。

以上、令和６年度の主な施策について申し上げました。

次に、債務負担行為の設定について申し上げます。

令和６年度当初予算案に係る債務負担行為は、がん先進医療費利子補給につ

いて 万９千円を設定いたしました。

条例案につきましては、一部改正条例案 件、廃止条例案１件の、合わせて

件でございます。
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一部改正条例案のうち、「長野県福祉大学校条例の一部を改正する条例案」は、

多様化する保育に対する需要に対応できる保育士の養成に資するため、長野県

福祉大学校内で民間保育事業者が認可保育所を設置することに伴い、保育実習

室を廃止するものでございます。

「公衆浴場の設置場所の配置及び衛生等の基準に関する条例の一部を改正す

る条例案」は、近年の子どもの心身の成長を考慮し、混浴に関するトラブルを

防止するため、公衆浴場において混浴を制限する年齢を７歳以上に引き下げる

ものでございます。

「医療法施行条例の一部を改正する条例案」ほか７件は、関係する法令や国

で定める基準等の一部改正に伴い、引用している条例等について所要の改正を

行うものでございます。

廃止条例案は、「旧介護保険法に基づく指定介護療養型医療施設の従業者、設

備及び運営の基準に関する条例を廃止する条例案」ですが、健康保険法等の一

部を改正する法律の規定により令和６年３月 日までなおその効力を有する

ものとされた指定介護療養型医療施設に係る基準がその効力を失うことに伴い、

条例を廃止するものでございます。

以上、健康福祉部関係の議案について、その概要を説明申し上げました。何と

ぞよろしく御審議の程、お願い申し上げます。

― 357 ―



－ 1 － 

   環境部長議案説明要旨 

 

今回提出いたしました議案のうち、環境部関係について、その概要を御説明

申し上げます。 

 

環境部関係の令和６年度当初予算案の総額は、一般会計 66 億 2,196 万円、 

流域下水道事業会計 208 億 7,128 万３千円であります。 

 

本県は、県土の８割を森林が占め、清らかな水や空気に恵まれているととも

に、南北に長く急峻で標高差が大きい地形は四季の変化に富み、全国でも有数

の豊かな自然環境や多様な生態系を育んでいます。こうした本県の美しく豊か

な自然環境を次世代に引き継いでいくため、今年度が計画初年度となる「長野

県総合５か年計画」及び「第五次長野県環境基本計画」、また、令和３年度に

策定した「長野県ゼロカーボン戦略」に基づき環境施策を総合的に進めてまい

ります。 

 

以下、令和６年度の主な事業につきまして、環境部の施策体系に沿って、順

次御説明いたします。 

 

第一に、「持続可能な脱炭素社会の創出」について申し上げます。 

長野県ゼロカーボン戦略では、2030 年度の温室効果ガス正味排出量６割削減

を目標に掲げておりますが、国及び県の全施策や人口増減等の影響を定量化し

たところ、現状ペースでの進捗では 126 万ｔ-CO2不足し、このままでは目標達

成が困難であることが分かりました。このため、十分な効果が見込まれる施策

や取組を加速する必要がある分野を明らかにした上で、施策効果の高い「重点

施策」を新たに掲げるなど、削減目標を達成するためのシナリオとなる「長野

令和６年２月県議会 
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県ゼロカーボン戦略ロードマップ」を策定しました。このロードマップを多く

の皆様と共有し、県民全体でゼロカーボンに取り組んでまいります。ロードマ

ップの重点施策は、総合５か年計画の「ゼロカーボン加速化プロジェクト」に

位置付けており、部局横断で取組を加速させてまいります。 

省エネルギーの推進につきましては、国際的にサプライチェーンにおける脱

炭素化を目指す動きが広がる中、事業者において、年３％減の省エネの継続と

ともに、2030 年度には再生可能エネルギー利用率を現状から 20％増加させる

必要があります。このため、「事業活動温暖化対策計画書制度」により県内の産

業・業務部門における温室効果ガスの約６割を排出する大規模事業者の排出抑

制に引き続き取り組むほか、県の入札制度において、事業活動温暖化対策計画

書の策定を加点の対象とすることを検討するなど、中小事業者の参画を促して

まいります。また、信州省エネスペシャリスト等による省エネ診断や、国事業

である省エネ最適化診断等を活用するとともに、再生可能エネルギー100 パー

セント電力の共同購入事業に取り組むことにより、事業者の脱炭素化を一層促

してまいります。 

電気自動車（ＥＶ）は、2030 年度には 10 万台に増やすことを目標とし、Ｅ

Ｖを利用しやすい環境を構築するため、「長野県次世代自動車インフラ整備ビジ

ョン」に基づき未設置区間ゼロ・電池切れゼロを目指し、「電気自動車用充電イ

ンフラ整備促進事業」により、道の駅や観光地等における急速充電設備の設置

を促進してまいります。公用車についても、新たに公用車 23 台をＥＶに置き換

えるほか、松本合同庁舎に充電と配車を管理するシステムを導入し、公用車の

効率的な運用とともに、使用電力の平準化にも取り組んでまいります。 

また、建設部とともに検討する新築住宅のＺＥＨ水準への適合義務化と併せ

て、屋根ソーラー設置の標準化に向けた検討を行ってまいります。屋根ソーラ

ーは居住場所などによって、発電量が異なるなどの課題もありますので、様々

な面から検討を進めてまいります。 
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再生可能エネルギーの普及拡大につきましては、2030 年度には太陽光パネル

の設置を住宅屋根の３割に当たる 22 万件に拡大するため、「既存住宅エネルギ

ー自立化補助金」や「共同購入事業（グループパワーチョイス）」に加え、初期

費用ゼロ円モデルの構築に向けた検討を進めてまいります。さらに、太陽光発

電に関する情報を一元化し発信する「屋根ソーラーポータルサイト」を開設す

るなどの普及啓発強化により、屋根ソーラーが当たり前の信州を目指して取り

組んでまいります。 

野立て太陽光発電は、４月の「長野県地域と調和した太陽光発電事業の推進

に関する条例」の施行に向けて、条例の実効性を確保するため、万全の体制を

整えてまいります。 

 小水力発電は、2030 年度には 103.2 万ｋＷに増加させるため、県内事業者を

支援する「収益納付型補助金」の補助上限を拡充するとともに、引き続き、設

置の障壁となりやすい地域の合意形成に関し、他部局とも連携し、候補地選定

や地域調整に積極的に関わることにより、事業の促進に取り組んでまいります。 

災害時における電源確保や地域内経済循環にもつながる、マイクログリッド

やＶＰＰ等も活用したエネルギー自立地域を創出するため、地域の強みを生か

した再エネ活用やエネルギーの地消地産に向けた市町村等の取組を支援してま

いります。 

県有施設は、再生可能エネルギー100 パーセント電力を令和６年度から新た

に 23 施設に導入し合計 158 施設で使用するとともに、2030 年度までに太陽光

発電設備を設置可能な県有施設の約６割に整備することを目指してまいります。 

 また、県民参加型予算として北信地域振興局長から提案があった、積雪地域

における太陽光発電設備導入のためのガイドブック等の作成により、積雪地に

おける太陽光発電の普及を促進してまいります。 

総合的な地球温暖化対策の推進につきましては、ゼロカーボン社会共創プラ

ットフォーム「くらしふと信州」を活用して、ゼロカーボン戦略ロードマップ
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で示した「県民・事業者等の皆さまに重点的に取り組んで欲しいこと」を発信

し、県民一丸となった脱炭素社会の実現に向けた取組を進めてまいります。 

生活排水処理事業で発生する汚泥の焼却に伴う温室効果ガス排出量の削減や

地域内での資源循環を図るため、農政部と連携しながら汚泥を原料とする肥料

の安全性と有効性を検証する試験を実施し、その結果を広く周知して農業関係

者等の理解を促進し、下水汚泥等の肥料利用の拡大を図ってまいります。 

 

第二に、「人と自然が共生する社会の実現」「地域の特徴と自然の恵みを生

かした快適で魅力ある空間づくりの推進」について申し上げます。 

県内の自然公園などで、美しい自然に多くの方々がふれ、満喫できるよう、

自然環境の保護と適切な利用推進の両面から取組を進めているところです。 

生物多様性・自然環境の保全の推進につきましては、本県の県鳥であるライ

チョウの保護対策に、昨年 11 月から募集を開始したクラウドファンディング

を活用して取り組むほか、環境保全に関心のある企業等の参画を推進する「生

物多様性保全パートナーシップ協定」の更なる拡大等により、官民連携で希少

種等の保護と環境保全の機運醸成に取り組んでまいります。 

自然を保護し、その大切さを伝えていくため、自然環境や歴史・文化を解説

するガイド人材を育成するほか、本県の自然公園を旅の目的地に選んでいただ

くための新たな旅行商品の造成を支援するなど、自然公園の更なる利用を推進

し、積極的に魅力を発信してまいります。 

 

第三に「良好な生活環境保全の推進」について申し上げます。 

諏訪湖のヒシの大量繁茂やワカサギの漁獲量減少をはじめとする水環境に関

する諸課題を解決するため、水質と生態系の調査研究を一体的に行う「諏訪湖

環境研究センター」を本年４月に新たに設置します。センターにおいて得られ

た科学的知見は諏訪湖創生ビジョンに生かすほか、県内の河川、湖沼にも広く
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展開し、清らかな水とともに多様な生態系を育む水環境の保全に取り組んでま

いります。 

廃棄物の適正処理等の推進につきましては、一層の減量化、リサイクルの取

組を促進するため、多量排出事業者等の廃棄物処理計画の策定・実施に係る指

導を通して、排出抑制など自主的な取組を支援するとともに、厳正かつ適切な

許可事務と監視・指導により、産業廃棄物の適正な処理を推進してまいります。 

また、生活環境の保全及び廃棄物処理に対する県民の不安解消と信頼確保の

ため、引き続き、産業廃棄物排出事業者、処理業者等に対する立入検査の実施

や違反に対する行政処分など厳正かつ迅速な対応を行うとともに、ドローンに

よる上空監視、夜間パトロールなど、県民や市町村、警察等の関係機関と連携

した監視体制により、不法投棄等の抑止と早期対応に努めてまいります。 

 

第四に、「災害に強い県づくりの推進」「社会的なインフラの維持・発展」

について申し上げます。 

将来に向けて水道事業を持続していくためには、広域化による経営基盤の強

化が必要です。このため、市町村等水道事業者からご意見や考え方をお聞きし、

事業者間の調整を十分図るとともに、「水道広域連携に向けたアドバイザー派

遣事業」を実施するなど、広域化に向けた取組を推進してまいります。 

 汚水処理につきましては、本県の令和４年度末の普及率は98.3％と、全国で

７番目に高い水準にあります。将来にわたりこの高い普及率を維持するには、

施設の改築更新や耐震化・耐水化対策を計画的に実施するほか、広域化・共同

化による事業運営の効率化や、人口減少に対応した汚水処理方式の最適化を図

る必要があるため、昨年３月に県と市町村が一体となって策定した「長野県生

活排水処理構想（2022改定版）」に基づき、引き続き、広域化等の取組を推進

してまいります。 

 このうち流域下水道事業につきましては、企業会計への移行に合わせて策定
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した「長野県流域下水道事業経営戦略」について、策定後に発生した令和元年

東日本台風災害を踏まえた投資計画の見直しのほか、エネルギー価格の高騰、

下水汚泥の肥料としての利用などの新たな課題に対応するため、現在、改定作

業を進めております。改定案においては、令和元年東日本台風で浸水したクリ

ーンピア千曲をはじめとする終末処理場の100年に一度の降雨に備えた耐水化、

ストックマネジメント計画の見直しによる事業の平準化及び脱炭素化への更な

る取組などにより、効率的で安定的・持続的なサービスを提供してまいります。 

また、今回の能登半島地震では、社会インフラが大きな被害を受け、特に住

民の生活に欠くことのできない上下水道は被害が大きく、その復旧が急務とな

っております。この現状を踏まえ、上下水道施設の耐震化を加速化させるとと

もに、ソフト面においても災害発生時における体制を改めて確認し、必要な見

直しを行ってまいります。来年度からは水道事業を水大気環境課から生活排水

課へ移管し、「水道・生活排水課」に改称いたします。これにより広域連携の

推進や施設整備における市町村への支援等、水道と生活排水処理に係る業務を

一体的に行い、上下水道の基盤強化や強靭化等に取り組んでまいります。 

 

第五に、「循環経済への転換の挑戦」について申し上げます。 

昨年公表された令和３年度の１人１日当たりの一般廃棄物排出量が 800ｇと

なったことを機に「“チャレンジ 800”ごみ減量推進事業」を「信州エコスタイ

ルごみ減量推進事業」に名称変更し、消費者のエコスタイル（環境負荷の小さ

い生活様式）を創り出すため、信州プラスチックスマート運動や食品ロス削減

を推進してまいります。さらに、家庭ごみの約６割を占める容器包装廃棄物の

処理が課題となっていることから、消費者の皆様に簡易包装商品を選択してい

ただくためのプロモーションを行うとともに、製造事業者や小売事業者におけ

る簡易包装への転換を促進してまいります。 

以上、令和６年度当初予算案の主な事業について申し上げました。 
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次に、債務負担行為としましては、一般会計で再生可能エネルギー発電施設

の建設等に係る経費に補助する「再生可能エネルギー普及総合支援事業」につ

いて１億 8,000 万円を設定し、流域下水道事業会計で千曲川流域下水道事務所

の運転管理業務委託等、71 億 72 万９千円を設定いたしました。 

 

条例案につきましては、諏訪湖環境研究センターの設置に伴う「長野県環境

保全研究所試験検査手数料条例の一部を改正する条例案」及び、志賀高原自然

保護センターの山ノ内町移管に伴う「長野県自然公園施設条例の一部を改正す

る条例案」の２件であります。 

 

事件案につきましては、「令和５年度長野県流域下水道事業会計剰余金の処

分について」及び、「流域下水道建設事業施行に伴う市町村の負担について」

の２件であります。 

 

専決処分報告につきましては、「自然歩道隣接地の事故に係る損害賠償」の

１件であります。 

 

以上、環境部関係の議案につきまして、その概要を御説明申し上げました。 

御審議の程、よろしくお願い申し上げます。 
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産業労働部長議案説明要旨 
  

今回提出いたしました議案のうち、産業労働部関係について、その概要を御

説明申し上げます。 

産業労働部関係の令和６年度当初予算案の総額は、一般会計 1,653 億 1,689

万８千円、小規模企業者等設備導入資金特別会計３億 3,273 万４千円でありま

す。 

 

【令和６年度の取組方針】 

産業労働部では、今年度、足元の物価高への対策として、特別高圧受電事業

者やＬＰガス利用者の負担軽減、県内中小企業のエネルギーコスト削減のため

の設備導入支援などを行うとともに、新たな総合５か年計画「しあわせ信州創

造プラン 3.0」の実現に向け、様々な施策を展開してまいりました。 

 労働生産性の向上や担い手不足の解消、物価高の克服や持続的な賃上げの実

現は、待ったなしの課題です。令和６年度は、「人口減少社会に対応した産業構

造への転換」、「世界から選ばれる「稼ぐ」産業の創出」、「喫緊の課題への対応」

の３つの柱を掲げ、新たな施策も含め、あらゆる施策を総動員し、課題解決に

向け全力で取り組んでまいります。 

 

【新年度に注力する取組】 

以下、３つの柱に沿って、令和６年度当初予算案に計上した主要事業につい

て、順次御説明申し上げます。 

 

第一に、「人口減少社会に対応した産業構造への転換」について申し上げます。 

 

（女性・若者から選ばれる産業づくり） 

 まず、女性・若者から選ばれる産業づくりを進めるため、女性・若者が働き

令和６年２月県議会 
定 例 会 に お け る 

― 365 ―



 - 2 - 

やすい職場の環境整備、日本一創業しやすい県づくり、賑わいのある街づくり

に取り組みます。 

 出産・育児を契機とする女性のキャリアロス解消を実現するため、男性従業

員の育児休業取得促進に取り組む企業に奨励金を支給するとともに、コンサル

タントを派遣するなど体制整備を伴走支援します。奨学金返還支援の制度を設

ける企業に対し、負担額の助成を行う「奨学金返還支援制度導入企業サポート

補助金」について、新たに「長野県奨学金返還支援実施法人等助成基金」を創

設するとともに、市町村による支援制度との併用を可能とするなど要件緩和を

行うことにより、導入企業の拡大を図ります。さらに、昨年の 11 月補正で予算

化した「長野県中小企業賃上げ・生産性向上サポート補助金」を広く活用いた

だくことにより、若年層の実質賃金の上昇、県内企業の魅力向上を図るととも

に、「長野県産業投資応援助成金」により、女性・若者から選ばれる企業等の集

積を促進するなど、女性・若者の県内企業への就職と定着を進めます。 

松本市と長野市に開設している創業支援拠点「信州スタートアップステーシ

ョン」を中核とし、官民連携ファンド「信州スタートアップ・承継支援ファン

ド」や産学官金の連携により、スタートアップ・エコシステムの機能強化を図

ります。新たに、県内企業や支援機関等とスタートアップ企業との交流の場を

設けるとともに、短期間の集中的支援を行う「アクセラレーションプログラム」

において、県内企業等と連携する可能性のあるスタートアップ企業を積極的に

採択するなど、協業による事業成長を促進します。事業承継については、引き

続き地域振興局・市町村・商工会による合同チームを編成し、サポートが行き

届いていない郡部事業者への個別支援を実施することに加え、長野県産業振興

機構に設置されている事業承継・引継ぎ支援センターに松本サテライトオフィ

スを開設し、中南信地域の支援体制を強化します。 

 郊外大型店やネット通販等の普及により厳しい経営環境に置かれている商店

街は、地域住民やコミュニティが期待する多様なニーズに応える場として再生

していくことが必要です。各地域で意欲的に地域活性化に取り組む女性・若者
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等への活動支援や、商店街における課題解決を目的とするソーシャル・ビジネ

スの創業支援を通じて、商店街の魅力向上・活力創出に取り組みます。 

  

（人材確保とシェアリングの推進） 

 人口減少による労働供給が制約される社会の到来を見据え、多様な人材の労

働参加を促進するとともに、本県の特色を活かした人材の呼び込み、若者の県

内定着に取り組みます。 

 子育て中の女性や障がい者、高齢者など短時間での就業を希望する方や、副

業・兼業人材などスポット的に働く外部人材等の就労を促進するため、短時間

正社員やジョブ型雇用など企業のショートタイムワーク求人の創出を支援しま

す。「外国人材受入企業サポートセンター」の取組に加え、新たに「長野県外国

人材マッチング支援デスク」を設置し、県内企業と登録支援機関・人材紹介会

社等のマッチングを行うなど、県内企業による外国人材の活用に向けた支援を

拡充します。 

 本県へ人材を呼び込むため、これまでのＵＩＪターンによる就業・創業に伴

う移住支援金に加え、県内企業へ就職しようとする県外の大学生等に対して、

就職活動にかかる交通費の一部を補助します。また、県内外の若者から本県の

仕事や暮らしの魅力への共感を得るため、ブランド発信においても企業との連

携を強化します。コンセプトブックの作成、シンポジウムの開催等により、認

識共有と機運醸成を図り、統一性ある情報発信を行います。 

 未来を担う子どもたちに地域の産業や企業の魅力を伝えるため、信州ものづ

くりマイスターや企業等と連携した県内小中学生への職業体験の場の提供に加

え、新たに児童・生徒の地域産業イベントへの参加を促す取組や、高校生を対

象とした県内ＩＴ企業へのデジタルインターンシップを実施します。さらに、

このような信州と若者をつなぐ取組が、地域において主体的に進められるよう

意識醸成を図るとともに、産学官の関係者と連携し、充実に向けた検討を進め

ます。 
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（産業ＤＸの推進） 

 あらゆる分野で担い手が不足し、地域の活力低下が懸念される中にあっても、

本県産業を持続的に発展させていくことできるよう、デジタル技術の活用によ

る生産性向上、ＩＴ人材・企業の誘致の取組を加速します。 

 デジタル化の機運醸成から現状把握、導入支援に至るまで一貫した支援体制

を整備します。各種業界団体等との連携や、ウェブ上でのプラットフォームの

構築により、顧客管理システムやＰＯＳレジなどデジタル機器等に関する情報

やデジタル化に関する支援情報を提供します。導入に際しては、専門家を派遣

するほか、中小企業融資制度資金や補助金による資金的な支援を行います。ま

た、企業内でＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）をリードできる人材

を育成するため、経営者や現場リーダーを対象として、実践演習などの講座を

開催します。 

 ＩＴ人材の獲得競争が激しさを増している中、国内での獲得も進めつつ、海

外にも視野を広げて取り組んでまいります。国内では、新たに北陸新幹線延伸

や大阪・関西万博の開催を控える関西圏に着目し、関西ＩＴ人材と本県人材の

交流機会を創出するなど、ＩＴ人材・企業の誘致に向けたＰＲを実施します。

海外人材の確保に向けては、国策で若く優秀なＩＴ人材を数多く輩出する国が

あることから、県内企業における海外ＩＴ人材活用の需要の掘り起こし、海外

とのネットワーク構築、先行事例の研究などを行います。 

 

 第二に、「世界から選ばれる「稼ぐ」産業の創出」について申し上げます。 

 

（世界での競争に勝てる企業の創出） 

 県内製造業の付加価値額は平成 12 年の 2.7 兆円をピークに減少傾向が続い

ています。ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）、ＬＸ（ライフ・サービ

ス・トランスフォーメーション）といった動きに対応した市場競争力のある製

品・サービスの開発支援、海外市場への展開を強化します。 
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「長野県ゼロカーボン基金」を活用して企業の技術開発プロジェクトを支援

するなど、脱炭素化に資するプロダクトイノベーションを促進します。世界的

なＥＶシフトの潮流やスマートモビリティ社会の到来を見据え、ＥＶの構造研

究や分解調査を実施して関連部品の開発を促進するとともに、ＥＶ関係展示会

への出展支援を行うなど県内企業の海外販路拡大を促進します。コロナ禍から

脱却し回復局面に入りつつある航空機産業については、新たな技術開発や展示

会出展による販路開拓、人材育成等を一層支援します。資源の効率的・循環的

な利用を図る「サーキュラーエコノミー」の普及のため、県内製造業を中心と

して、事例研究や企業間交流を行う場を設けるとともに、企業が持つ技術と未

利用資源を活かした製品開発を促進します。食品ロス等環境負荷問題の解決に

向け、食品残さの有効活用を図るため、産学官連携によるフードテックを活用

した商品開発を支援します。 

本県の強みである材料・精密加工技術などを活かし、県内企業の参入が期待

される医療機器産業については、県内企業と県内外の企業の連携による医療機

器開発プロジェクトの組成や、医療系ベンチャー・スタートアップの創出支援

に新たに取り組みます。信州地酒産業の振興のため、醸造技術者の技術向上支

援を継続するとともに、ＧＩ長野及び長野県原産地呼称管理制度のブランド化

や認知度向上に向けた取組を進めます。全国的にもトップクラスの出荷額を誇

る発酵食品について、人材の育成や新商品開発等を支援するとともに、酒蔵・

ワイナリーや味噌蔵などを旅行プランに組み込む「発酵・健康食ツーリズム」

の実証実験を行うなど、発酵食品のブランド価値の向上に取り組みます。伝統

的工芸品産業については、産地が抱える個別の状況に応じたより細やかな支援

を行うため、産地実態調査を実施します。また、県民参加型予算事業として、

木曽くらしの工芸館における伝統的工芸品とクラフト作品の魅力を発信する常

設展示や、木曽平沢地区におけるワークショップやイベントの開催などを行

い、新たなファン・消費者の拡大を図ります。 
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（世界のスタンダードへの対応） 

 近年、気候変動対策が企業にとって経営上の重要課題となり、脱炭素化やＥ

ＳＧ経営への転換の動きが加速しています。県内企業の温室効果ガス削減やＳ

ＤＧｓ達成のための取組を後押しし、世界から選ばれる企業を創出します。 

 サプライチェーン全体のカーボン排出量の削減を図るため、カーボン排出量

の可視化や排出削減計画の策定サポートに引き続き取り組みます。金融機関等

と連携し、導入設備ごとのコスト削減効果等を試算できる「エネルギーコスト

削減促進ツール」の普及を図るとともに、ツール利用事業者に対してゼロカー

ボン向けの中小企業融資制度資金に係る信用保証料の補助率を引き上げるなど、

事業者の自主的な省エネ設備の導入を促します。県内企業の水素利活用に向け、

既存設備を水素関連機器に更新した場合の水素の潜在需要量やカーボン排出削

減量等について調査・分析を行うとともに、産学官連携による「長野県水素利

活用プロジェクトチーム」を立ち上げ、課題の洗い出しと解決策の検討に着手

します。 

 「長野県ＳＤＧｓ推進企業登録制度」については、先月末現在で 2,229 者が

登録しており、企業経営にＳＤＧｓの理念を取り入れる動きが着実に拡がって

います。こうした企業の具体的な取組を共有し、次のアクションにつなげられ

るよう、登録企業間の交流を促進するとともに、先進的な事例を学ぶ機会を提

供します。 

 

 最後に、「喫緊の課題への対応」について申し上げます。 

 

（物価高、「物流 2024 年問題」への対応） 

 長期化する物価高や「物流 2024 年問題」に対応するため、昨年 11 月に策定

した「『ゆたかな社会』の実現を加速するための長野県総合経済対策」に基づき、

事業者の事業継続を支援するとともに、強靭で健全な経済構造への転換に向け、

適正な価格転嫁の促進、産業の生産性向上、地域内経済循環の確立に取り組み
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ます。 

 まず、中小企業融資制度資金において、厳しい経営環境におかれている中小

企業者等への資金繰り支援の継続に加え、抜本的な経営改善・事業再生への支

援を強化するとともに、事業転換や新分野進出等の前向きな取組を後押ししま

す。具体的には、経営健全化支援資金について、ゼロゼロ融資等の借換需要へ

の対応や、物価高の影響を受ける中小企業者等の資金繰り支援を継続します。

また、抜本的な経営改善・事業再生支援として、経営改善サポート資金を拡充

し、信用保証付き融資全般からの借換を可能とするとともに、信州創生推進資

金（事業展開・物流革新向け）の貸付利率の引下げを継続することで、生産性

向上などを目的とした前向きな設備投資等を支援します。 

 適正な価格転嫁を促進するため、下請企業との望ましい取引慣行の遵守等を

宣言する「パートナーシップ構築宣言」について、昨年 10 月から長野県ＳＤＧ

ｓ推進企業登録制度の登録要件に追加するなど同宣言の啓発強化に取り組むと

ともに、長野県産業振興機構に設置されている「価格転嫁サポート窓口」及び

「下請かけこみ寺」と連携して適正な下請取引の実現を支援します。 

 先ほど申し上げた「長野県中小企業賃上げ・生産性向上サポート補助金」

や、商工団体等と連携した中小企業のデジタル技術の活用による省力化・生産

性向上支援、さらには、中小企業の業務効率化に資する補助金等の制度周知や

助言を行う「業務改善支援員」の設置により、生産性向上に向けた取組を促進

します。 

地域内経済循環の確立に向けては、「しあわせバイ信州運動」を強化します。

企業等の皆様に「しあわせバイ信州運動パートナー」への登録を広く呼び掛け、

登録事業所数の拡大を目指します。全県統一キャンペーンの実施や、メディア

と連携したポータルサイトによるパートナーの取組事例の発信、スーパー、コ

ンビニエンスストア等での「バイ信州コーナー」の設置、中高生による県産品

ＰＲ動画コンテンツ作成など、機運醸成に向けた取組を本格展開します。加え

て、金融機関やソフト開発会社との連携により、デジタル地域通貨の普及・拡

― 371 ―



 - 8 - 

大にも取り組みます。 

 

【債務負担行為の設定等】 

令和６年度当初予算案における債務負担行為は、「ものづくり産業応援助成」

など３事業、総額 17 億１千万円を設定いたしました。 

条例案につきましては、「長野県産業投資応援条例の一部を改正する条例案」、

「資金積立基金条例の一部を改正する条例案」の２件です。 

「長野県産業投資応援条例の一部を改正する条例案」は、雇用の確保、地域

経済の発展を図るため、産業投資応援地域において、製造業、情報サービス業

等を営む法人等が家屋等を取得した場合における不動産取得税の課税免除及び

補助の対象期間を令和８年度まで延長するものでございます。 

「資金積立基金条例の一部を改正する条例案」は、法人等が行う奨学金返還

支援に対し助成することにより、若手人材の確保及び定着を図るため、「長野県

奨学金返還支援実施法人等助成基金」を新設するものでございます。 

 

以上、産業労働部関係の議案につきまして、その概要を申し上げました。 

何卒よろしく御審議のほど、お願い申し上げます。 
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     観 光 部 長 議 案 説 明 要 旨  

 

 今回提出いたしました議案のうち、観光部関係につきまして、その概要を  

御説明申し上げます。 

観光部関係の令和６年度当初予算案の総額は、一般会計７億 9,394 万４千円で

あります。 

 

（観光を巡る状況） 

全国の宿泊旅行の動向については、観光庁の宿泊旅行統計調査によると、  

昨年１年間の各月の延べ宿泊者数速報値の累計は５億 9,351 万人、前年の同期

間と比べ 31.8 パーセントの増加となっています。 

このうち、外国人延べ宿泊者数は１億 1,417 万６千人で、前年の同期間と  

比べ約７倍と大幅な増加となり、コロナ禍前とほぼ同程度まで回復してきた 

ところです。 

県内の動向を見ますと、同調査における昨年１月から 11 月までの各月の  

延べ宿泊者数速報値の累計は 1,576 万４千人で、前年の同期間と比べ 21.5  

パーセントの増加となっています。 

このうち、外国人延べ宿泊者数は 124 万５千人で、前年と比べ 13 倍と大幅な

増加となっています。 

昨年の統計の推移を見ますと、経済活動の回復により、延べ宿泊者数は前年

を上回り、コロナ禍前の９割以上まで回復することが見込まれる一方、諸物価

の高騰や人手不足など、観光関連産業を取り巻く環境は不透明な状況が続いて

おります。 

 

（「しあわせ信州創造プラン 3.0」における観光振興施策の方向性） 

本年度が初年度となる長野県総合５か年計画「しあわせ信州創造プラン 3.0」

における観光施策については、コロナ禍で停滞した観光交流が回復し、観光産

業の活性化や地域課題の解決が図られ、暮らす人も訪れる人も楽しむ姿を目指

し、「観光地域づくりの推進」、「「長野県観光」のプロモーションの展開」、「イ

令和６年２月県議会 
定 例 会 に お け る 
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ンバウンドの推進」を柱に位置付け、世界水準の山岳高原観光地づくりを推進

することとしております。各施策を進めるに当たっては、「安全・安心な観光地

域づくり」、「長期滞在型観光の推進」、「信州リピーターの獲得」の３つの柱を

横軸とし、具体的には、今後、長野県観光戦略推進本部においてとりまとめる

観光振興アクションプランにより、関係部局と連携し取り組んでまいります。 

以下、令和６年度の主な施策について、順次御説明申し上げます。 

 

（観光地域づくりの推進） 

県では、地域の特色を活かした観光地域づくりを推進するため、長野県観光

機構とも連携し、ＤＭＯの形成・経営支援に取り組んでまいりました。今後も

引き続き、マーケティングやデジタル化への対応など経営上の課題に対し支援

を行ってまいります。 

 また、世界の潮流であるＳＤＧｓの視点を取り入れた持続可能な観光「サス

テナブルツーリズム」への意識が高まる中、本県においても、白馬村や小布施

町において国際的な表彰や認証を取得する地域が現れております。県としても、

持続可能な観光地認証である「ＧＳＴＣ認証」を取得しようとする意欲のある

地域の取組支援を本年度から開始いたしました。現在、選定した７地区ととも

に取組を進め、まずは、支援地域における「世界の持続可能な観光地ＴＯＰ100」

への選出を目指してまいります。 

長野県の冬季誘客の重要なコンテンツであるスノーリゾートは、県内の一部

地域ではインバウンド需要の高まりが見られるものの、県内スキー場利用者数

は減少傾向にあり、索道施設の老朽化等もあって厳しい経営状況が続いている

ことから、知事と県民の皆様との対話集会においても、地域の方から心配の声

が寄せられたところです。 

 こうした声を踏まえ、昨年開催した「スキー場の将来を考える懇談会」にお

いて、有識者や索道事業者から御意見をお聞きしたところです。その中では、

「地域における存廃を含めた議論を促すためにも『スキー場が地域経済に与え

る影響』について客観的な評価が必要」との意見が多くを占めるとともに、県
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としても、中小規模のスキー場の多くが今後の課題として挙げる資金調達や 

今後の成長戦略策定に必要となる知見の収集や有識者による助言の機会が必要

であると認識に至りました。 

 このため、経済波及効果の分析ツールの開発によるスノーリゾートエリアの

地域経済への影響評価の支援や、スノーリゾートの再構築に向けた検討を後押

しするため、アドバイザリーボード（助言機関）を設置し、県内スノーリゾー

トエリアの再構築と持続可能なスノーリゾートの形成を支援してまいります。 

世界水準の山岳高原観光地を実現するための重要なコンテンツであるサイク

ルツーリズムについては、昨年の４月に全県一周サイクリングロード「Ｊａｐ

ａｎ Ａｌｐｓ Ｃｙｃｌｉｎｇ Ｒｏａｄ」の公表を行い、ルートのＰＲや

走行環境整備のほか、沿線でのサイクルラック等の設置や、サイクリストに  

配慮した宿泊施設等の受入環境整備への支援を進めてまいりました。今後は、  

国内外のサイクリストへの知名度向上とブランド化を図るため、日本を代表し

世界に誇りうるサイクリングルートとして国が指定する「ナショナルサイクル

ルート」を目指し、官民連携の推進組織を立ち上げ、全県を挙げた機運醸成を

図ってまいります。 

 観光産業における人材関連施策については、従来から経営者等の経営力向上

のための研修会の開催等を通じ、経営人材の育成等に取り組んできたところで

す。現在、コロナ禍からの観光需要の回復もあって人材不足が深刻化し、一部

の宿泊施設では客室稼働を制限して対応していることなどから、観光産業の 

人材不足解消は喫緊の課題であると認識しております。このため、本年度から  

新たに開始した、県内外の学生等が県内観光地で様々な観光業の就業体験が 

できるパッケージ型のインターンシップ事業を引き続き実施するほか、去る 

11 月議会において予算をお認めいただいた、宿泊施設における業務の細分化・  

見直しから求人・採用まで伴走支援するモデル事業の実施により、地域内の  

新たな担い手の参画による人材確保や業務効率化の効果を地域内外へ波及させ、

人手不足の解消の一助となるよう取り組んでまいります。 
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（「長野県観光」のプロモーションの展開） 

本県では、コロナ期に実施してきた旅行代金の割引などの需要喚起策からの

切れ目ない誘客施策として、本県の多彩な「アウトドアカルチャー」をテーマ

に、「Ｇｏ Ｎａｔｕｒｅ.Ｇｏ Ｎａｇａｎｏ.」をキャッチフレーズとした 

戦略的なプロモーションを展開してまいりました。現在は、県公式観光サイト

「Ｇｏ ＮＡＧＡＮＯ」閲覧者の利便性向上や季節に応じた特集記事の発信の

ほか、県内各地で観光振興にチャレンジする人やグループにフォーカスした 

プロモーションに取り組んでいるところです。 

今後はこれらの取組に加え、ＴｉｋＴｏｋやＩｎｓｔａｇｒａｍなどのＳＮ

Ｓを活用した動画発信の強化やｐｏｄｃａｓｔといった音声メディアの活用、

県内で開催予定の、世界レベルのアウトドアブランドが一堂に会するイベント

とのタイアップによるマスメディアでの露出拡大などにより情報発信を強化し、

若年層を中心として多くの方に「アウトドアと言えば長野県」と想起していた

だく機会を増やし、新たな顧客獲得を図ってまいります。 

 

（インバウンドの推進） 

現在、インバウンドは急激に回復が図られており、こうした需要を取り込め

るよう、従来の中国、台湾や東南アジア向けの取組のほか、現地の観光コーデ

ィネーターの新規設置やトップセールスによりアメリカ、オーストラリアや 

ヨーロッパ等の高付加価値旅行市場の開拓に取り組んでいるところです。 

一方で、開拓すべき市場における「ＮＡＧＡＮＯ」の認知度はまだまだ低い

ことから、コーディネーターによる現地旅行会社に対する売り込みや、旅行博

をはじめとしたイベントへの出展に加え、雑誌やＷｅｂサイトへの広告掲載等

を通じた認知度向上に引き続き取り組んでまいります。 

また、プロモーションにより生じた本県への観光需要を確実な送客につなげ

るため、高付加価値旅行商品の企画から造成、販売までの一貫した体制を備え

た「Ｎａｇａｎｏ Ｏｐｅｒａｔｉｏｎ Ｃｅｎｔｅｒ（仮称）」を長野県観光

機構に設置し、高付加価値旅行市場からの誘客と観光消費額の一層の拡大につ

なげてまいります。 
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これらに加え、本県の強みである自然・アウトドア・文化体験コンテンツを

活かした「アドベンチャーツーリズム」をＰＲする海外商談会への出展や、  

アメリカでの観光セミナーの開催など、あらゆる機会を通じ、積極的なインバ

ウンド誘致のプロモーションを展開してまいります。 

 

（観光スポーツ部の発足とスポーツツーリズムの振興） 

昨年の 11 月議会でお認めいただきました「知事の事務部局の組織に関する

条例」の改正により、本年４月から新たに「観光スポーツ部」が発足すること

となりました。競技団体との連携を強化したスポーツ合宿等の誘致促進に加え、

長野県公式観光サイト「Ｇｏ ＮＡＧＡＮＯ」等によるスポーツ関連情報の発信

や、プロスポーツ団体との連携による誘客強化のほか、一般スポーツの指導者

活用による障がい者スポーツの競技力向上など、一般スポーツと障がい者スポ

ーツの一体的推進を図り、県民生活の充実と地域活性化の好循環を生み出せる

よう取り組んでまいります。 

 

（条例案） 

条例案につきましては、諸経費の増減や受益者負担の適正化等を図るため 

各種手数料の見直し等を行う、「信州登山案内人条例の一部を改正する条例案」

でございます。 

 

コロナ禍も明け、観光をめぐる状況も好転してまいりました。今後も、引き

続き観光消費額の最大化に向け、ターゲットを明確にした国内外の観光プロモ

ーションをはじめ、受入環境整備や人材確保などの持続可能な観光地域づくり

を推進することにより、観光産業の持続的発展と地域の活性化に県組織一体と

なって取り組んでまいります。あわせて、今後の取組を一層推進するために  

必要となる観光振興財源の検討も丁寧に進めてまいります。 

  

以上、観光部関係の議案等につきまして、その概要を御説明申し上げました。 

何とぞ御審議のほどをお願い申し上げます。 
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農政部長議案説明要旨 

 

今回提出いたしました議案のうち、農政部関係につきまして、その概要を御説明

申し上げます。 

まず、議案の説明に先立ちまして、最近の農業を巡る情勢について申し上げます。 

 

【自然災害への対応】 

昨年は、４月の凍霜害により、松本地域をはじめ県内全域の果樹を中心に 23 億

３千２百万円余の被害が発生した他、６月１日から３日にかけて南信州地域などで

発生した大雨や、７月から８月にかけての降雹、12 月 16 日に白馬村で発生した大

雨による土砂災害などにより、果樹、野菜等の農作物で 26 億３千万円余、農地・

農業用施設で 15 億９千７百万円の被害が発生いたしました。 

また、３月上旬から９月下旬までは気温が高く、７月半ばからは降水量が少ない

傾向であったことから、水稲については胴割粒・白未熟粒などの発生、果樹につい

てはりんごの日焼け果の発生等による品質の低下が問題になるなど、多くの自然災

害に見舞われた年となりました。 

さらに、本年１月１日には令和６年能登半島地震が発生し、県内では、長野市や

小布施町、中野市、飯山市のきのこ栽培施設で栽培ビンの落下や生育棚の倒壊、機

械の破損等の被害が発生いたしました。 

被害に遭われました皆様には、改めて心よりお見舞い申し上げます。 

県では、被害を受けられた農業者の経営への影響が最小限となるよう、農業農村

支援センターによる農作物の栽培管理に関する技術指導を行うとともに、凍霜害の

被害を受けた果実の有利販売に向けた流通・販売対策を令和５年９月補正予算で措

置しました。また、被害を受けた農地・農業用施設については、復旧工事の早期完

了に向け、市町村への支援を行っております。 

併せて、令和６年能登半島地震により被災したきのこ栽培施設の復旧・整備や生

産資材の導入については、国庫事業を活用し支援してまいります。 

令和６年２月県議会 
定例会における 
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なお、気象庁の予報によると、今月から向こう３か月の東日本の気温は高い見通

しであることから、本年も農作物の凍霜害の発生が危惧されます。県では、ＪＡ等

関係機関と連携しながら、暖冬の影響に対する今後の農作物の栽培管理に関する技

術対策を広く周知し、凍霜害の未然防止に努めてまいります。 

 

【食料・農業・農村基本法の見直しへの対応】 

農政の基本理念や政策の方向性を示す「食料・農業・農村基本法」が平成 11 年

に制定されてからおよそ四半世紀が経過する中、昨今の世界情勢の変化に伴う食料

安全保障上のリスクの高まりや、地球環境問題への対応、海外市場の拡大等、農業

を取り巻く情勢は法制定時には想定されなかったレベルで急激に変化しております。 

国は、このような状況を踏まえ、昨年から基本法の検証に着手し、「食料安全保

障の抜本的な強化」、「環境と調和のとれた産業への転換」、「人口減少下における生

産水準の維持・発展と地域コミュニティの維持」の観点で見直しに向けた議論を行

ってきており、本年の通常国会に改正法案を提出し、成立を目指すこととしており

ます。 

また、基本法の改正内容を実現するために必要な関連法案についても、本国会へ

の提出を目指しており、食料安全保障の強化に向けた対策を講じるための新たな法

的枠組みの創設や、農地の総量確保と適正・有効利用に向けた農地法制の見直し、

更には、本格的な人口減少に対応した生産性の向上のため、スマート農業を振興す

る新たな法的枠組みの創設が進められております。 

県としましては、こうした基本法の見直しの方向性に加え、関連法案やその他の

具体的な施策の展開方向などにも注視してまいります。 

 

【国の令和６年度農林水産関係予算】 

農林水産省は、基本法の見直しの方向を踏まえ、食料安全保障の強化、環境対応、

人口減少への対応の３本柱を中心に、新しい資本主義の下、若者や意欲ある農林水

産業者が夢を持って農林水産業に取り組めるような環境整備、元気で豊かな農山漁
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村の次世代への継承等の実現に向けた各種対策を総合的に実施するための予算とし

て、令和６年度当初予算案２兆 2,686 億円を計上しました。 

主な施策としましては、水田での戦略作物の本作化や畑地化による高収益作物等

の導入・定着への支援、国内肥料資源の利用拡大に向けた堆肥のペレット化による

広域流通の促進や国産飼料生産組織の人材確保・育成、海外の規制・ニーズに対応

した生産・流通体系への転換を通じた輸出産地の形成の強化・拡大等があげられま

す。 

また、地域計画の策定に向けた協議や受け皿経営体の強化等の取組への支援や、

新規就農の推進、農業教育機関におけるスマート農業等の教育の充実、農地の区画

拡大や汎用化・畑地化の推進等の他、環境負荷の低減と高い生産性の両立に向け、

気候変動やスマート農業技術に対応した新品種・新技術の迅速な開発と、研究成果

の社会実装に向けた環境整備の一体的な推進などについても重点的に措置されてお

ります。 

県としましては、本県の農業・農村振興の推進に重要な施策も数多く措置されて

いることから最大限の活用を図ってまいります。 

 

【令和６年度農政部関係予算案】 

農政部関係の令和６年度当初予算案総額は、一般会計 281 億 9,708 万９千円、 

農業改良資金特別会計 4,927 万７千円、漁業改善資金特別会計 231 万２千円です。 

今回提出いたしました令和６年度当初予算案は、２年目を迎える「第４期長野県

食と農業農村振興計画」に位置づけた「担い手の確保・育成と農地の活用」、「日本

一をめざす果樹の産地力向上」、「持続可能な農業の展開」、「輸出拡大」の対策に重

点的に取り組むとともに、計画の３本柱である「皆が憧れ、稼げる信州の農業」、

「しあわせで豊かな暮らしを実現する信州の農村」、「魅力あふれる信州の食」に沿

った事業を着実に推進できるよう編成しました。 

以下、令和６年度の主要な施策につきまして、「第４期長野県食と農業農村振興 

計画」に沿って、順次、御説明申し上げます。 
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まず、１つ目の柱である「皆が憧れ、稼げる信州の農業」では、産業としての農

業を振興するため、「皆が憧れる経営体の育成と人材の確保」、「稼げる農業の展開

と信州農畜産物の持続的な生産」、「マーケットニーズに対応した県産農畜産物の販

路開拓・拡大」の３つの体系により施策を展開してまいります。 

「皆が憧れる経営体の育成と人材の確保」では、少子高齢化による農業者の減少

が進む中、農業・農村の発展と農業生産の維持を図るため、地域の女性農業者グル

ープの事業活動等への新たな支援の他、売上額 10 億円以上を目指す大規模法人の

育成を目的とした研修の実施や研修修了生に対するフォローアップなどにより、地

域の営農活動や農業生産の中心となる農業リーダーの育成を進めてまいります。 

また、活躍する若手農業者等の事例紹介や就農支援策等の情報発信を強化するな

ど、農業のイメージアップを図る取組や、新規就農時の農業機械や農業用施設の導

入支援、親元就農者の経営発展等を支援する取組により新規就農を一層推進すると

ともに、１日農業バイトアプリの利用拡大や農福連携の取組などにより、多様な担

い手の育成と人材活用を進めてまいります。 

さらに、地域の協議によって将来の担い手や農地利用の姿を明確化する「地域計

画」の策定及び計画に基づき実践する取組を支援するため、農業農村支援センター

を中心とした現地支援チームによる市町村等への支援や助言等を行ってまいります。 

これらに要する経費として、25 億 8,427 万円を計上いたしました。 

 

「稼げる農業の展開と信州農畜産物の持続的な生産」では、ゼロカーボンの実現

や持続可能な農業の展開を図るため、農業生産活動に起因する環境負荷低減の取組

を促進する他、学校給食での有機農産物等の活用など市町村が主体となって取り組

む有機農業の産地づくりに向けた支援や、有機農業に係る新たな認証制度の検討な

どを進めてまいります。また、温室効果ガス削減技術の普及推進を図るため、水田

の中干し期間を延長する技術等を検証するための現地実証ほの設置や、水田の中干

しが困難な地域でも実施が可能な新たな技術の検討を進めてまいります。 
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品目別の取組としては、果樹では、りんご高密植栽培やぶどう「クイーンルージ

ュ」の導入等を促進するため、現地推進チームによる生産拡大やトップセールス

による本県オリジナル品種等の魅力発信、品質の高い果実を生産・出荷するための

果樹棚や冷蔵機器等の導入支援、凍霜害に強い産地を構築するための防霜ファン等

の導入支援の他、新たに農作物の盗難を抑止するための盗難防止月間の取組などに

より、日本一の果樹産地を目指して、果樹生産者の稼ぐ力の向上に取り組んでまい

ります。 

土地利用型作物では、水田農業の体質を強化するため、県産米の高品質化やコス

ト削減を推進するとともに、需要が高まっている麦・大豆・そばや、野菜などの高

収益作物等への転換を進める他、県産小麦の品質向上のための助成などにより、農

業者の経営安定を図ってまいります。 

また、県内で薬草を栽培する生産者の課題解決や、生産者と県産薬草の取引をし

たい県内生薬取扱企業等をつなぐ「長野県薬草振興ネットワーク」を設立し、県産

薬草の振興を図ってまいります。 

畜産では、地域の中核となる畜産経営体に対し、収益力の向上やコスト削減等に

必要な施設整備を支援することで、地域ぐるみで高収益型の畜産を実現する体制の

構築を推進してまいります。 

特定家畜伝染病については、今年度も全国で発生が確認されている高病原性鳥イ

ンフルエンザや、依然として根絶できていない豚熱など、本県においても発生リス

クが高い状態にあることから、県内のウイルス浸潤状況を随時確認するとともに、

農場のバイオセキュリティレベルの向上や、万が一の発生に備えて、防疫措置体制

の強化に取り組んでまいります。 

農業生産基盤の整備につきましては、効率的で生産性の高い農業の実現に向け、

担い手への農地の集積・集約化を図るため、農地の区画拡大や畑地化、中山間地域

の水田における用水管理の省力化など、稼ぐ農業を支える基盤整備に引き続き取り

組んでまいります。 

これらに要する経費として、96 億 1,098 万３千円を計上いたしました。 
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「マーケットニーズに対応した県産農畜産物の販路開拓・拡大」では、国内の市

場規模が縮小する中、輸出に意欲的な生産者や事業者で構成する長野県農産物等輸

出事業者協議会の取組支援や、県産ぶどうの認知度向上に向けた取組等により、輸

出先国との取引の維持・拡大を図ってまいります。 

また、本県の強みである「ぶどう」、「コメ」、「花き」を輸出重点品目として設定

し、ぶどうはシンガポール、コメはアメリカ（ハワイ州）、花きは香港をターゲッ

トに、輸入事業者の招へいや現地小売店等における販促活動の展開、インターネッ

トを活用した広報などの産地ＰＲ活動を実施するなど、県産農畜産物の輸出拡大を

戦略的に進めてまいります。 

これらに要する経費として、１億 5,770 万９千円を計上いたしました。 

 

２つ目の柱である「しあわせで豊かな暮らしを実現する信州の農村」では、地方

回帰の流れの中で、農ある暮らしアドバイザー、地域サポーターによる相談活動や

栽培セミナー等を実施し、農ある暮らしや半農半Ｘを実践する者など多様な担い手

による農地の有効利用を図ることで、農村地域の維持・保全を推進してまいります。 

また、人口減少や高齢化等により農村コミュニティの衰退が懸念される中、地域

コミュニティの維持や集落機能の再編を図り、地域で支え合う村づくりを支援する

ため、農業者を含む地域住民が一体となり、農用地の保全、地域資源活用、生活支

援などに取り組む農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）の形成を推進する他、農村Ｒ

ＭＯが実施する農村コミュニティ機能の維持・強化への調査、計画作成、実証事業

の支援を行ってまいります。 

さらに、中山間地域は平坦地域に比べて人口流出による過疎化や高齢化の進行が

顕著であり、集落機能の低下や農業生産活動の衰退が懸念されることから、各地域

の特性を活かした新品目の導入など、農村集落の話し合いに基づく自律的かつ継続

的な農業生産活動を支援することにより、農業・農村の持つ美しい農村景観等の多

面的機能の維持や中山間地域の活性化を図ってまいります。 
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併せて、激甚化、頻発化する気象災害などに対応するため、引き続き排水機場の

改修や防災重点農業用ため池の耐震化の他、ため池を活用した雨水貯留の取組への

支援など県土強靱化を重点的に推進し、災害に強い県土づくりを進めてまいります。 

これらに要する経費として、104 億 6,099 万７千円を計上いたしました。 

 

３つ目の柱である「魅力あふれる信州の食」では、観光協会や商工会等における

地域食材を活かした観光地域づくりへの支援などにより、観光分野等における県産

農畜産物の地域内での利用を促進してまいります。 

また、農業体験等の広報活動の実施などにより、県民や消費者等の農業生産現場

への理解を醸成し、県産農畜産物の地域内利用の拡大や、農畜産物の適正な価格形

成等を促進してまいります。 

さらに、国内人口の減少による米などの需要減退や国際的な飼料・肥料価格の上

昇等は、県内農業にも大きな影響を及ぼしており、これまで以上に、持続的に成長

し海外情勢に左右されない食料システムの確立が求められていることから、長野県

総合５か年計画「しあわせ信州創造プラン 3.0」における「世界で稼ぎ地域が潤う

経済循環実現プロジェクト」において、徹底した地消地産・地産地消を推進するた

め、有機農産物等の学校給食や社員食堂での利用拡大などを支援することで、自立

度の高い経済圏の確立を目指してまいります。 

これらに要する経費として、1,137 万７千円を計上いたしました。 

 

【債務負担行為の設定等】 

令和６年度当初予算案における債務負担行為の設定は、「県営農村地域防災減災

事業」など 15 事業です。 

条例案につきましては、「長野県家畜保健衛生所手数料徴収条例の一部を改正す

る条例案」の１件です。 

事件案につきましては、「県営かんがい排水事業菅平地区減勢工改修工事変更請

負契約の締結について」など３件です。 
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専決処分報告につきましては、「試験場管理中の事故に係る損害賠償の専決処分

報告」の１件です。 

 

【組織改正】 

最後に、令和６年４月の農政部関係の組織改正について申し上げます。 

所属の体制を強化するための全庁的な小規模課室の見直しにより、家畜防疫対策

室を園芸畜産課へ統合し、新たに畜産支援・防疫対策担当課長を配置します。 

 

以上、農政部関係の議案につきまして、その概要を御説明申し上げました。 

何とぞよろしく御審議の程、お願い申し上げます。 
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    林務部長議案説明要旨 

 

 今回提出いたしました議案のうち、林務部関係につきまして、その概要を御説明

申し上げます。 

林務部関係の令和６年度当初予算案の総額は、一般会計 150 億 7,002 万３千円、

県営林経営費特別会計３億 8,379 万６千円、林業改善資金特別会計 3,944 万３千円

であります。 

県土の約８割を占める本県の森林については、民有林人工林のうち約８割が 50

年生を超えるなど、カラマツをはじめとした森林資源の多くが利用期を迎えており、

「伐って、使って、植える」という森林の循環利用を進めていく段階に入っていま

す。 

一方で、長期的な林業の低迷や森林所有者の世代交代などから森林への関心が低

下している状況にあり、主伐・再造林による森林の若返りや間伐などの森林整備の

推進、それを支える担い手の確保・育成の取組が益々重要になっています。 

こうしたことから、昨年度、本県の森林・林業を巡る現状と課題を整理し、概ね

100 年先の森林のあるべき姿とその姿を実現するために取り組むべき森林づくり

に関する方向性を明らかにした長野県森林づくり指針を策定しました。この指針で

は、森林資源の循環利用を推進する「持続的な木材供給が可能な森林づくり」、森

林の空間の多面的利活用を推進する「県民が恩恵を享受できる森林づくり」、森林

のもつ公益的機能の高度発揮を目指す「県民の暮らしを守る森林づくり」の３つの

基本方針により、将来にわたって森林の恵みが人々にもたらされ、豊かな暮らしに

つながる社会を目指すこととしています。 

以下、令和６年度の主要施策につきまして、この３つの基本方針に沿って、順次

令和６年２月県議会 
定 例 会 に お け る 
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御説明申し上げます。 

【持続的な木材供給が可能な森林づくり】 

2050 ゼロカーボンの実現に向け、本県の森林が CO2 吸収能力を充分に発揮でき

るよう若い森林への更新が必要です。そのための計画的な主伐・再造林を着実に推

進するため、森林所有者の費用負担が大きい再造林とその後の下刈り等の標準的な

経費の全額支援を、引き続き実施し、木材生産量の増加と森林の若返りを促進しま

す。また、地形が急峻で森林作業道の開設が困難な地域において架線を活用した全

木集材から再造林までの一貫作業や自走式下刈り機による作業の省力化、再造林後

の苗木をニホンジカ等の食害から守る見まわり活動への支援などの予算を新たに

計上し、令和６年度の再造林面積目標としては、今年度の 360 ヘクタールから 160

ヘクタール増やした 520 ヘクタールを目指します。 

主伐・再造林の推進のためには、林業の生産性向上も重要です。このため、高性

能林業機械の導入やＩＣＴを活用したスマート林業の取組の推進、林道や森林作業

道の整備、森林境界明確化の取組支援などの効率的な木材生産につながる取組を進

めてまいります。 

主伐・再造林や効率的な木材生産には、林業人材の確保も欠かせません。近年、

林業従事者は約 1,500 人で推移していますが、就業者のうち、素材生産の従事者数

は、ほぼ横ばいで推移している一方で、再造林や下刈り、間伐等に従事する保育作

業の従事者数は減少傾向にあります。こうしたことから、若年層や転職・移住者な

どの担い手の確保を促進するため、新卒者の就職や他産業からの転職者への支援金

の支給、新規就業者のためのシミュレーターを活用した研修の実施、保育従事者を

新規雇用した事業体への奨励金の支給等、引き続き全国トップクラスの働きやすい

林業県づくりを推進してまいります。 
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県産材の活用については、最新の令和４年の木材生産量を見ると、製材用及び合

板用の木材生産が堅調であったことから、前年比で４千立方メートル増の 62 万９

千立方メートルとなっております。 

県産材の需要拡大や木材の安定供給、流通体制の強化に向け、引き続き木材産業

等に精通した「信州ウッドコーディネーター」を配置し、川上から川下までの連携

体制の強化と併せ、事業者等の水平連携の構築に努めるとともに、県産材製品を扱

う事業者や県産材を活用した施設等の情報発信を強化し、県産材製品を入手しやす

い環境を整えてまいります。 

身近な製品を木質に転換する「ウッドチェンジ」の取組については、令和４年度

から 22 件の製品開発や販路拡大を支援してきており、来年度は県民や観光客が店

頭で手軽に購入できる製品の開発などターゲットをより明確化し、県産材の利用拡

大の新たな展開を図ってまいります。 

「しあわせ信州創造プラン 3.0」に掲げる新時代創造プロジェクトの一つである

「世界で稼ぎ地域が潤う経済循環実現プロジェクト」に関連する取組としては「徹

底した地消地産・地産地消」の推進の一環として、化石燃料から薪やペレットなど

木質バイオマスへのエネルギー転換を進めるため、市町村やハウスメーカー等と連

携した研究会を設置するとともに、県民や企業向けの体験会・相談会を通じて、導

入効果事例や補助制度等のＰＲを強化し、取組を促進してまいります。 

また、「人口減少下における人材確保プロジェクト」に関連する取組としては、

森林・林業を支え、森林資源を生かしたイノベーションを創出する人材を育成する

ため、市町村や人材育成機関、試験研究機関と連携して、「木曽谷・伊那谷フォレ

ストバレー」の形成を目指します。経営感覚を有する林業人材の育成や木や森に関

することを幅広く学べるリカレント教育、及び森林ベンチャースクールの開設によ
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り、創業支援の取組を推進し、木や森を活かす豊かな社会をつくるための知識と技

術基盤が整う全国随一の地域へ形成を図ってまいります。 

【県民が恩恵を享受できる森林づくり】 

本県の豊かな森林資源を生かし、森林空間を健康増進や教育などの様々な分野で

活用する「森林サービス産業」の振興を図るため、創業セミナーの開催や創業に必

要な経費の支援、専門家による助言等の伴走支援を行うとともに、質の高いサービ

スを提供できる人材育成に取り組んでまいります。 

一方で、地域住民による主体的な集落周辺の里山の整備や利活用の取組が、多く

の県民や県外から訪れる皆様が気軽に活用できる「開かれた里山」の活動に発展し、

里山の利用が広がることが重要です。その活動の前提となる森林所有者等の合意形

成への支援や計画作成、研修会の開催を進めるとともに、利用の先進事例等を情報

収集したホームページの開設などにより、多くの皆様が森林に親しむことができる

よう推進してまいります。 

【県民の暮らしを守る森林づくり】 

近年、短時間で強く激しい降雨が頻発しており、それに伴う山地災害等も激甚化

しています。県土の保全や森林の持つ公益的機能を発揮させるため、荒廃山地の復

旧や森林整備と施設整備を一体的に実施する治山事業や土砂災害防止等の森林の

多面的機能の維持・増進を図る造林事業を着実に進め、災害に強い森林づくりに取

り組んでまいります。 

国民の４割が罹患していると言われる花粉症の対策として昨年５月に「花粉症に

関する関係閣僚会議」において、発生源対策、飛散対策、発症・曝露対策の３本柱

が決定されました。国の補正予算を活用して、スギの多い南信、北信地域を中心に
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伐採や植替えとともにスギ材利用を進めてまいります。 

昨年 11 月に「長野県ツキノワグマ対策あり方検討会」を設置し、クマの捕獲許

可権限や、ゾーニング管理の導入、錯誤捕獲時の対応などの課題について議論を進

めてまいりました。 

市町村等へのアンケート調査や対策にあたる現場の声をお聴きしながら、対応策

について検討し、２月 13 日に開催した検討会では、新たなツキノワグマ対策の方

向性のたたき台が示されたところです。今後は、検討会での議論を踏まえ、効果的

な防除対策と里地での人身被害防止を目指して検討を進め、今年度末までに意見集

約を図ってまいります。 

また、鳥獣被害対策全般では、森林づくり県民税を活用した林内の見通しを確保

するための緩衝帯の整備を積極的に支援するとともに、センサーカメラ等のＩＣＴ

技術を用いたシカ等の捕獲事業により効果的な捕獲手法の普及を図ってまいりま

す。 

【県民参加型予算】 

県民等の新たな発想や問題意識を取り入れ、共創する「県民参加型予算」の提案・

選定型として二つの取組を進めます。 

上伊那地域においては、地域材の地域内加工と消費促進を図るため、地域材製品

の情報を入手できるアンテナショップやＥＣサイトの開設、子ども向け木工体験も

含めた青空市での展示販売等の実施により、地域材の認知度向上と発信力の強化に

取り組みます。 

木曽地域においては、木工の歴史と伝承が継承される木曽地域ならではの付加価

値の高い「新たな木製品」の開発・試作や地域住民など誰でも日常生活で使える「木

質空間づくりＤＩＹキット」の開発・活用実践に取り組みます。 
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以上、令和６年度当初予算案における主な施策について申し上げました。 

【信州Ｆ・ＰＯＷＥＲプロジェクト】 

信州Ｆ・ＰＯＷＥＲプロジェクトについては、事業主体の一つである征矢野建材

株式会社が民事再生手続を進めており、２月 22 日には同社の再生計画案について

決議する債権者集会が開催される見込みです。県としては、部局横断の「事業継続

支援チーム」において、補助事業が円滑に継続され所期の目的が達成されるよう支

援してまいります。こうした取組に加え９月補正予算や 11 月補正予算による木材

の有効活用やサプライチェーンの構築に向けた取組の支援や主伐・再造林の推進、

林業の担い手の確保などにより県内全体の原木の安定供給を図ってまいります。 

債務負担行為といたしましては、長野県林業公社の造林資金借入金に対する損失

補償ほか２事業で総額８億 3,087 万円を設定いたしました。 

事件案につきましては、「県営林道事業施行に伴う市町村の負担について」の１

件、報告案件としましては「交通事故に係る損害賠償の専決処分報告」１件でござ

います。 

令和６年４月の林務部関係の組織改正について申し上げます。 

課題への対応力の強化を図る観点からの全庁的な小規模課室の見直しにより、鳥

獣対策室を森林づくり推進課へ統合し、鳥獣対策担当課長を配置します。また、保

安林解除や林地開発許可業務等を一部の地域振興局に集約し、専任職員の配置によ

る迅速かつ適正な事務処理を推進してまいります。 

以上、林務部関係の議案につきまして、その概要を御説明申し上げました。 

よろしく御審議のほどお願い申し上げます。 
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今回提出いたしました議案のうち、建設部関係につきまして、その概要を御説

明申し上げます。 

 

本年１月１日、最大震度７の「令和６年能登半島地震」が発生し、石川県を中

心に甚大な被害が発生しました。犠牲になられた方々に謹んで哀悼の意を表しま

すとともに、被災された方々に心よりお見舞い申し上げます。 

長野県内においても長野市、信濃町、栄村で震度５弱の大きな揺れを観測し、

幸いにも人的被害はなかったものの、長野市や小谷村では家屋の一部が損壊する

被害が発生しました。 

令和６年能登半島地震のような大規模な地震は、糸魚川－静岡構造線断層帯を

はじめ多くの活断層を抱える本県でも今後発生することが予測され、平成 27 年３

月に作成された「長野県地震被害想定調査報告書」では、今回の地震を超える人

的・物的被害が想定されております。 

そのため、建設部としましては、地震から県民の命を守る喫緊の対策として、

住宅の耐震化をより一層推進してまいります。 

併せて、今回の地震による被害も踏まえ、「しあわせ信州創造プラン 3.0」に掲

げる「持続可能で安定した暮らしを守る」ため、緊急輸送道路の整備、迂回機能

の強化、法面対策など災害時における道路ネットワークの強化や、流域治水対策、

土砂災害対策、インフラ老朽化対策などによる県土の強靱化を着実に進めるとと

もに、防災教育などのソフト対策も推進することにより、ハード・ソフト両面か

ら災害に強い県づくりに取り組んでまいります。 

建設部長議案説明要旨 
令和６年２ 月県議会 

定 例 会 に お け る 
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このほか、同プランに掲げる「創造的で強靭な産業の発展を支援する」、「快適

でゆとりのある社会生活を創造する」、「誰にでも居場所と出番がある社会をつく

る」につきましても、関係部局をはじめ、地域振興局や市町村、地域の皆様など

様々な主体と連携・協働して施策を進めてまいります。 

 

これらを踏まえた建設部関係の令和６年度当初予算案の総額は 1,151 億 2,003

万４千円であります。 

令和５年度 11 月補正予算と一体的に切れ目なく執行し、事業効果の早期発現

を図るとともに、「確かな暮らしを守り、信州からゆたかな社会を創る」の実現に

向けた施策を展開してまいります。 

以下、主な事業の概要につきまして、「しあわせ信州創造プラン 3.0」の柱に沿

って申し上げます。 

 

【持続可能で安定した暮らしを守る】 

住宅等の省エネルギー化、グリーンインフラの推進などによる地球環境への貢

献や、インフラ整備等による県土の強靱化、インフラ老朽化対策、交通安全対策

の推進による生命・生活リスクの軽減に取り組みます。 

 

（持続可能な脱炭素社会の創出） 

 住宅分野における 2050 ゼロカーボンを実現するため、地域の工務店と協働して、

高い断熱性能を有し、信州の恵まれた自然環境を生かした快適で健康な住まいづ

くりを推進します。昨年 11 月に策定した「ゼロカーボン戦略ロードマップ」にお

いて、住宅部門では、国の計画を前倒し、2025 年度以降できるだけ早い時期に全
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ての新築住宅をＺＥＨ
ゼ ッ チ

（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）化することを目標

としました。その目標達成のため、信州健康ゼロエネ住宅助成金について、「新築」

では、再生可能エネルギー関連設備の助成対象を拡充するとともに、「リフォーム」

では、ＺＥＨ基準を超える省エネリフォームに対する助成額の増額や、天井や床

の部分断熱改修も助成対象とするなど制度を拡充し、より省エネ性能が高い住宅

への誘導を図ってまいります。併せて、本年度に作成したＺＥＨの標準的な仕様

書を用いた設計・施工の研修会を開催し、住宅供給の主力である県内工務店の技

術力のボトムアップを図りながら、「信州健康ゼロエネ住宅指針」に適合する高断

熱・高性能な住宅の普及を推進してまいります。 

県営住宅については、大萱
おおがや

団地と常盤上一
ときわかみいち

団地において、ＺＥＨ水準に加え太

陽光発電システムを導入した建替工事を行うほか、社
やしろ

団地においては外壁や窓な

どの高断熱化を図るゼロエネ・リフォーム工事の２棟目に着手するなど、既設県

営住宅の更なる省エネルギー化も進めてまいります。 

 「信州まちなかグリーンインフラ推進計画」に基づき、令和４年度に策定した

長野、松本、上田及び飯田の４市による「エリアビジョン」の実現に向け、まち

なか緑地の整備や保全事業を実施することにより、緑あふれる空間を創出してま

いります。 

 

 （災害に強い県づくりの推進） 

 国の「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」を最大限活用し、

激甚化・頻発化する自然災害から県民の生命と財産を守るため、災害に強いイン

フラ整備による県土の強靱化を推進してまいります。 

流域治水対策としましては、堤防・護岸等の河川施設の整備による「流す」取
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組、県有施設への雨水貯留浸透施設の設置など雨水を貯留・浸透させる「留める」

取組、浸水想定区域図の作成などによる「備える」取組を、「流域治水プロジェク

ト」や「長野県流域治水推進計画」に基づき着実に進めます。併せて、本年度作

成した学習用模型や動画を活用し、児童生徒を起点にした県民全体への「流域治

水対策」の更なる普及啓発を図ってまいります。 

土砂災害対策としましては、土石流や流木対策に加え、再度災害防止のための

緊急対策や除石等による既存堰堤の機能増進などによる「流域を保全する土砂災

害対策」を推進するとともに、土砂災害特別警戒区域等に立地する要配慮者利用

施設を土砂災害から守るため、砂防堰堤等の整備を計画的に進めてまいります。

併せて、住民の実践的な避難行動につなげるため、小学校の防災教育や各地で実

施される防災訓練に土砂災害に関する豊富な知識を有する講師を派遣し、訓練計

画の作成や訓練への助言等の支援を実施しながら地域防災力の向上を図るととも

に、地区防災マップの作成など、住民の自主的な防災活動を促進してまいります。 

災害時における道路ネットワークの確保については、これまでも重点的に取り

組んでまいりましたが、今回の地震における道路の被災状況を踏まえ、更に予算

を重点配分して取り組んでまいります。 

道路の防災・減災対策では、緊急輸送道路の法面対策について、要対策箇所の

半数以上を令和７年度までに完了するとともに、可能な限り早期に全ての対策を

完了するよう事業の進捗を図ってまいります。また、災害時に発生する道路の長

期の通行止めは県民生活に多大な影響を及ぼすことから、緊急車両の通行確保や

道路利用者への影響を最小限にするため、緊急輸送道路の整備を重点的に実施す

るとともに、迂回機能の強化も図ってまいります。 

加えて、災害発生時の孤立解消や物流の確保には、被害状況を迅速に確認した
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上で、最も効果的なルートを選定して集中的な対策を講じる必要があることから、

災害時の道路の被害状況を迅速に把握するためのドローンの活用や、平常時から

関係機関等と情報を共有するための災害情報共有システムの運用方法について検

討を行ってまいります。 

冬期交通の確保にあたっては、国、ＮＥＸＣＯ等との連携強化に努め、大雪警

報が発令されるなど同時通行止めの可能性があるときは、ＷＥＢ会議等により道

路及び降雪状況の情報共有を行いながら、相互で必要に応じた対応を行うことに

より、大雪時の安全で円滑な交通を確保してまいります。引き続き、堆雪帯の整

備や融雪施設の更新などのハード整備を進めるほか、現在、44 工区で実施してい

るＪＶ（共同企業体）による除雪業務の更なる拡大を図るとともに、除雪機械を

効果的に配備することにより、除雪業務の効率化も図ってまいります。 

能登半島地震では、犠牲者の多くが家屋の倒壊によるものであったことから、

住宅の耐震化は急務です。これまで、震災時の膨大な復旧費用の軽減を図るため、

「長野県耐震改修促進計画（第三期）」に基づき、市町村と協調して耐震改修を促

進してまいりましたが、改修を躊躇する主な理由として、令和元年に国土交通省

が行ったアンケート調査では「費用負担が大きい」ことが挙げられております。

そのため、コストを抑えた耐震工法の普及を図るとともに、耐震改修に対する補

助の上限額を増額し、最大 150 万円までの耐震改修には自己負担が生じないよう

制度を拡充することにより、耐震化の一層の加速化を図ってまいります。併せて、

耐震改修の効果と必要性を、住宅の所有者はもとより所有者と離れて暮らす御家

族にも届くよう、様々な媒体を活用して周知してまいります。 

昨年５月、土砂等の盛土の崩落による災害から国民の生命を守るため、「宅地

造成及び特定盛土等規制法」、通称「盛土規制法」が施行されました。本県におい
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ても、盛土の崩落等により人家等に被害を及ぼす可能性のある区域を規制区域と

して指定するため、引き続き基礎調査を進めるなど、令和７年度の規制開始を目

指して取り組んでまいります。 

 

（社会的なインフラの維持・発展） 

高度経済成長期以降に整備された多くの公共インフラの老朽化が進行してお

ります。定期点検等により修繕等が必要とされた橋梁やトンネルなどのメンテナ

ンスについては、新技術等を活用しながら、各施設の長寿命化計画に基づいた修

繕・更新を計画的・集中的に実施するとともに、ライフサイクルコストを縮減す

るため「事後保全型」から「予防保全型」へ早期の転換を図ってまいります。 

また、交通量が多い市街地や主な観光地へのアクセス道路のうち、特に損傷が

進んでいる約 170 キロメートルの区間について、「道路リフレッシュプラン」とし

て集中的な修繕等を実施します。舗装の修繕のほか、歩行の支障となる除草や景

観を悪化させる支障木の伐採、視認性が悪く安全な走行に支障をきたしている区

画線の引き直しを行いながら、道路の適切な維持・管理に努めてまいります。 

 

（県民生活の安全確保） 

児童・生徒を交通事故から守るため、「通学路の安全確保に関する方針」に基

づき通学路等の安全対策を進めており、一部暫定的な対応を含め、今年度末まで

に全箇所の対策を完了する予定です。今後は、用地買収等を伴う歩道の整備が必

要な箇所について引き続き事業の進捗を図り、可能な限り早期の対策完了を目指

してまいります。 
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【創造的で強靱な産業の発展を支援する】 

地域の安全・安心を支える建設産業が、将来にわたって持続的に発展していく

ため、次世代を担う人材の確保・育成、生産性向上と労働環境の改善に取り組み

ます。 

 

（地域の建設業等における担い手の確保の推進） 

人材の確保については、産・学・官が連携し、これまで実施していた高校生等

を対象にした就労促進事業や中学生への職場体験学習などに加え、首都圏で学ぶ

大学生等への合同企業説明会や小学生を対象とした現場見学会の開催など、建設

産業の魅力を伝え入職を促す様々な取組を広く展開してまいります。 

 

（建設産業の振興） 

建設産業の生産性向上と労働環境の改善を図るため、建設工事におけるＩＣＴ

を活用した遠隔地からのリアルタイム現場確認や、ＡＩやドローンを活用した道

路・河川パトロールなどにより業務の効率化を図るとともに、建設関連企業を対

象としたＢＩＭ／ＣＩＭ講習会による人材の育成を行い、建設ＤＸを推進してま

いります。 

また、実際の現場で働く女性や若手の技術者の意見を踏まえ、本年度から、清

潔で広く快適なトイレや、広い休憩室を設置するモデル工事を実施しており、今

後は、全ての現場への展開を目指してまいります。併せて、市町村と連携しなが

ら施工時期等の平準化、週休２日工事の実施、入札関連手続きの集約化等により、

入札契約制度の適正化にも取り組んでまいります。 
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【快適でゆとりのある社会生活を創造する】 

快適で活力のあるまちづくりのため、「地域の特徴と自然の恵みを生かした快

適で魅力ある空間づくりの推進」、「地域活力の維持・発展」、「本州中央部広域交

流圏の形成」、「移住・交流・多様なかかわりの展開」、「世界水準の山岳高原観光

地づくりの推進」、「「信州やまなみ国スポ・全障スポ」の開催を契機としたスポー

ツ振興の推進」、の６点に取り組みます。 

 

（地域の特徴と自然の恵みを生かした快適で魅力ある空間づくりの推進） 

歩きやすい歩道の整備や公共空間の利活用などによる、まちなかの賑わいづく

りを推進するため、歩きやすいまちづくり実証事業（信州まち・あい空間事業）

により、上田市をモデルとした社会実験のための基礎調査を実施するなど、市町

村と連携した具体的な取組を行いながら、快適で魅力ある空間づくりを進めてま

いります。 

景観行政を取り巻く状況変化に対応し、広域的な観点から守るべき景観の保

全・育成を推進するため、「長野県景観育成計画」改定に向けた取組を進めます。

景観行政団体に移行した市町村も含めた広域的な指針となる「長野県景観育成ビ

ジョン」の策定、太陽光発電施設や宅地開発の増加などの新しい景観阻害要因に

対応した基準の設定や重点的に景観誘導を行う「景観育成重点地域」の指定など

により、信州らしい美しい景観形成を推進してまいります。 

松本平広域公園の更なる魅力向上を図るため、園庭整備の専門家をアドバイザ

ーに委嘱し、「年間を通じて楽しめる公園」にするための植栽管理や園庭整備を進

めるとともに、指定管理者や地元住民等を対象としたセミナー等の開催を通じて

ボランティア活動を中心とした地域コミュニティの活性化を図り、観光客や地域
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住民に愛される美しい公園を目指してまいります。 

  

（地域活力の維持・発展） 

「信州地域デザインセンター（ＵＤＣ信州）」では、多くの市町村から、多岐

にわたるまちづくりの御相談をいただき、公・民・学連携による専門的かつ広域

的な視点から助言や提案を行ってまいりました。本年１月には、更なる利便性の

向上を図り、南信地方の市町村からの相談にも迅速に対応するため、下諏訪町に

サテライトオフィスを設置したところです。今後は、エリアビジョンの策定など

広域的な課題に対しては「重点支援地域」として集中的に支援するなど、より効

果的・効率的な体制を構築し、快適で賑わいのあるまちづくりに向けた取組を進

めてまいります。 

移住者・子育て世帯向けの住宅は十分な供給がない一方で、空き家は様々な事

情により市場への流通が進まない状況があることから、移住者や子育て世帯の住

まいの確保に向けた取組を進めます。空き家や公共の遊休建物を有効活用し、「移

住したくなる住まい」や「子育しやすい住まい」を増やすための仕組みを検討す

る場を設置するとともに、有効な取組については、広く市町村で活用されるよう

普及を図ってまいります。 

 

（本州中央部広域交流圏の形成） 

高規格道路につきましては、県内３路線で国による整備が進められており、県

といたしましても整備促進に向けて積極的に連携・協力してまいります。 

このうち、「中部横断自動車道」につきましては、唯一の未整備区間となって

いる長坂
ながさか

から八千穂
や ち ほ

間について、長野・山梨両県が環境影響評価と都市計画決定

― 400 ―



- 10 - 

の手続きを進めているところであり、引き続き、国や山梨県、関係市町村と連携

し、早期事業化に向けて地域の合意形成を図ってまいります。 

「三遠南信自動車道」につきましては、「飯
いい

喬
だか

道路」３工区の橋梁工事や

「青 崩 峠
あおくずれとうげ

道路」のトンネル工事が進められております。また、現道活用区間と

して県が整備する「小嵐
こおろし

バイパス」につきましては、「青 崩 峠
あおくずれとうげ

道路」のトンネル

発生土を活用しながら工事を着実に進めてまいります。 

「中部縦貫自動車道」につきましては、「松本波田道路」の用地取得や新村地

区における橋梁工事が進められております。先線の波田から中ノ
な か の

湯
ゆ

間につきまし

ては、計画段階評価の着手に向けて、引き続き、国や松本市とともに検討を進め

てまいります。 

県では、「松本糸魚川連絡道路」の「安曇野道路」を令和４年度に事業化して

おり、早期の着工に向けて引き続き調査・設計を進めてまいります。また、大町

市街地区間においては、本年１月に最適ルート帯を決定したところであり、引き

続き地域の皆様へ丁寧な説明を心がけながら、計画の推進を図ってまいります。 

「伊那木曽連絡道路」の「姥
うば

神 峠
がみとうげ

道路延伸工区」につきましては、令和５年度

補正予算を活用して工事着手に向けた手続を進めており、早期完成をめざし事業

を推進してまいります。 

リニア関連道路の整備につきましては、長野県駅と中央自動車道を直結する

「座光寺
ざ こ う じ

上郷
かみさと

道路」や国道 153 号の「飯田北改良」などの整備を進めるほか、直

轄権限代行として事業中の国道 153 号「伊
い

駒
こま

アルプスロード」の調査を国と連携

して行うなど、リニア中央新幹線の整備効果を広く県内に波及できるよう、着実

な事業の進捗を図ってまいります。 

リニア中央新幹線の県内における工事の状況につきましては、現在トンネル７
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工区において掘削工事や準備工事が行われ、天竜川橋梁や土曽川橋梁の下部工事

においても着実に進捗しているところです。引き続き事業主体のＪＲ東海に対し

て安全管理の強化や地域に寄り添った誠実な対応を求めてまいります。 

県では、リニアを活用したまちづくりを関係市町村との共通認識のもと連携し

て推進するため、地域特性を踏まえた開発適地の抽出などを内容とする、リニア

駅近郊の土地利用の「グランドデザイン策定」に取り組むとともに、国が設置し

た中間駅周辺圏域の取組を支援する「関係府省による会議」への参画等を通じ、

本県の立地を生かした戦略を提言するなど、リニアバレー構想等の実現への取組

を強化してまいります。 

 

（移住・交流・多様なかかわりの展開） 

県民参加型予算として、御提案いただいた労働者協同組合ワーカーズコープ松

本事業所及び松本大学と協働して「県営住宅の空き住戸の有効な利活用」に取り

組みます。提案者や地元町会等と対話を重ねながら、県営住宅内で若者や子育て

世帯、高齢者など多様な世帯がいきいきと暮らせる「ミクストコミュニティ」を

形成するための交流施設を整備するとともに、活動人材の育成を支援してまいり

ます。 

 

（世界水準の山岳高原観光地づくりの推進） 

道路の無電柱化につきましては、「長野県無電柱化推進計画」に基づき、上田

市や白馬村など６箇所において事業を実施しております。引き続き計画的な事業

の進捗を図り、安全で快適な通行空間はもとより、魅力ある良好な景観形成や観

光振興にも資するよう取り組んでまいります。 
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自転車を活用した観光地域づくりやサイクリストの安全確保を図るため、県内

を１周する「Japan
ジ ャ パ ン

 Alps
アルプス

 Cycling
サイクリング

 Road
ロ ー ド

」の整備を進めており、その一部であ

る諏訪湖周サイクリングロードが今年度末までに完成する予定です。引き続き関

係部局や地域振興局と連携し、矢羽根型路面標示の設置など、快適で安全な自転

車通行空間の整備を進めてまいります。 

道の駅については、リニューアルを必要とする 18 駅中、16 駅のトイレリニュ

ーアルを完了していることから、残る２駅のトイレの洋式化やバリアフリー化へ

の改修を進めるとともに、来年度に開業を予定する「道の駅 八千穂
や ち ほ

高原」の工

事を着実に進め、観光拠点としての利便性向上やイメージアップを図ってまいり

ます。 

 

（「信州やまなみ国スポ・全障スポ」の開催を契機としたスポーツ振興の推進） 

令和 10 年に開催予定の「信州やまなみ国スポ・全障スポ」の総合開閉会式及

び陸上競技の会場となる松本平広域公園陸上競技場について、国に対し必要な予

算の確保を強く求めながら、令和７年度の完成を目指し着実に整備を進めてまい

ります。 

 

【誰にでも居場所と出番がある社会をつくる】 

関係団体との連携による居住支援や、子育て世帯に配慮した県営住宅の改修な

どにより、子育て世帯や若者が住みやすい環境を確保します。 

 

（子どもや若者の幸福追求を最大限支援する） 

 高齢化や新型コロナウイルス感染症による収入減などにより、増加する住宅確
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保要配慮者の賃貸住宅への円滑な入居を支援するため、地域の基盤となる市町村

居住支援協議会の設立に向け、市町村や関係団体等を対象とした勉強会等を開催

し、関係者の連携強化を図ってまいります。 

住宅セーフティーネットの中心的な役割を担う県営住宅において、子育て世帯

の優先入居を引き続き実施するとともに、古い中高層住宅をメゾネット形式によ

り子育て世帯・ひとり親世帯向けにリノベーションするなど、子育てしやすい住

戸環境を整えることにより、若者の子育てを支援してまいります。 

 

【地域の課題を「連携」と「協働」で解決】 

 まちづくりや観光振興など地域課題解決に向け、地域戦略推進型公共事業では、

姨捨
おばすて

の棚田や温泉地などを結ぶ周遊観光を進める「戸倉
と ぐ ら

上山田
か み や ま だ

温泉をめぐる賑わ

いのあるまちづくり」や、諏訪湖の環境保全やサイクリングロード整備を一体的

に進める「諏訪湖を活かしたまちづくり」など、地域の多様な主体と連携・協働

したインフラ整備を引き続き推進してまいります。 

 

【債務負担行為の設定ほか】 

令和６年度当初予算案に係る債務負担行為は、建設工事の複数年度にわたる契

約に要するものなど、1,057 億 2,133 万４千円を設定いたしました。 

 

条例案は、「長野県道路占用料徴収条例の一部を改正する条例案」など一部改

正条例案２件であります。 

 

事件案は、「一般県道大野田
お お の だ

梓
あずさ

橋
ばし

停車場線災害防除工事（八景山
や け や ま

２工区上部工）
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請負契約の締結について」など 16 件であります。 

 

専決処分報告は、「交通事故に係る損害賠償の専決処分報告」など５件であり

ます。 

 

以上、建設部関係の議案につきまして、その概要を御説明申し上げました。 

御審議の程、よろしくお願い申し上げます。 
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＝６・２定例会＝

１ 依　田　明　善 自由民主党県議団代表 県政一般について

（議席番号・４３番）

２ 小　林　東一郎 改 革 信 州 代 表 県政一般について

（議席番号・４５番）

３ 小　山　仁　志 新 政 策 議 員 団 代 表 県政一般について

（議席番号・２７番）

発 言 通 告 者 一 覧 表 （ 代 表 質 問・質 疑 ）
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氏　　　名 所属党派・議席 発言割当時間 発言の要旨

１ 清 水 純 子 （公明党・３９） １５分 県政一般について

２ 和 田 明 子 （共産党・４８） １９分 県政一般について

３ 共 田 武 史 （自民党・３２） ２５分 県政一般について

４ 小 林 あ や （新政団・１５） １３分 県政一般について

５ 続 木 幹 夫 （改革信・３６） １８分 県政一般について

６ 藤 岡 義 英 （共産党・２４） １２分 県政一般について

７ 大 畑 俊 隆 （自民党・３０） ２２分 県政一般について

８ 髙 島 陽 子 （改革信・３３） １８分 県政一般について

９ 宮 下 克 彦 （自民党・２９） ２２分 県政一般について

１０ 佐 藤 千 枝 （改革信・１０） １６分 県政一般について

１１ 小 林 陽 子 （改革信・　２） １５分 県政一般について

１２ 奥 村 健 仁 （新政団・　６） １３分 県政一般について

１３ 勝 山 秀 夫 （公明党・　４） １０分 県政一般について

１４ 竹 村 直 子 （改革信・　１） １４分 県政一般について

１５ 酒 井 茂 （自民党・４１） ２５分 県政一般について

１６ 丸 茂 岳 人 （自民党・２０） ２１分 県政一般について

１７ 林 和 明 （改革信・　３） １４分 県政一般について

１８ 大 井 岳 夫 （自民党・１９） ２１分 県政一般について

１９ 山 田 英 喜 （自民党・１８） ２１分 県政一般について

２０ 向 山 賢 悟 （自民党・１７） ２２分 県政一般について

２１ 川 上 信 彦 （公明党・２５） １０分 県政一般について

２２ 加 藤 康 治 （公明党・１４） １０分 県政一般について

２３ 両 角 友 成 （共産党・３８） １２分 県政一般について

２４ グレート無茶 （新政団・　５） １３分 県政一般について

２５ 早 川 大 地 （自民党・　９） ２２分 県政一般について

２６ 毛 利 栄 子 （共産党・４７） １２分 県政一般について

２７ 勝 野 智 行 （公明党・１３） １０分 県政一般について

２８ 垣 内 将 邦 （自民党・　８） ２２分 県政一般について

２９ 丸 山 寿 子 （改革信・１１） １５分 県政一般について

３０ 望 月 義 寿 （改革信・２２） １２分 県政一般について

３１ 青 木 崇 （自民党・　７） ２２分 県政一般について

３２ 花 岡 賢 一 （改革信・２１） １３分 県政一般について

３３ 小 林 君 男 （無所属・１２） １１分 県政一般について

３４ 清 水 正 康 （新政団・１６） １２分 県政一般について

３５ 小 池 久 長 （新政団・４０） １２分 県政一般について

３６ 百 瀬 智 之 （新政団・２６） １２分 県政一般について

発 言 通 告 者 一 覧 表 （ 一 般 質 問・質 疑 ）

＝６・２定例会＝

発言順位
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危 機 管 理 建 設 委 員 会 審 査 報 告 書

令和６年２月 日

長野県議会議長 佐々木 祥 二 様

危機管理建設委員長 寺 沢 功 希

次の議案は、原案どおり可決すべきものと決定しました。

第 号 訴えの提起について
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危 機 管 理 建 設 委 員 会 審 査 報 告 書

令和６年３月８日

長野県議会議長 佐々木 祥 二 様

危機管理建設委員長 寺 沢 功 希

次の議案は、原案どおり可決すべきものと決定しました。
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◎ 危機管理建設委員会 

第 １ 号 令和６年度長野県一般会計予算案中 

第１条 「第１表 歳入歳出予算」中 

  歳 出 第 ２ 款 総 務 費 

第４項  市町村振興費の一部 

第６項 防災費 

   第７項 災害救助費 

第 ９ 款 土 木 費 

         第１項 土木管理費 

第２項 道路橋梁費 

第３項 河川費 

第４項 砂防費 

第５項 都市計画費の一部 

第６項 住宅費 

第７項 中央新幹線建設費 

第８項 直轄事業負担金 

      第 12 款 災害復旧費 

         第２項 公共土木施設災害復旧費の一部 

         第３項 県単土木施設災害復旧費 

第２条 「第２表 債務負担行為」中の一部 

第 43 号 消防団の活動に協力する事業所等を応援する県税の特例に関する条例の

一部を改正する条例案 

第 44 号 長野県道路占用料徴収条例の一部を改正する条例案 

第 45 号 長野県建築基準条例及び長野県手数料徴収条例の一部を改正する条例案 

第 57 号 長野県防災行政無線設備更新事業施行に伴う市町村等の負担について 

第 58 号 一般県道大野田梓橋停車場線災害防除工事（八景山２工区上部工）請負

契約の締結について 

第 59 号 一般県道大野田梓橋停車場線災害防除工事（八景山２工区）変更請負契

約の締結について 

第 60 号 道路上の事故に係る損害賠償について 

第 61 号 一般国道141号道路改築工事（平原大橋）請負契約の締結について 

第 62 号 一般県道上松南木曽線道路改築工事（読書ダムから戸場１号トンネル）

請負契約の締結について 

第 63 号 主要地方道諏訪辰野線道路改築工事（小坂から有賀１工区）変更請負契

約の締結について 

第 64 号 主要地方道諏訪辰野線道路改築工事（小坂から有賀２工区）変更請負契

約の締結について 
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第 65 号 主要地方道諏訪辰野線道路改築工事（小坂から有賀４工区）変更請負契

約の締結について 

第 66 号 一般県道市ノ沢山吹停車場線道路改築工事（新万年橋２工区）変更請負

契約の締結について 

第 67 号 一級河川岡田川河川改修工事（排水機場整備）変更請負契約の締結につ

いて 

第 68 号 一級河川黒沢川河川改修工事（調節池整備）変更請負契約の締結につい

て 

第 69 号 一級河川の指定について 

第 70 号 河川隣接地の事故に係る損害賠償について 

第 71 号 道路事業施行に伴う市町村の負担について 

第 72 号 急傾斜地崩壊対策事業施行に伴う市町村の負担について 

第 73 号 都市計画事業施行に伴う市町村の負担について 

第 78 号 令和５年度長野県一般会計補正予算（第６号）案中 

第１条 「第１表 歳入歳出予算補正」中 

  歳 出 第 ２ 款 総 務 費 

         第６項 防災費 

    第７項 災害救助費 

第 ９ 款 土 木 費 
           第１項 土木管理費 
           第２項 道路橋梁費 
           第３項 河川費 
           第４項 砂防費 
           第５項 都市計画費の一部 
           第６項 住宅費 

第８項 直轄事業負担金 
         第 12 款 災害復旧費 
            第２項 公共土木施設災害復旧費の一部 

第３項 県単土木施設災害復旧費 
第２条 「第２表 繰越明許費補正」中の一部 
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危 機 管 理 建 設 委 員 会 陳 情 審 査 報 告 書 

 
令和６年３月８日  

 
長野県議会議長 佐々木 祥 二 様 

 

 
危機管理建設委員長 寺 沢 功 希  

 
 

次の陳情は、採択すべきものと決定しました。 

 

陳第 222号 上信自動車道の建設促進について 

陳第 223号 上信越自動車道東部湯の丸インターチェンジへのアクセ 

 ス道路の整備促進について 

陳第 226号 中信地域における広域的な道路ネットワークの整備促進 

 について 
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       閉 会 中 継 続 審 査 及 び 調 査 申 出 書 

 
令和６年３月８日  

 
長野県議会議長 佐々木 祥 二 様 

 
危機管理建設委員長 寺 沢 功 希  

 
当委員会は、下記の事件を閉会中も、なお、継続して審査及び調査す

る必要があると決定しましたので、手続きしてください。 

 
記 

１ 事件 
請第  ５号 千曲大橋（長野市長沼・須坂市豊洲間）県道建設の早期 
 事業化について 

 
陳第 16号 景観計画策定に要する経費に対する補助制度の創設につ 
 いて 

陳第 18号 長野県住宅新築資金等貸付助成事業費補助金に係る補助 
 対象項目の復活について 

陳第 19号 都市計画基礎調査に係る県からの委託料の増額について 

陳第  50号 準中型車両以上及び特殊車両免許取得費用に係る補助制 
 度の創設について 

陳第 221号 県内有料道路の料金回収所のキャッシュレス化について 

 
(1) 危機管理対策について 

(2) 災害対策の調整について 

(3) 道路整備事業について 

(4) 河川・砂防等治水事業について 

(5) 高速自動車国道関連公共土木施設の整備について 

(6) 高速鉄道網の整備について 

(7) 都市計画事業について 

(8) 住宅及び建築行政について 

(9) 災害対策について 

 

２ 継続審査及び調査を必要とする理由 

なお慎重に審査及び調査を要するため。 
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県 民 文 化 健 康 福 祉 委 員 会 審 査 報 告 書

令和６年３月８日

長野県議会議長 佐々木 祥 二 様

県民文化健康福祉委員長 続 木 幹 夫

次の議案は、原案どおり可決すべきものと決定しました。
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◎ 県民文化健康福祉委員会 

第 １ 号 令和６年度長野県一般会計予算案中 

第１条  「第１表 歳入歳出予算」中 

  歳 出 第 ２ 款 総 務 費 

         第２項 企画費の一部 

         第４項 市町村振興費の一部 

         第９項 生活文化費の一部 

         第10項 外事費の一部 

第 ３ 款 民 生 費 

      第 ４ 款 衛 生 費 

      第 11 款 教 育 費 

         第１項 教育総務費の一部 

第６項 大学費 

第２条 「第２表 債務負担行為」中の一部 

 第 ３ 号 令和６年度長野県母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計予算案 

 第 ４ 号 令和６年度長野県心身障害者扶養共済事業費特別会計予算案 

第 ５ 号 令和６年度地方独立行政法人長野県立病院機構施設整備等資金貸付金特

別会計予算案 

第 ６ 号 令和６年度長野県国民健康保険特別会計予算案 

第 13 号 令和６年度長野県総合リハビリテーション事業会計予算案 

第 22 号 長野県文化会館条例の一部を改正する条例案 

第 23 号 児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例

案 

第 24 号 女性自立支援施設の設備及び運営の基準に関する条例案 

第 25 号 長野県女性相談支援センター条例案 

第 26 号 県立ときわぎ寮条例案 

第 27 号 医療法施行条例の一部を改正する条例案 

第 28 号 貸付金免除条例の一部を改正する条例案 

第 29 号 長野県福祉大学校条例の一部を改正する条例案 

第 30 号 長野県精神保健福祉センター条例及び精神保健及び精神障害者福祉に関

する法律に基づく任意入院者の症状等の報告に関する条例の一部を改正

する条例案 

第 31 号 介護保険法に基づく指定居宅サービス等の事業の従業者、設備及び運営

の基準に関する条例等の一部を改正する条例案 

第 32 号 旧介護保険法に基づく指定介護療養型医療施設の従業者、設備及び運営

の基準に関する条例を廃止する条例案 

第 33 号 長野県立総合リハビリテーションセンター条例等の一部を改正する条例

案 
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第 34 号 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく

指定障害福祉サービスの事業等の従業者、設備及び運営の基準に関する

条例及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

に基づく障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条例の一

部を改正する条例案 

第 35 号 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく

指定障害者支援施設の従業者、設備及び運営の基準に関する条例及び障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障

害者支援施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例

案 

第 36 号 児童福祉法に基づく指定通所支援の事業の従業者、設備及び運営の基準

に関する条例等の一部を改正する条例案 

第 37 号 公衆浴場の設置場所の配置及び衛生等の措置の基準に関する条例の一部

を改正する条例案 

第 51 号 指定管理者の指定について 

第 52 号 指定管理者の指定について 

第 78 号 令和５年度長野県一般会計補正予算（第６号）案中 

第１条 「第１表 歳入歳出予算補正」中 

  歳 出 第 ２ 款 総 務 費 

         第９項 生活文化費 

         第10項 外事費の一部 

      第 ３ 款 民 生 費 

      第 ４ 款 衛 生 費 

  第 11 款 教 育 費 

            第１項 教育総務費の一部 

            第６項 大学費 

第２条  「第２表 繰越明許費補正」中の一部 

第 80 号 令和５年度長野県心身障害者扶養共済事業費特別会計補正予算（第１

号）案 

第 81 号 令和５年度長野県国民健康保険特別会計補正予算（第１号）案 

第 86 号 令和５年度長野県総合リハビリテーション事業会計補正予算（第２号）

案 
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県民文化健康福祉委員会陳情審査報告書 

 
令和６年３月８日  

 
長野県議会議長 佐々木 祥 二 様 

 

 
県民文化健康福祉委員長 続 木 幹 夫  

 
 

次の陳情は、採択すべきものと決定しました。 

 

陳第 ８号 福祉医療費給付事業における県補助対象の拡大について 

陳第  55号 市町村における福祉医療制度の安定的な維持のための乳 

 幼児等医療給付事業の助成の拡大について 

陳第 143号 社会福祉制度の充実について 

陳第 177号 社会福祉制度の充実について 

陳第 227号 帯状疱疹ワクチンへの公費助成制度の創設並びに定期接 

 種化について 

陳第 229号 子どもの貧困とギャンブル依存症等の因果関係を解明し 

 た上で、早急にギャンブル等依存症対策推進計画の策定 

 を求めることについて 
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閉 会 中 継 続 審 査 及 び 調 査 申 出 書 

 
令和６年３月８日  

 
長野県議会議長 佐々木 祥 二 様 

 
県民文化健康福祉委員長 続 木 幹 夫  

 
当委員会は、下記の事件を閉会中も、なお、継続して審査及び調査す

る必要があると決定しましたので、手続きしてください。 

 
記 

１ 事件 
請第  ６号 沖縄戦戦没者の遺骨混入土砂を新基地などの埋立てに使 
 用しないことを求める意見書提出について 

 
陳第 ５号 妊婦歯科健康診査及び成人歯周病検診における県内市町 
 村間相互乗入れ制度の整備について 

陳第 ７号 福祉医療費給付事業窓口無料化の障がい者への拡大につ 
 いて 

陳第  34号 木曽郡の医療充実に向けての支援について 

陳第  37号 保育士確保の一体的・広域的な取組みについて 

陳第  45号 重症心身障がい児（者）及び医療的ケアが必要な障がい 
 児（者）への支援体制の拡充について 

陳第  54号 子ども医療費完全無料化について 

陳第 120号 不妊治療に関する支援の強化について 

陳第 122号 国民健康保険料（税）の軽減拡大について 

陳第 123号 長野県福祉医療費制度の拡大について 

陳第 144号 発達障がい児（者）の支援体制の強化及び保育制度・児 
 童福祉制度等の充実について 

陳第 178号 発達障がい児（者）の支援体制の強化及び保育制度・児 
 童福祉制度等の充実について 

 
(1) 県民生活及び芸術文化について 

(2) 次世代育成支援について 

(3) 私学振興対策について 

(4) 社会福祉の充実について 

(5) 医療対策について 
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(6) 公衆衛生対策について 

   
２ 継続審査及び調査を必要とする理由 

なお慎重に審査及び調査を要するため。 
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環 境 文 教 委 員 会 審 査 報 告 書

令和６年３月８日

長野県議会議長 佐々木 祥 二 様

環境文教委員長 両 角 友 成

次の議案は、原案どおり可決すべきものと決定しました。

― 421 ―



◎ 環境文教委員会 

第 １ 号 令和６年度長野県一般会計予算案中 

第１条 「第１表 歳入歳出予算」中 

歳 出 第 ６ 款 環 境 費 

                  第 ７ 款 農林水産業費 

第１項 農地費の一部 

第 ９ 款 土 木 費 

        第５項 都市計画費の一部 

第 11 款 教 育 費 

       第１項 教育総務費の一部 

       第２項 小学校費 

       第３項 中学校費 

       第４項 特別支援学校費 

       第５項 高等学校費 

       第７項 社会教育費 

       第８項 保健体育費 

第２条 「第２表 債務負担行為」中の一部 

第 12 号 令和６年度長野県高等学校等奨学資金貸付金特別会計予算案 

第 14 号 令和６年度長野県流域下水道事業会計予算案 

  第 46 号 長野県環境保全研究所試験検査手数料条例の一部を改正する条例案 

  第 47 号 長野県自然公園施設条例の一部を改正する条例案 

第 48 号 長野県学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条例案 

第 74 号 令和５年度長野県流域下水道事業会計剰余金の処分について 

第 75 号 流域下水道建設事業施行に伴う市町村の負担について 

第 76 号 高等学校の統合について 

第 78 号 令和５年度長野県一般会計補正予算（第６号）案中 

第１条 「第１表 歳入歳出予算補正」中 

  歳 出 第 ６ 款 環 境 費 

                  第 ７ 款 農林水産業費 

第３項 農地費の一部 

第 ９ 款 土 木 費 

            第５項 都市計画費の一部 

第 11 款 教 育 費 

   第１項 教育総務費の一部 

第２項 小学校費 

第３項 中学校費 

   第４項 特別支援学校費 

   第５項 高等学校費 

       第７項 社会教育費 

第８項 保健体育費 

第２条 「第２表 繰越明許費補正」中の一部 
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第 85 号 令和５年度長野県高等学校等奨学資金貸付金特別会計補正予算（第１

号）案 

第 87 号 令和５年度長野県流域下水道事業会計補正予算（第２号）案 
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環 境 文 教 委 員 会 陳 情 審 査 報 告 書 

 
令和６年３月８日  

 
長野県議会議長 佐々木 祥 二 様 

 

 
環境文教委員長 両 角 友 成  

 
 

次の陳情は、採択すべきものと決定しました。 

 

陳第 225号 学校プールの整備、水泳授業の継続に係る財政支援につ 

 いて 

陳第 228号 学校給食費の無償化について 
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       閉 会 中 継 続 審 査 及 び 調 査 申 出 書 

 
令和６年３月８日  

 
長野県議会議長 佐々木 祥 二 様 

 
環境文教委員長 両 角 友 成  

 
当委員会は、下記の事件を閉会中も、なお、継続して審査及び調査す

る必要があると決定しましたので、手続きしてください。 

 
記 

１ 事件 
陳第  21号 生徒会等役員選任において、生活困難世帯の生徒に対し、 
 負担軽減を求めることについて 

陳第  40号 代替講師不足への柔軟な対応について 

陳第  42号 埋蔵文化財（出土品）の保管について 

陳第  52号 公立高校が魅力的で特色ある学校づくりを進めるととも 
 に、一人でも多くの生徒が希望する進路を実現できるた 
 めの支援を求めることについて 

陳第  63号 専科教員の配置および教育体制の支援強化について 

陳第  64号 学校司書配置のための県費支援事業の創設について 

陳第  65号 運動部活動の地域移行に係る支援について 

陳第  66号 県内町村の学校給食無償化のための財政支援について 

陳第  67号 学級編制に関することについて 

陳第  93号 木曽谷の教育振興について 

陳第  95号 特別支援教育の支援充実について 

陳第  96号 木曽の児童生徒が教育的不利にならないための対応につ 
 いて 

陳第  97号 木曽郡の実情に合わせた魅力ある高校づくりについて 

陳第  98号 中学校部活動の地域移行のあり方について 

陳第  99号 教員業務支援員の配置について 

陳第 124号 児童生徒に寄り添った教育環境の充実について 

陳第 125号 義務教育における教育環境の充実について 

陳第 127号 県立高校一人１台タブレット端末の公費導入を求めるこ 
 とについて 

陳第 137号 教育環境の整備について 

陳第 171号 教育環境の整備について 
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陳第 201号 高校募集定員・高校再編・高校入試制度改革について 

陳第 202号 特別支援教育の充実について 

陳第 203号 へき地手当支給率の改善について 

陳第 204号 教職員数の増員について 

陳第 205号 学校における働き方改革について 

陳第 208号 30人規模学級の継続について 

陳第 209号 日本語指導・外国籍等児童生徒支援指導の充実について 

陳第 210号 不適応・不登校児童生徒への支援充実について 

陳第 211号 養護教諭に対する代替措置について 

陳第 212号 教育予算の確保について 

 
(1) 環境の保全対策について 

(2) 廃棄物対策について 

(3) 学力の向上について 

(4) 児童・生徒の健全育成について 

(5) 中等教育の改善充実について 

(6) 教育環境の整備充実について 

(7) 人権教育及び特別支援教育の充実について 

(8) 生涯学習・スポーツの振興及び文化財の保護について 

(9) 教育機関の運営について 

 
２ 継続審査及び調査を必要とする理由 

 なお慎重に審査及び調査を要するため。 
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農 政 林 務 委 員 会 審 査 報 告 書

令和６年３月８日

長野県議会議長 佐々木 祥 二 様

農政林務委員長 百 瀬 智 之

次の議案は、原案どおり可決すべきものと決定しました。
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◎ 農政林務委員会 

第 １ 号 令和６年度長野県一般会計予算案中 

第１条 「第１表 歳入歳出予算」中 

  歳 出 第 ７ 款 農林水産業費 

         第１項 農業費 

第２項 畜産業費 

            第３項 農地費の一部 

第４項  林業費 

第５項  水産業費 

      第 12 款 災害復旧費 

第１項 農林水産施設災害復旧費 

第２項 公共土木施設災害復旧費の一部 

第２条 「第２表 債務負担行為」中の一部 

 第 ８ 号 令和６年度長野県農業改良資金特別会計予算案 

第 ９ 号 令和６年度長野県漁業改善資金特別会計予算案 

第 10 号 令和６年度長野県県営林経営費特別会計予算案 

第 11 号 令和６年度長野県林業改善資金特別会計予算案 

第 42 号 長野県家畜保健衛生所手数料徴収条例の一部を改正する条例案 

第 53 号 県営かんがい排水事業菅平地区減勢工改修工事変更請負契約の締結につ

いて 

第 54 号 県営かんがい排水事業菅平地区ダム取水設備更新工事変更請負契約の締

結について 

第 55 号 県営土地改良事業施行に伴う市町村の負担について 

第 56 号 県営林道事業施行に伴う市町村の負担について 

第 78 号 令和５年度長野県一般会計補正予算（第６号）案中 

第１条 「第１表 歳入歳出予算補正」中 

  歳 出 第 ７ 款 農林水産業費 

第１項 農業費 

           第２項 畜産業費 

           第３項 農地費の一部 

           第４項 林業費 

           第５項 水産業費 

        第 12 款 災害復旧費 

           第１項 農林水産施設災害復旧費 

           第２項 公共土木施設災害復旧費の一部 

第２条 「第２表 繰越明許費補正」中の一部 

第 83 号 令和５年度長野県県営林経営費特別会計補正予算（第２号）案 

第 84 号 令和５年度長野県林業改善資金特別会計補正予算（第１号）案 
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閉 会 中 継 続 調 査 申 出 書 

 
令和６年３月８日  

 
長野県議会議長 佐々木 祥 二 様 

 
農政林務委員長 百 瀬 智 之  

 
当委員会は、下記の事件を閉会中も、なお、継続して調査する必要が

あると決定しましたので、手続きしてください。 

 
記 

１ 事件 
(1) 農業及び水産業の振興対策について 

(2) 農業・農村の活性化対策について 

(3) 林業の振興対策について 

(4) 林業・山村の活性化対策について 

(5) 森林整備について 

(6) 農林業の災害対策について 

  
２ 継続調査を必要とする理由 
 なお慎重に調査を要するため。 
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産 業 観 光 企 業 委 員 会 審 査 報 告 書

令和６年３月８日

長野県議会議長 佐々木 祥 二 様

産業観光企業委員長 酒 井 茂

次の議案は、原案どおり可決すべきものと決定しました。
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◎ 産業観光企業委員会 

第 １ 号 令和６年度長野県一般会計予算案中 

第１条 「第１表 歳入歳出予算」中 

     歳 出 第 ５ 款 労 働 費 

         第 ８ 款 商 工 費 

   第２条 「第２表 債務負担行為」中の一部 

 第 ７ 号 令和６年度長野県小規模企業者等設備導入資金特別会計予算案 

第 15 号 令和６年度長野県電気事業会計予算案 

 第 16 号 令和６年度長野県水道事業会計予算案 

第 38 号 長野県産業投資応援条例の一部を改正する条例案 

 第 39 号 資金積立基金条例の一部を改正する条例案 

 第 40 号 信州登山案内人条例の一部を改正する条例案 

第 41 号 長野県公営企業の設置及びその経営の基本並びに財務等の特例に関する

条例の一部を改正する条例案 

第 78 号 令和５年度長野県一般会計補正予算（第６号）案中 

第１条 「第１表 歳入歳出予算補正」中 

     歳 出 第 ５ 款 労 働 費 

第 ８ 款 商 工 費 

第２条 「第２表 繰越明許費補正」中の一部 

 第 82 号 令和５年度長野県小規模企業者等設備導入資金特別会計補正予算（第１

号）案 

  第 88 号 令和５年度長野県電気事業会計補正予算（第２号）案 

第 89 号 令和５年度長野県水道事業会計補正予算（第２号）案 
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閉 会 中 継 続 審 査 及 び 調 査 申 出 書 

 
令和６年３月８日  

 
長野県議会議長 佐々木 祥 二 様 

 
産業観光企業委員長 酒 井   茂  

 
当委員会は、下記の事件を閉会中も、なお、継続して審査及び調査す

る必要があると決定しましたので、手続きしてください。 

 
記 

１ 事件 
請第  ４号 最低賃金法の改正と中小企業支援の拡充を求める意見書 
 提出について 

 
(1) 商業及び工業の振興について 

(2) 雇用、人材育成について 

(3) 労働対策について 

(4) 観光の振興について 

(5) 公営企業の管理運営について 

   
２ 継続審査及び調査を必要とする理由 

なお慎重に審査及び調査を要するため。 
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総 務 企 画 警 察 委 員 会 審 査 報 告 書

令和６年３月 日

長野県議会議長 佐々木 祥 二 様

総務企画警察委員長 共 田 武 史

次の議案は、原案どおり可決すべきものと決定しました。
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◎ 総務企画警察委員会 

第 １ 号 令和６年度長野県一般会計予算案中 

第１条 歳入歳出予算中 

  歳 入 全 部 

  歳 出 

    第 １ 款 議 会 費 

    第 ２ 款 総 務 費 

       第１項 総務管理費 

第２項 企画費の一部 

第３項 徴税費 

          第４項 市町村振興費の一部 

          第５項 選挙費 

          第８項 統計調査費 

       第９項 生活文化費の一部 

       第10項 外事費の一部 

          第11項 人事委員会費 

          第12項 監査委員費 

第 10 款 警 察 費 

    第 11 款 教 育 費 

第１項 教育総務費の一部 

    第 13 款 公 債 費 

    第 14 款 諸 支 出 金 

    第 15 款 予 備 費 

第２条 債務負担行為中の一部 

第３条 地 方 債 

第４条 一時借入金 

第５条 歳出予算の流用 

 第 ２ 号 令和６年度長野県公債費特別会計予算案 

第 17 号 個人番号の利用並びに特定個人情報の利用及び提供に関する条例の一部

を改正する条例案 

第 18 号 長野県手数料徴収条例の一部を改正する条例案 

第 19 号 一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例案 

第 20 号 長野県警察職員の給与に関する条例の一部を改正する条例案 

第 21 号 長野県警察関係許可等手数料徴収条例の一部を改正する条例案 

第 49 号 包括外部監査契約の締結について 

第 50 号 交通事故に係る損害賠償について 

第 78 号 令和５年度長野県一般会計補正予算（第６号）案中 

第１条 歳入歳出予算の補正中 
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  歳 入 全 部 

  歳 出 

    第 １ 款 議 会 費 

    第 ２ 款 総 務 費 

       第１項 総務管理費 

       第２項 企画費 

       第３項 徴税費 

       第４項 市町村振興費 

       第５項 選挙費 

       第８項 統計調査費 

       第10項 外事費の一部 

          第11項 人事委員会費 

          第12項 監査委員費 

    第 10 款 警 察 費 

       第 11 款 教 育 費 

第１項 教育総務費の一部 

       第 13 款 公 債 費 

       第 14 款 諸 支 出 金 

第２条 繰越明許費の補正中の一部 

   第３条 地方債の補正 

第 79 号 令和５年度長野県公債費特別会計補正予算（第１号）案 
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総 務 企 画 警 察 委 員 会 陳 情 審 査 報 告 書 

 
令和６年３月11日  

 
長野県議会議長 佐々木 祥 二 様 

 

 
総務企画警察委員長 共 田 武 史  

 
 

次の陳情は、下記の理由により、不採択とすべきものと決定しました。 

 
陳第 224号 沖縄県辺野古への基地建設中止に関する意見書提出につ 
 いて 

 
記 

 
不採択の理由 
 陳情の趣旨には沿えないため。 
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閉 会 中 継 続 審 査 及 び 調 査 申 出 書 

 
令和６年３月11日  

 
長野県議会議長 佐々木 祥 二 様 

 
総務企画警察委員長 共 田 武 史  

 
当委員会は、下記の事件を閉会中も、なお、継続して審査及び調査す

る必要があると決定しましたので、手続きしてください。 

 
記 

１ 事件 
請第  ７号 日本国憲法の理念を生かし、イスラエル・パレスチナ紛 
 争の即時停戦、人道支援の徹底、早期の平和的解決に全 
 力を尽くすことを求める意見書提出について 

 
陳第 １号 一般家庭で使用する除雪機の購入に対する補助制度につ 
 いて 

陳第 200号 住宅除雪支援事業の拡充について 

陳第 217号 年金制度における外国人への脱退一時金の是正を求める 
 意見書提出について 

陳第 220号 バス等公共交通における支援策、固定資産税の減免措置 
 及び免税軽油制度の継続について 

 
(1) 県行政の総合的な企画調整について 

(2) 県財政事情について 

(3) 行政組織・機構及び県有財産の管理について 

(4) 市町村行財政について 

(5) 国際交流について 

(6) 警察施設及び装備の整備について 

(7) 防犯及び少年非行防止対策について 

(8) 交通指導取締り対策及び交通安全施設の整備について 

   
２ 継続審査及び調査を必要とする理由 
 なお慎重に審査及び調査を要するため。 
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常任委員会・議会運営委員会委員長及び副委員長名簿 

 
（６・２定例会）

 
委 員 会 名 委 員 長 副 委 員 長 

 
 

総 務 企 画 警 察 
 
 

寺 沢 功 希 百 瀬 智 之

 
 

県民文化健康福祉 
 
 

小 山 仁 志 大 井 岳 夫

 
  

  産 業 観 光 企 業 
 
 

宮 下 克 彦 小 林 陽 子

 
 

農 政 林 務 
 
 

中 川 博 司 竹 内 正 美

 
 

危 機 管 理 建 設 
 
 

大 畑 俊 隆 竹 村 直 子

 
 

環 境 文 教 
 
 

花 岡 賢 一 丸 茂 岳 人

 
 

議 会 運 営 
 
 

共 田 武 史 丸 山 寿 子
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